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2026年北京：二人の巨人の危険な舞踏

金景珍（キム・キョンジン）

トランプの北京訪問を、ホルムズ、希土類、台湾、ボーイング、大豆、AIチップという場面から追

います。
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序論：北京の48時間を読む

次の章

北京へ向かう車列の上には、硬い春の光が差していました。道路の両側には旗が並び、予定表には

式典、非公開会談、晩餐、そして外交というより帳簿に近い数字が置かれていました。

ドナルド・トランプが持ち込んだ要求は数えられるものでした。ボーイング500機、大豆2,500万

トン、関税戦争の12か月猶予。習近平が差し出したものは別のリストでした。イラン、ホルムズ海

峡、希土類、台湾、人工知能。一方は領収書を求め、もう一方は時間を求めていました。

本書は、金景珍弁護士が提供した資料をもとに、日本語で読みやすく整理したものです。2026年5

月の北京で起きた48時間を、政治の場面、貿易交渉、そして米中競争の次の段階を予告する出来事

として追います。

物語の出発点は中国の外にあります。イラン周辺の海、ホルムズ海峡です。あの海峡が閉じれば、

エネルギー価格は主要経済を同時に揺らします。北京はその危険を知っていました。ワシントンも

知っていました。その共有された恐れが、二人の首脳をつなぐ最初の細い橋になりました。

そこから議題は、航空機、大豆、希土類、AIチップ、台湾、そして一見穏やかに見える外交文書へ

移っていきます。表に出た会談は儀礼に満ちていました。実際の会談はその下にありました。受け

入れられる数字、先送りできる危険、その二つをめぐる計算でした。

これから続く各章は、北京会談をきれいな合意として扱いません。金、技術、石油ルート、そして

時間で買われた一時停止として読みます。

次の章
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第1章 イラン戦争とホルムズ海峡：米国の危機、中国の機会

前の章

次の章

第1章

イラン戦争とホルムズ海峡――アメリカの危機、中国の好機

著者：金景珍（キム・キョンジン）

満載状態でホルムズ海峡の沖合に停泊するVLCCタンカーの列をかき分けるように、中国国営

COSCOの船舶10隻だけがイラン軍の検問を通過して抜けていく。

引用出典: A. ホワイトハウス発表、米中央軍（CENTCOM）、米財務省 / B. 中国外交部、新華社通

信、環球時報（Global Times） / C. Al Jazeera、CEPA（Center for European Policy Analysis）

/ D. 聯合ニュース、国立外交院、毎日経済 / E. BBC、NHK、Bloomberg Asia

2026年4月最終週、ペルシャ湾東側の入口。ホルムズ海峡の沖合に超大型原油タンカー（VLCC）

数十隻が錨を下ろしたまま身動きが取れずにいました。満載で出港したものの海峡封鎖に引っかかっ

た船です。甲板の上を40度を超える熱気が揺らめき、乗組員たちは何日も本国の海運会社からの運

航再開通知を待ちました。通知は来ませんでした。海運保険会社がホルムズ通過船舶に課すリスク

プレミアムが10倍以上に跳ね上がり、ロイズ保険市場は海峡への進入そのものを事実上拒否してい

たからです。

そのタンカーの列の中を動く船がありました。中国国営海運会社COSCO所属、UNIPEC（ユニペッ

ク）がチャーターした「遠華湖（Yuan Huahu）」号。この船を含め10隻ほどの中国の超大型タン

カーだけが、イラン革命防衛隊の検問を無事通過しました。船舶追跡データにその航跡がそのまま

記録されていました。数百隻が足止めされている海で、中国の船だけが抜けていったのです。この

「選択的通行許可」は、王毅（ワン・イー）中国外交部長とイラン高官との水面下のやり取りなし

には成り立たないものでした。

2026年5月、トランプが北京に到着する直前に起きたこの一場面が、今回の首脳会談の重心がどこ

にあるかを物語っていました。

2か月前に遡ります。2026年2月28日、米国とイスラエルがイランに対する大規模軍事攻撃を開始

しました。作戦名「エピック・フューリー（Operation Epic Fury）」。表向きの目的はイラン最高

指導者アヤトラ・アリ・ハメネイの排除と核施設・ミサイル基地への打撃。その裏には、イランの

石油を押さえ込んで中国への エネルギー供給網を断つという計算がありました。イランから中国へ

の原油を遮断すれば中国のエネルギー面の弱点を突ける。それが台湾問題や通商交渉で米国のてこ

になる、という論理です。

トランプ政権は「衝撃と畏怖（Shock and Awe）」戦略で数週間のうちにイラン政権を崩壊させら

れると踏んでいました。2003年のイラク侵攻の教訓を忘れたのか、それとも意図的に無視したのか。

いずれにせよ誤算でした。
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圧倒的な空爆にもかかわらず、イラン革命防衛隊（IRGC）は崩壊しませんでした。正面衝突を避け

る代わりに、非対称戦術を選んだのです。世界の石油・LNG輸送量の約20%が通過するホルムズ海

峡を全面封鎖しました。対艦ミサイルで武装した高速艇、商船と軍艦を同時に狙うドローンの群れ

（スウォーム）、海峡各所にばらまかれた機雷。イランの目標は米海軍の空母を撃沈することでは

ありませんでした。海運保険会社が引き受けるリスクプレミアムを暴騰させ、商船が自ら海峡に入

れなくする。それが狙いでした。この計算はぴたりと当たりました。

世界の海運各社が航路を迂回させました。ホルムズを通過する石油輸送量は戦前比で5%から10%

の水準にまで激減。グローバルなエネルギー供給網がたちまち麻痺しました。

波及は即座に、破壊的に現れました。4月頃、ブレント原油価格はバレル当たり平均117ドルまで急

騰。戦争勃発前の2月平均から46ドルの上昇です。WTI（ウエスト・テキサス・インターミディエー

ト）もバレル当たり100ドルを突破し105ドルに迫り、ブレント原油はザラ場で107ドルから108

ドルの間を行き来しました。

原油価格暴騰の衝撃波が広がった経路は教科書通りでした。まず貨物運送費が跳ね上がった。アジ

ア発コンテナ船の運賃がひと月で倍近くに上がり、海上保険料はそれ以上に高騰しました。肥料、

プラスチック、合成樹脂、合成ゴムなど石油化学派生製品のサプライチェーンがドミノのように崩

れていきました。肥料価格が上がれば農産物価格が上がり、プラスチック価格が上がれば包装材価

格が上がり、それが消費者の買い物かごの物価に返ってくる連鎖。ディーゼル燃料とジェット燃料

の不足が北米と欧州全域の空港と物流網を直撃しました。ドイツ・フランクフルト空港では貨物便

の運航が20%減少し、日本の成田空港ではジェット燃料節約のため長距離路線の燃料搭載量を削減

する措置が取られました。

米国の同盟国である欧州・アジア各国が即座に打撃を受けました。エネルギー輸入依存度の高い日

本、韓国、台湾は産業基盤そのものが揺らぎました。EUはすでにロシア産天然ガスへの依存から脱

却しようともがいている最中で、中東産原油の供給まで途絶えて二重の打撃を食らいました。BBC

はこの事態を「1973年の石油危機以来最悪のエネルギーショック」と報じました。

エネルギー危機はただちに米国内の物価高騰に飛び火しました。トランプ大統領は、米国は世界最

大の産油国でありエネルギー独立国だから中東紛争が自国経済に及ぼす影響は微々たるものだと豪

語してきました。半分だけ当たっている話でした。米国の石油精製会社は世界市場の高い原油価格

のおかげで記録的な利益を上げ、株価が上昇しました。その請求書は米国の一般消費者と労働者に

回ってきたのです。

カリフォルニアなど一部地域でガソリン小売価格がガロン当たり5.5ドルから6ドルを超えました。

数年来の最高値です。2月から3月の間だけでガソリン価格が15.6%、一部指標では21%急騰。3月

の消費者物価指数（CPI）上昇率は再び跳ね返り、前年同月比のコアCPIが3.8%を記録しました。連

邦準備制度（FRB）のコントロール範囲を外れ始めたのです。生産者物価指数（PPI）はひと月で

1.4%上昇し4年来の最高を記録。これはエネルギー価格だけにとどまらず、米国経済全体にわたっ

て核心的な財とサービスのあちこちにインフレが広がっているシグナルでした。

高騰する物価は連邦準備制度（FRB）を袋小路に追い込みました。債券市場は「インフレ不安（

Inflation Angst）」に覆われて乱高下し、米10年・30年国債利回りが5%の壁を突破。グローバル
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資本市場で投げ売りが起きました。2026年末までに利下げがあると期待した市場の幻想は砕けまし

た。むしろ高金利の長期化、ことによると追加利上げという恐怖がのしかかってきた。FRBはエネ

ルギー発のサプライチェーンショックに対して利上げだけではインフレを抑えられないと分かって

いましたが、インフレ期待心理が固定化するのを防ぐには高金利を維持するしかなかった。米国の

政府と企業は天文学的な利払い負担を背負い、住宅ローン金利の上昇と食料品価格の高騰に押しつ

ぶされた庶民の実質時間当たり平均賃金はむしろ0.5%低下しました。購買力が縮みました。

11月の中間選挙まであと6か月という時期でした。経済問題の解決と生活費の安定を最優先公約に

掲げてきたトランプの支持率は、各種世論調査で31%から35%の間をさまよっていました。歴史的

な最低水準の更新です。全米のフードバンクの前に数千人の市民が列を作りました。生活必需品と

ガス代を賄えない人たちです。テキサス州オースティンのある配給所でABCニュースが取材した女

性はこう言いました。「ガソリンを入れたら食料品が買えない。食料品を買ったら通勤のガソリン

がない」。同じような話が全米から噴き出していました。

戦費は雪だるま式に膨らんでいました。開戦からわずか2か月余りですでに290億ドル（日本円で約

4兆3,500億円）を超えていました。共和党内部でさえ戦争の大義に対する懐疑論と不満が広がりま

した。上院軍事委員会の公聴会で民主党議員は「大統領が議会承認なしに始めた戦争だ」と攻撃し、

共和党の一部議員も出口を問い始めました。トランプは記者団の前で「米国民の家計状況は私の軍

事判断に影響を与えない」と啖呵を切りましたが、ホワイトハウスのスタッフと議会は原油価格が

下がらなければ中間選挙で惨敗するという恐怖にとらわれていました。一部の議員はガソリン税の

一時停止（ガス・タックス・ホリデー）法案に手を伸ばしましたが、戦争を終わらせないかぎり焼

け石に水でした。

Bloomberg Asiaは「トランプは戦争の始め方は知っていたが、終わらせ方は知らなかった」と評し

ました。CEPA（欧州政策分析センター）は報告書の中で「イラン戦争は米国のエネルギー独立神話

を試練にかけ、その結果は不合格だった」と分析しました。

これが、トランプがあれほど非難してきた習近平に助けを求めなければならなくなった背景です。

ホルムズ海峡を開けて原油価格を抑えるには、イランに対して実質的な影響力を持つ国が動かなけ

ればならない。その国は中国でした。

米国が戦争の泥沼でもがいている間、この危機を自らの利益に変えていた国。中国でした。

中国はイランと包括的戦略的パートナーシップを結んでいる核心的な盟友であり、イラン産原油の

世界最大の購入国です。イラン経済の生命線を握る国でもあります。米国が対イラン制裁と海上封

鎖の圧力を強める中でも、中国はイランの石油輸出量の60%から80%、一部の推計では90%以上を

買い占めました。イラン革命防衛隊が戦争を継続できる膨大な資金の源泉がここにありました。

毎日約138万バレルから160万バレルの原油が米国の監視網をかいくぐって中国に流れ込んでいま

した。手口はこうです。マレーシアとインドネシアの沿岸での船舶間積み替え（Ship-to-ship

transfer）。いわゆる「ゴーストフリート（幽霊船団）」。貨物追跡システムのトランスポンダ（

AIS）を切るか位置を偽装したタンカーが公海上で原油を移し替え、中国の港に入っていきました。

Al Jazeeraは衛星画像の分析を通じて、マレーシア東岸の沖合で少なくとも30隻以上のタンカーが

積み替え作業を行っている様子を捉えたと報じました。これらの船は積み荷の原産地を「マレーシ
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ア産」あるいは「インドネシア産」に偽装したまま、中国・山東省の小規模な港に入港しました。

この取引の決済方法にも注目すべきです。2026年1月1日から、イランは対中原油輸出代金の全額

を100%人民元（人民幣）で決済し始めました。ドルを基盤とする米国の国際金融制裁網を完全に

迂回する措置です。イラン中央銀行は2025年の1年間で約1,800億元に上る資金を積み上げ、中国

は制裁リスクを引き受ける見返りとして国際相場よりはるかに安い価格で原油を手に入れました。

イランにとっては売り先があるから持ちこたえられ、中国にとっては安く買えるから得をする。そ

ういう構図です。

この安価なイラン産原油を集中的に消費したのが、中国・山東省一帯に密集する独立系民間精製会

社、いわゆる「ティーポット（Teapot）」精製業者でした。米国議会と財務省はこれらを二次制裁

（セカンダリー・サンクション）の対象リストに載せて圧力を強めましたが、中国商務部は「第21

号令」と呼ばれる国内保護措置を即座に発動。米国の域外管轄権を違法と規定し、自国企業が米国

の制裁に従うことを法的に禁じる盾を築きました。イランの石油生命線を断たないという意思表示

でした。

中国の加担は原油購入にとどまりませんでした。金の流れの背後には武器がありました。

米国情報機関の機密報告書によると、中国の国営企業および関連機関は第三国を経由するペーパー

カンパニー（シェル・カンパニー）のネットワークを通じて、イランに衛星画像データ、ドローン

部品、ミサイル部品などの「デュアルユース（軍民両用）」技術を供給し続けていました。ドバイ、

イスタンブール、クアラルンプールに設立された商社が中間経由地の役割を果たし、貨物書類には

「産業用電子部品」あるいは「通信機器」と記載されていました。

この供給ルートの実態が明るみに出たのはホルムズ海峡でのことです。米海軍空母エイブラハム・

リンカーン打撃群に向けて発射されたイランの対艦巡航ミサイルが中国製の「CM-302」であるこ

とが確認されました。約101発が発射されています。CENTCOM（米中央軍）は回収したミサイル

残骸から中国の防衛産業系企業の部品シリアルナンバーを特定したと発表しました。中国が事実上、

米国との代理戦争を戦っているという分析がワシントンで急速に広まりました。ミサイル誘導チッ

プから無人機の通信装置に至るまで、中国製部品の供給なしにイランが世界最強の米海軍を相手に2

か月以上にわたって精密打撃戦を遂行するのは、ほぼ不可能でした。

環球時報（Global Times）はこれに対し「中国はいかなる国の内政にも干渉しない。正常な商業取

引を政治化する米国の姿勢こそ問題だ」と反論しました。新華社通信はCM-302に関する報道を一

切掲載しませんでした。中国外交部の報道官は定例会見で「根拠のない主張だ」のひと言で片づけ

ました。

では中国自身はホルムズ封鎖の被害からどうやって免れていたのか。

表面だけ見れば、中国こそが最大の被害者になるはずでした。ホルムズ経由で輸入する原油が全輸

入量の50%に上る国ですから。しかし習近平指導部はこの事態をずっと前から予見し、備えていま

した。

2025年の1年間、中国は戦争リスクをあらかじめ察知して毎日100万バレル以上の余剰原油を備蓄

しました。2026年初頭時点で戦略石油備蓄（SPR）は約14億バレル、輸入量ベースで約4か月分に
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達していました。ロシアから陸上パイプラインで入る原油や中央アジア産天然ガスなど供給源を多

角化し、太陽光・風力など再生可能エネルギーのインフラ投資を加速させて外部ショックへの耐性

を高めていた状態です。

この時期、中国が危機を逆手に取ったやり方が際立ちます。ホルムズ封鎖で日本、韓国、台湾といっ

た競争相手の工場稼働が脅かされている中、中国は潤沢な在庫を背景に原油を転売できるポジショ

ンにいました。同じ危機を前にして、ある国は工場を止め、ある国は地政学的な棚ぼたに浴する。

そういう構図ができあがっていたのです。

韓国の話をしないわけにはいきません。

韓国の原油輸入依存度は約94%。中東産原油の比率は全輸入の70%を超えます。ホルムズ海峡封鎖

が韓国経済に与えた衝撃は即時的でした。

SKイノベーション、GSカルテックス、現代オイルバンクといった主要精製会社が原油調達先の多様

化に動きましたが、代替分の確保には時間がかかり、その間に原油調達単価は跳ね上がりました。

韓国ガス公社のLNG調達価格も急騰しました。産業通商資源部はエネルギー非常対応体制を発動し、

国際エネルギー機関（IEA）との連携を通じて戦略備蓄の放出を検討し始めました。

精製会社だけの問題ではありません。韓国の石油化学産業は中東産ナフサを原料に使っています。

ナフサ価格が上がればエチレン、プロピレンなど基礎留分の価格がつられて上がり、それが自動車

部品、電子機器の筐体、医薬品の包装材、農業用フィルムにまで波及します。蔚山（ウルサン）石

油化学団地の稼働率が落ち始め、麗水（ヨス）国家産業団地でも一部の工程が原料調達の支障で減

速しました。毎日経済は「ホルムズ封鎖から1か月、韓国石油化学産業が最悪の危機に直面している」

と報じました。

エネルギー価格の暴騰は韓国の物流費・交通費を押し上げ、それがさらに食料品価格やサービス物

価に転嫁されました。韓国の消費者物価上昇率も3%台を突破する勢いでした。韓国銀行（中央銀行）

は政策金利の決定でジレンマに陥りました。利上げすれば景気がさらに冷え込み、放置すればイン

フレが定着する。FRBが直面している苦境と同じでした。

李在明（イ・ジェミョン）政権は「国益中心の実利外交」と「戦略的自律性」を掲げ、米国と中国

の双方に異なるカードを切っていました。米国には核心鉱物サプライチェーン協力と外国為替市場

の安定（通貨スワップを含む）を、中国には実質的な協力の拡大を求める、という形です。片方に

は同盟のカードを、もう片方には経済のカードを見せた。野党・国民の力からはこのアプローチに

批判の目が向けられました。宋彦錫（ソン・オンソク）議員は「安全保障は米国、経済は中国とい

う綱渡りがいつまでもつのか」と疑問を呈し、張東赫（チャン・ドンヒョク）議員は「戦略的自律

性の名の下に同盟の信頼を消耗している」と指摘しました。

このアプローチに効果があるかは見定める必要がありましたが、少なくとも一つは明白でした。ホ

ルムズ海峡という狭い水路一つが塞がるだけで、韓国の産業基盤全体が揺さぶられるという事実。

エネルギー安全保障は抽象的な政策議論ではなく、精製所の稼働率やガソリンスタンドの燃料価格

に直結する現実でした。NHKは「韓国と日本はホルムズ危機において中国と同じ緩衝装置を持たな

いまま直撃を受けた」と報じました。
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再び中国に話を戻します。

ホルムズ海峡の沖合で繰り広げられたCOSCOタンカーの「選択的通行」は、習近平がトランプに送っ

た無言のメッセージでした。数百隻が足止めされている海で中国の船だけが抜けていったという事

実そのものが、ホルムズ海峡の扉を開け閉めする鍵がワシントンではなく北京にあることを示して

いました。

トランプ大統領がエアフォースワンに乗り込んで北京へ向かったとき、彼の肩にのしかかっていた

のは貿易赤字でも台湾問題でもありませんでした。バレル当たり117ドルの原油価格、3.8%のCPI、

31%台の支持率、290億ドルの戦費の請求書。この数字です。原油価格を抑えるにはホルムズが開

かなければならず、ホルムズが開くにはイランが動かなければならず、イランが動くにはイラン最

大の顧客であり武器供給者である中国が乗り出さなければならない。この連鎖の末端に習近平が座っ

ていました。

米国は世界最大の産油国です。エネルギー独立国という称号も持っています。ところが中東の狭い

海峡一つが塞がれた途端、米国大統領が中国の国家主席に事実上の助けを求めに飛んでいかなけれ

ばならない事態が生じた。エネルギー独立という言葉の虚実が露わになった瞬間でした。米国が物

理的に原油を自給できるということと、グローバルな原油価格から自由でいられるということは、

まるで別の話ですから。

中国側から見ると風景が変わります。習近平は14億バレルの備蓄原油と人民元決済ネットワーク、

ゴーストフリート、イランとの軍事的な結びつきを手に握って交渉テーブルに着きました。米国が

自ら作り出した危機が、かえって中国の交渉カードを膨らませた格好です。戦争を起こしたのは米

国なのに、戦争から利益を得ているのは中国だという皮肉。

ただし中国の立場が楽だったわけでもありません。不動産市場の縮小、内需の低迷、地方政府の債

務問題、若年層の失業率。習近平のテーブルにも解くべき課題が山積していました。2025年の中国

GDP成長率は目標値を下回り、恒大集団（エバーグランデ）問題以降続く不動産不況は地方政府の

税収を蝕んでいました。若年層（16歳から24歳）の失業率は公式統計でも15%を超え、実態はそ

れ以上だという分析が出ていました。

ホルムズ封鎖が長引けば14億バレルの備蓄もいずれは底を突きます。4か月分と言いましたが、そ

れは現在の輸入量を基準にした計算で、備蓄の放出が始まれば消耗速度は加速します。ロシアから

中国に入る東シベリア-太平洋（ESPO）パイプラインの輸送能力は日量約160万バレルですが、中

国の1日当たりの原油輸入量は1,000万バレルを超えます。イランへの支援が米国との全面対決に発

展することは、習近平も望まないシナリオでした。中国経済が輸出に依存するかぎり、米国との正

面衝突は自殺行為ですから。

中国は有利な手札を握っていましたが、その手札をいつまで持っていられるかは不透明でした。有

利であることと安全であることは別の話です。

この章の終わりに、解けない問いが残ります。

ホルムズ海峡の開放を誰が保証するのか。米中が合意すればイランは海峡を開けてくれるのか、そ

れともイランは自らの計算で動く独立変数なのか。中国がイランを実際に圧迫できるのか、それと
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もイランが中国の原油購入に依存している分だけ中国もイランの石油供給に依存している相互拘束

なのか。

CM-302ミサイル101発がホルムズで米海軍に向けて飛んだ以上、米国議会と世論が中国を「代理

戦争の相手」と規定するのは時間の問題です。ところがまさにその「代理戦争の相手」に原油価格

を抑えてくれと頼まなければならない矛盾。トランプ政権はこの矛盾をどう管理しようとしたのか。

そして韓国。原油輸入の70%以上を中東に依存する国が、ホルムズ海峡のかんぬきを握るイランと、

そのイランの最大の後援者である中国と、戦争を起こした米国との間でどこに立ち位置を定めるべ

きなのか。李在明政権の「案件別連帯」という言葉がホルムズ危機の前で具体的に何を意味するの

かは、まだ検証されていませんでした。

SKイノベーションとGSカルテックスの原油調達先の多様化が中東依存度を実質的に下げられるのか、

それとも多様化には限界があって結局ホルムズのかんぬきを開ける外交的解決が必要なのか。韓国

ガス公社のLNG調達価格の急騰が産業用電気料金と消費者向けガス料金に転嫁される経路を政府が

どこまでコントロールできるのか。

これらの問いに対する答えはまだありませんでした。

聯合ニュースは5月12日の報道で「米中首脳会談がホルムズ海峡のかんぬきを開けられるかは未知

数であり、韓国は最悪のシナリオに備えて中東以外の原油調達先を急いで確保しなければならない」

と伝えました。国立外交院のある研究員は「今回の危機で浮き彫りになったのは、韓国のエネルギー

安全保障が米中関係の関数であるという点だ」と分析しました。

トランプが北京に到着した2026年5月、ホルムズ海峡の沖合には依然として数十隻のタンカーが錨

を下ろしたまま待機していました。イラン革命防衛隊の高速艇が海峡の入口を巡回し、機雷が除去

されたという確認はどちら側からも出ていませんでした。

前の章

次の章

弁護士 · 元国会議員 · AI政策研究者
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第2章 米国の5Bと中国の3T：同床異夢の交渉案

前の章

次の章

第2章

米国の5Bと中国の3T――同床異夢の交渉案

著者：金景珍（キム・キョンジン）

導入場面: トランプが17人のCEO軍団を習近平に一人ずつ紹介する人民大会堂の晩餐会場。両側の

通訳官の速記速度が違っていた。

引用出典: A. ホワイトハウス発表（readout）、トゥルース・ソーシャル、USTR ブリーフィング /

B. 中国外交部英文発表、新華社通信、人民日報 / C. Foreign Policy、CEPA / D. 世宗研究所、聯合

ニュース、崔恩珠（チェ・ウンジュ） / E. Bloomberg Asia、日本経済新聞

人民大会堂2階の宴会ホール。円卓の上に赤い布が敷かれていました。2026年5月14日午後7時42

分。ドナルド・トランプ米大統領が席を立ち、右手でケリー・オートバーグ ボーイングCEOの肩を

つかみました。「この人が世界一でかい飛行機をつくっています」。習近平（シー・ジンピン）中

国国家主席はうなずきながら微笑を浮かべ、二人の通訳官のペンは互いに違う速度で走っていまし

た。米国側の通訳官はトランプの大仰な形容詞を削ぎ落とすのに忙しく、中国側の通訳官は習近平

がうなずいた回数まで書き留めていました。

その席に座っていたのは総勢17名。イーロン・マスク（テスラ）、ティム・クック（アップル）、

ジェンスン・フアン（エヌビディア）、デヴィッド・ソロモン（ゴールドマン・サックス）、ブラ

イアン・サイクス（カーギル）。トランプが一人ずつ名前を呼び、習近平が一人ずつ握手を差し出

しました。外交ではなくショールームでした。「アメリカ」という国が売れるもののカタログが、

人民大会堂の円卓に広げられたわけです。

トランプの頭の中には五つの文字がありました。ボーイング（Boeing）、牛肉（Beef）、大豆（

Beans）、貿易委員会（Board of Trade）、投資委員会（Board of Investment）。頭文字を取って

5B。11月の中間選挙まで残された時間は6か月を切っていました。有権者に見せられる数字が必要

でした。契約金額、輸出トン数、雇用創出件数。目に見えて手で触れるもの。

習近平の頭の中には三つの文字がありました。台湾（Taiwan）、関税（Tariffs）、技術（

Technology）。3T。彼にとって6か月は意味のない単位でした。見つめているカレンダーは2049

年、建国100周年まで伸びていたからです。二人は同じテーブルについていながら、異なるタイム

ゾーンで電卓を叩いていました。

ボーイング――500機の期待と200機の現実

トランプが最初に切ったカードはボーイングでした。2017年の初訪中で中国はボーイング旅客機

300機、約370億ドル規模の購入を約束したことがあります。9年前の話です。その間に貿易戦争が
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勃発し、新型コロナウイルスが襲い、737 MAXの墜落事故が2度起きました。中国はボーイングへ

の発注を止め、エアバスに乗り換えました。

ウォール街は今回の会談で500機の契約を予想していました。新任CEOのオートバーグが代表団に

加わったとの知らせが伝わると、シカゴ本社の空気は浮き立っていました。737 MAXとワイドボディ

機種を合わせて500機。もっともらしい数字が飛び交っていました。

発表された数字は200機でした。

ボーイングの株価が4.1%から5%の間を行き来しながら下落しました。時間外取引で売り注文が殺

到し、ブルームバーグのターミナルには「Beijing underdelivers」のヘッドラインが流れました。

トランプは記者会見で「素晴らしい取引だ」と言いましたが、その表情を見た記者たちは、

素晴らしい

という言葉の温度がいつもより低かったと伝えています。

200機という数字を分解すると、中国の計算法が浮かび上がります。2045年までに中国が必要とす

る新規旅客機は約9,000機と推計されています。200機はその需要のわずか2.2%に過ぎません。ト

ランプに記者会見で「ボーイング・ディール」という言葉を使わせる最低限の体面は整えてやりつ

つ、ウォール街が歓声を上げるような数字（500機）は渡さなかった。バルブのハンドルは北京が

握っている、という意味でした。ボーイングCEOのオートバーグが帰国便の機内で記者団に語った

言葉が、この構図を要約しています。「米国政府の政治的支援なしに、中国で大規模受注を期待す

るのは難しい」。ボーイングの中国事業は航空機の性能や価格ではなく、両国首脳の機嫌に左右さ

れる。そういう告白でした。

日本の読者にとってこの数字は対岸の火事ではありません。韓国の大韓航空はボーイング機体の

MRO（整備・修理・改修）事業で世界トップ5に入る企業です。韓国航空宇宙産業（KAI）はボーイ

ング胴体部品を納入しています。ボーイングの対中販売が縮めばグローバルな生産ボリュームが減

り、韓国の協力企業の受注パイプラインに直撃します。200機と500機の差、その300機の落差の

中に、富平（プピョン）と泗川（サチョン）にある航空部品工場の稼働率が折り込まれているので

す。

大豆――崩壊したファームベルトとブラジルの影

二つ目のBは大豆（Beans）でした。アイオワ、イリノイ、インディアナ。米国中西部のファームベ

ルトはトランプの心臓部です。2016年も、2020年も、2024年も、この地域が彼を大統領にしま

した。ところが2018年の貿易戦争の報復関税で中国が米国産大豆の輸入を断ち、この心臓部が止ま

りました。米国大豆の対中輸出額が51%急落。半分以下です。

空席を埋めたのはブラジルでした。2025年の1年間でブラジルは中国へ8,000万トン以上の大豆を

輸出しました。米国が抜けた市場を南米が奪い取ったのです。一度ひっくり返ったサプライチェー

ンは容易に元に戻りません。ブラジルの農家は中国の需要に合わせて耕作地を広げ、物流インフラ

を敷き、長期契約を結んでいました。
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トランプはカーギルのブライアン・サイクスを帯同して圧力をかけました。ジェイミソン・グリア

USTR代表は今後3年間にわたり毎年2,500万トンの大豆を含む年間数百億ドル規模の農産物購入を

要求しました。中国はうなずきました。過去にもそうだったからです。2018年のブエノスアイレス

G20でも約束し、2019年の大阪でも約束し、2025年の釜山でも約束しました。実際の履行率は半

分程度にとどまりました。約束と実行の乖離が米国農家のフラストレーションの源であり、トラン

プは今回、「購入（Purchase）」という動詞の時制を未来形から現在形に変えようとしていたので

す。

牛肉（Beef）は大豆と双子のようなカードでした。14か月前、中国は報復措置として数百か所に上

る米国の牛肉屠畜場・加工工場の輸入許可（ライセンス）を更新しませんでした。米国産牛肉の対

中輸出は事実上封じられたのです。

会談期間中、奇妙なことが起きました。中国が突然、複数の米国牛肉工場の輸入許可を「有効（

Active）」に更新したのです。米国の農業関係者が歓声を上げようとした瞬間、数時間後にその許

可ステータスが再び「保留」に切り替わりました。オン、オフ。中国がライセンスというスイッチ

を握っている、というデモンストレーションでした。恩恵を与えることもできれば、取り上げるこ

ともできる。そのスイッチの所有権が北京にあるという事実を、トランプの目の前で見せつけたわ

けです。

トランプはそれでも「自分が中国市場を再び開いた」と言える材料は確保しました。ライセンスが

点滅している間もカメラは「更新済み（Active）」のステータスを撮っていたからです。有権者に

見せるスクリーンショット1枚で十分だったでしょう。

貿易委員会と投資委員会――新しい枠組み

四つ目と五つ目のBは制度（institution）でした。

貿易委員会（Board of Trade）は、トランプ1期の失敗から学んだ教訓です。全面的なデカップリ

ング（脱同調化）は機能しませんでした。100%の関税をかければ米国の消費者物価が上がり、米

国企業が悲鳴を上げた。2期目の政権は「管理型貿易（Managed Trade）」に舵を切りました。先

端半導体やAIのように国家安全保障に直結する品目は厳格に遮断する一方、消費財、農産物、医療

機器、航空機といった非機微品目（non-sensitive goods）の障壁は下げる、という構想です。

ロイター通信によれば、両国は国家安全保障を脅かさない範囲で約300億ドル規模（合計600億ド

ル）の商品について相互関税を引き下げるか貿易障壁を撤廃する方向で調整中でした。この委員会

が実際に機能すれば、トランプは自らが課した高率関税の副作用（米国内の物価上昇）を緩和しつ

つ、両国の貿易が完全に途絶するのを防ぐガードレールを手にすることになります。

投資委員会（Board of Investment）はスコット・ベッセント財務長官の構想でした。従来、米国は

対米外国投資委員会（CFIUS）を通じて中国企業の対米投資を全方位的に遮断してきました。ベッセ

ントの発想は異なります。国家安全保障を脅かさない非戦略分野に限り、CFIUS審査を省略できるファ

ストトラックを設けるというものです。BYDやCATLといった中国の製造企業を米国本土に工場を建

てるよう誘導する。そういう計算でした。
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トランプの5Bを一文に凝縮すると、こうなります。国家安全保障（技術管理）と経済的実益（農産

物、航空機、投資誘致）を完全に分離する。ボーイング200機、大豆2,500万トン、牛肉ライセン

ス、300億ドル貿易委員会、CFIUSファストトラック。この5行の請求書を持って11月に有権者の前

に立つ。それがトランプの北京訪問の目的でした。

習近平の時計は違うリズムで回っていました。

トランプが11月を見ているとき、習近平は2049年を見ていました。建国100周年。中華民族の偉

大な復興。彼の時間割の中で、6か月先の中間選挙はまばたき一回で過ぎ去る出来事に過ぎませんで

した。習近平が会談のテーブルで守ろうとしたのは三つ。台湾（Taiwan）、関税（Tariffs）、技術

（Technology）。3Tという名がつきましたが、その実体は中国共産党の存在理由そのものでした。

台湾は交渉カードではありませんでした。習近平はトランプの面前でこう述べました。新華社通信

が全文を公開した発言です。「台湾問題と台湾海峡の平和安定は水と火のように相容れない（水火

不容）」。「この問題を適切に処理できなければ、中米両国は衝突と対立に陥り、関係を危険な境

地へ追いやることになる」。外交辞令ではなく、警告でした。

習近平がここまで踏み込んだ背景があります。トランプ政権は台湾への110億ドル規模の武器売却

を承認済みで、140億ドル規模の追加パッケージがホワイトハウスの机上に置かれていました。習

近平は米国の弱点を正確に突いていました。イラン戦争で米国の弾薬庫が枯渇しつつあるという事

実。パトリオット迎撃ミサイルの在庫の61%、THAAD（サード）ミサイルの80%が中東に拘束さ

れていました。台湾を防衛する物資が不足している状態で武器を売るというのは、約束だけが大量

に書き込まれた小切手でした。

中国はさらに一歩踏み込みました。米国が数十年にわたって維持してきた台湾政策の言語を変えよ

うとしたのです。米国はこれまで一貫して台湾独立を「支持しない（does not support）」と表明

してきました。中国はこの表現を「反対する（opposes）」に変更するよう要求しました。英語の

単語一つの違い。しかしその一語が、米国の台湾防衛意思を根本から揺るがすフレーム転換でした。

会談は2時間15分を超えて続きました。終了後にホワイトハウスが発表した文書（readout）は

174語。経済と薬物問題に触れていました。ところが「台湾（Taiwan）」という単語は一度も登場

しませんでした。174語の文書から台湾が消えたということは、トランプが習近平の警告に何の反

論もしなかったか、したとしても公表できなかったということです。沈黙は同意とは限りません。

しかし否定でもありませんでした。

台北の反応は即座でした。台湾政府関係者は「米国が我々をメニュー（menu）に載せないことを願

う」と語りました。メニューという比喩は的確でした。トランプにとって台湾は戦略資産ではなく

取引テーブル上の品目、値段をつけられる何かに映りかねない。その恐怖が台北の外交部庁舎の中

を漂っていました。

関税（Tariffs）は習近平の二番目の防衛線でした。トランプ2期政権は発足直後に中国への100%関

税を予告しました。あまりに極端な数字でハッタリに聞こえましたが、市場は動揺しました。中国

の対応はハッタリではありませんでした。レアアースのカードを切ったのです。
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世界のレアアース加工の90%以上を中国が握っています。F-35ステルス戦闘機1機にレアアース

417kgが使われます。アーレイ・バーク級イージス駆逐艦1隻には2,359kg。中国が2025年4月と

10月、安全保障を理由に主要レアアースの輸出規制を発動すると、米国の軍需産業はパニックに陥

りました。EV、バッテリー、半導体のサプライチェーンも揺れました。ランド研究所の分析によれ

ば、米国GDPのうち約1.2兆ドルに相当する産業が中国産レアアースに直接的・間接的に依存してい

ました。

貿易戦争開始から14か月で、米国の経済損失は約470億ドルと試算されました。工場が止まり、部

品が足りず、納期が遅れた。100%関税という武器がブーメランとなって米国経済を直撃したので

す。

習近平指導部がこの衝撃に耐えたのは即興的な対応ではありませんでした。2020年から準備してき

た双循環（Dual Circulation、双循環）戦略の成果です。内需中心の経済と核心技術の国産化を5年

かけて推し進めた。グローバルなサプライチェーンが中国を迂回できないよう自国中心のエコシス

テムを構築した状態で米国の関税爆弾を受けたのですから、衝撃を吸収する余力がありました。

結局、トランプは今回の会談で全面デカップリングを放棄し、2025年の釜山貿易休戦（Busan

Truce）を延長する方向に後退しました。相互300億ドル規模の段階的関税引き下げ。習近平は関税

の前線で一歩も退きませんでした。

技術（Technology）は3Tの中で最も温度の高い戦場でした。

トランプの専用機エアフォースワンにジェンスン・フアン エヌビディアCEOが同乗したとき、その

意味を理解できない人間はいませんでした。世界のAI半導体市場を独占する企業のトップが北京行

きの機内にいるということは、米国企業でさえ約150億ドル規模と推計される中国AI市場を手放せ

ないというシグナルでした。

中国はエヌビディアのH200チップの輸出規制緩和を要求しました。米国内のタカ派、マルコ・ルビ

オ国務長官のような人物たちは極めて否定的でした。チップ1枚が中国の軍事近代化につながり得る

という論理。会談場の中で緊迫した神経戦が続きました。

ところが、米国がチップを締め上げている間に中国側で予想外のことが起きていました。ディープ

シーク（DeepSeek）という中国のAI企業が約600万ドルのコストで大規模言語モデルを構築したの

です。米国のビッグテック企業が数十億ドルをつぎ込む作業を600万ドルで成し遂げた。数字の格

差が衝撃でした。規制が厳しくなるほど中国の自力開発が加速するという逆説。米国がドアを閉め

れば、中国は窓を作ってしまいました。

一部報道によれば、米国商務省はアリババ、テンセントなど10社の中国企業に対し、1社あたり最

大75,000個のH200チップ購入を条件付きで承認したとされています。しかし中国はこの条件付き

承認を受け入れませんでした。条件が問題だった可能性もあれば、すでに独自のエコシステムに自

信を持っていた可能性もあります。いずれにせよ、技術覇権競争は合意なきまま幕を閉じました。

韓国という座標

ソウルからこの会談を見る視座は、ワシントンとも北京とも違いました。
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半導体から見なければなりません。米国が対中半導体輸出規制を一部緩和すれば、サムスン電子と

SKハイニックスに二つのことが同時に起きます。中国国内のファブ（fabrication plant）の稼働に

息がつけるのは好材料です。一方で、米国の圧力のおかげで韓国が享受してきた「代替需要」、中

国が米国から買えないものを韓国から調達していた構造が縮小します。好材料と悪材料が同じカー

ドの表裏に貼りついているのです。

バッテリーも同様です。投資委員会（Board of Investment）が実際に機能すれば、BYDやCATLが

米国本土に工場を建てることになります。LGエナジーソリューションとサムスンSDIが米国市場で

築いてきた先行優位が脅かされます。レアアースの12か月猶予は韓国の正極材メーカー（ポスコフュ

ーチャーエム、エコプロ）に息つく時間を与えましたが、12か月後には再び窒息する恐れがありま

す。

李在明（イ・ジェミョン）政権の外交路線。「国益中心の実利外交」「戦略的自律性」「事案別連

帯」というキーワードが試金石にかけられていました。5月13日、会談の前日。ベッセント米財務

長官と何立峰（ホー・リーフォン）中国国務院副総理がそれぞれ1時間の間隔を置いて青瓦台で李在

明大統領と面会しました。その後、仁川空港の儀典室で最後の実務協議を終えています。韓国が米

中の事前協議の舞台になったのです。2025年10月の釜山APECに続いて二度目。

これを外交成果としてだけ読めば、半分しか見えていないことになります。二つの大国が韓国を「

便利な舞台」として使っているという意味でもあるからです。舞台に立てばスポットライトを浴び

ます。しかし舞台装置を決めるのは舞台ではありません。照明の角度と明るさを操るのは役者です。

韓国は舞台なのか、演出家なのか、観客なのか。三つを同時にこなさなければならないポジション

に立っていました。

国民の力の宋彦錫（ソン・オンソク）議員は「事前協議の場になったということは、双方に利用さ

れる可能性があるということだ」と指摘し、張東赫（チャン・ドンヒョク）議員は「実利外交の成

果を見せてほしい」と求めました。批判は正当でした。舞台になったことと、舞台の上で影響力を

行使したこととは、別の話ですから。

5Bと3Tの交差点で

二大国の請求書を並べると、重なる地点がほとんどありません。

トランプは6か月以内に数字を欲しがっていました。ボーイング200機、大豆2,500万トン、牛肉ラ

イセンス、300億ドルの貿易枠組み、CFIUSファストトラック。すべてドルとトンと機（機体数）に

換算できるもの。テレビカメラの前で指折り数えて見せられるもの。

習近平は時間を欲しがっていました。台湾で米国の足を縛り、関税戦争で一歩も退かず、技術自立

の時間を稼ぐ。彼の成果は数字ではなく否定文で測られます。台湾防衛の意思を再確認しなかった。

H200の輸出規制を撤廃しなかった。100%関税を実行しなかった。起きなかった出来事の一つ一つ

が、習近平の勝利リストでした。

Foreign Policyは「双方ともカードをすべて見せなかった交渉」と評しました。CEPAはこの会談を

「構造的対立の一時停止ボタン」と呼びました。SCMP（サウス・チャイナ・モーニング・ポスト）

は「取引はあったが和解はなかった」と書きました。
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世宗研究所の分析は韓国の読者にとって身に迫るものでした。5Bと3Tが次の会談まで生き残れるか

という問いに対し、「12か月のタイマーが仕掛けられた爆弾を8個同時に回しているようなもの」

という答えが返ってきました。崔恩珠（チェ・ウンジュ）世宗研究所研究委員はこう指摘していま

す。「韓国は5Bの中で自国の利益と重なる項目（ボーイングMRO、半導体装置、バッテリー素材）

を特定し、3Tの中で自国が晒されるリスク（台湾有事、レアアース規制、AIチップ・サプライチェー

ン）を同時に管理しなければならない」。

日本経済新聞はこの会談を「最も高くついた晩餐」と呼びました。Bloomberg Asiaは「トランプが

持ち込んだ請求書の半分だけが精算された夕食」と書きました。

問いは残っています。

ボーイング200機の引き渡し時期は確定していません。大豆2,500万トンという約束の履行率が、

過去のように半分にとどまる可能性を誰が監視するのかも不透明です。牛肉ライセンスは点滅して

います。貿易委員会と投資委員会はまだ機関としての形すら備えていません。

「台湾」という単語が174語のホワイトハウス発表文から消えた理由を知る人間は、あの部屋にい

た少数に限られます。「支持しない」と「反対する」の距離が縮まったのか、広がったのか。H200

チップ75,000個の条件付き承認を中国が断った本当の理由が条件のせいなのか、自信のせいなのか。

ディープシークが600万ドルで作ったAIモデルが、米国の数十億ドルのモデルと競合できる水準な

のか、そうではないのか。この問いの答え次第で、米国のチップ規制戦略そのものが揺らぎます。

規制しても無意味なら、規制の存在理由が消えるからです。

人民大会堂の円卓に広げられた17人の名刺。その1枚1枚に刻まれた数字、期待と失望の落差、約束

と履行の乖離。それらがこれからの12か月の間に一つずつ現実になるか、蒸発するかのどちらかで

す。どの数字が生き残り、どの数字が消えるのか。5月14日の夕べ、あの円卓についていた当人た

ちですら分かっていませんでした。

前の章

次の章

弁護士 · 元国会議員 · AI政策研究者
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第3章 首を締める手、周期表上の戦争

前の章

次の章

導入：ドイツ・ヴォルフスブルク、フォルクスワーゲン工場の生産ライン停止

引用出典：米商務省、米国防総省（DLA）、中国商務部第61号公告、新華社通信、環球時報、

CEPA、Foreign Policy、FT、Bloomberg、日経、世宗研究所、崔恩珠（韓国国立外交院）

著者：金景珍（キム・キョンジン）

2025年4月15日の朝、ドイツ・ニーダーザクセン州ヴォルフスブルク。フォルクスワーゲン本社工

場のID.4電気自動車の生産ラインが止まった。ロボットアームは車体の上で宙づりのまま凍りつき、

コンベアベルトの上には組み立て途中の車両が32台、列をなしていた。エンジンの不具合ではない。

バッテリーの欠陥でもない。電気モーターに使われる永久磁石、その磁石に微量だけ含まれるジス

プロシウムという元素が届かなかったのだ。

ヴォルフスブルクから東へ8,000キロ。その前日、4月14日、中国商務部の公式サイトに6段落の通

知文が掲載された。脅迫めいた文言は一行もない。官僚的な無味乾燥さそのものだった。ジスプロ

シウム、テルビウム、ホルミウム、ルテチウム、スカンジウム、イットリウム、ガドリニウム。7種

の中重希土類元素とその派生化合物について、即日、輸出許可制を全面的に導入するという内容だっ

た。どの新聞の一面記事より、この6段落のほうが世界経済を激しく揺さぶった。

導火線は11日前に置かれていた。

2025年4月3日、トランプ政権の国家安全保障会議（NSC）が「加速的資源整合（Accelerated

Resource Alignment）」と題する内部文書を作成した。米国国際開発金融公社（DFC）の資金をカ

ナダ・ケベック州およびラブラドールの希土類鉱山に投入し、生産量の60%以上について米国政府

が優先購入権を確保するという内容だった。オタワからはカナダの主権侵害だという批判が噴き出

したが、ワシントンは意に介さなかった。西半球で独自の希土類サプライチェーンを構築したいと

いう焦りが、外交儀礼を押しのけた。

北京はこの動きを数年間にわたって追跡してきた。正確に11日後の反撃だった。反撃の形が異色だっ

た。輸出を「禁止」したのではない。「許可を取れ」と言ったのだ。禁止ではなく許可。この違い

が決定的だった。全面禁止はWTO提訴の対象になる。許可制は合法的な行政手続きだ。許可を出す

こともできれば、3カ月目の審査中だと言って棚上げすることもできる。供給を断たずに、供給の速

度と方向を握る。それが北京の設計した構造だった。

2010年の尖閣諸島（釣魚島）紛争のとき、中国は日本への希土類輸出を止めたことがある。あのと

きは荒っぽく、直接的だった。国際社会から非難を浴び、WTOでも敗訴した。15年を経て、北京は

同じ武器をまるで別の方法で使う術を身につけたのだ。禁止ではなく許可。遮断ではなく遅延。法

的に突きどころのない形で、同じ効果を生み出した。

翌日、ニューヨークの金融市場が開いた。
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ロッキード・マーティン。レイセオン（RTX）。ノースロップ・グラマン。ジェネラル・ダイナミ

クス。米国の防衛・テクノロジー企業の時価総額から470億ドル（約7兆円）が一日で消えた。将来

の予測値ではない。中国が「許可」の権限を握ったことで即座に発生する契約遅延、納期超過、コ

スト急騰を、市場がそのまま価格に織り込んだ結果だ。砲弾を一発も撃たずに7兆円を吹き飛ばした。

ブルームバーグ端末の前に座っていた防衛アナリストたちが、その夜はじき出した数字である。

7つの元素は無作為に選ばれたわけではない。

米国防総省内部には、これらを指す呼び名があった。「ゴールデン・スクリュー（Golden Screws）

」。一本でも欠ければ全体が止まるネジ、という意味だ。ジスプロシウムとテルビウムは、永久磁

石が高温下で磁性を失わないように保持する元素である。電気モーター、風力タービン、ミサイル

誘導ジャイロスコープ。この磁石がなければ、ミサイルは方向を定められない。イットリウムはレー

ダーシステム、レーザー距離計、ジェットエンジンのタービンブレードに施す高温セラミックコー

ティングに使われる。レーダーが死ねば、戦闘機は目を失う。

米国に採掘施設がなかったわけではない。カリフォルニアのマウンテンパス鉱山は、かつて世界最

大の希土類生産拠点だった。問題は採掘の次の段階にあった。分離、精製、加工。この一連のイン

フラを、過去30年間、コスト削減を追って中国へ移転してきた。2025年時点で、中国は世界の中

重希土類加工能力の80～90%を、高性能希土類磁石の製造能力の93%を握っていた。鉱石はあっ

ても、それを兵器やモーターに組み込める形にする技術と設備は、中国の外にほぼ存在しなかった。

数字が現実を語る。

F-35ステルス戦闘機1機。希土類417キログラム。

ヴァージニア級原子力潜水艦1隻。4,173キログラム。

アーレイ・バーク級イージス駆逐艦1隻。2,359キログラム。

ところが、米国防総省傘下の国防兵站局（DLA）の備蓄量はこうだった。ジスプロシウム14カ月分。

テルビウム11カ月分。ホルミウム8カ月分未満。スカンジウム5カ月分。中国の許可審査の遅延で供

給が11営業日ずれるだけで、ロッキード・マーティンのテキサス州フォートワースにあるF-35生産

ラインではアクチュエータ部品の調達が途絶え、年間9機から18機の戦闘機の引き渡しが遅延する。

違約金が積み上がる。フォード・モーターも磁石不足でエクスプローラーSUVの生産ラインを止め

なければならなかった。

スカンジウム5カ月。この数字の前で、ワシントンの選択肢は狭かった。

そして10月、北京が二の手を打った。

2025年10月9日。中国商務部第61号公告。ホルミウム、エルビウム、ツリウム、ユウロピウム、

イッテルビウム。5元素が追加された。周期表に存在する17の希土類元素のうち12が、中国の輸出

管理の傘下に入った。

品目数の増加より恐ろしい条項が一つあった。域外管轄権（Extraterritorial Jurisdiction）の導入だ。
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米国が他国を制裁する際に用いてきた海外直接製品規則（FDPR）を、中国がそのまま模写した。内

容はこうだ。中国国外で製造された製品であっても、その中に中国産希土類の原材料または技術が

金額ベースで0.1%でも含まれていれば、その製品をどこに輸出するにも中国政府の事前承認が必要

になる。0.1%である。

ドイツの自動車部品工場。日本の電子部品工場。米国の防衛企業。中国産の希土類パウダーや磁石

原料が微量でも混入していれば、北京の印鑑なしには製品を売れなくなった。米国防総省と連携す

る外国の軍事組織に製品が供給される場合は、輸出許可を自動拒否（Automatic Denial）すると規

定した。米国の兵器生産ラインを直接、人質に取ったのであり、同時に米国の同盟国の防衛企業ま

で縛り上げた。

2025年4月には許可制で速度を制御した。10月には域外管轄権で空間を制御した。速度と空間。両

方を握った側が勝つ。

CEPA（欧州政策分析センター）はこの措置を「European Jitters（欧州の戦慄）」と呼んだ。欧州

の防衛企業が、自社のサプライチェーンの中に中国産希土類が何パーセント含まれているか点検し

始めた。ドイツのラインメタルはレオパルト2戦車の電子機器に使われる磁石原料の緊急監査を行い、

フランスのタレスはレーダーシステム部品の原産地追跡に2カ月を費やさなければならなかった。日

本の自動車産業は希土類磁石の代替材料研究に緊急予算を計上した。日経はトヨタの希土類依存度

を集中的に報じ、「鉱石ではなく技術が人質だ」という分析を示した。0.1%という微量がグローバ

ル製造業の全体を縛りうるという事実。これが第61号公告の真の威力だった。

関税爆弾という名のブーメラン

トランプの武器は関税だった。中国が周期表を握って揺さぶると、トランプはすべての中国製輸入

品に100%の追加関税を課すと宣言した。

双方の関税報復が頂点に達した時点の数字はこうだ。米国が中国製輸入品に課した関税、145%。

中国が米国製輸入品に課した報復関税、125%。145対125。貿易の気管を両側から締め上げる構

図だった。

トランプの計算はこうだった。この関税砲撃で中国の製造業を叩き潰し、グローバルサプライチェー

ンを米国本土に引き戻す（リショアリング）。だが、ブーメランは太平洋を越えて米国に戻ってき

た。

中国製品に課された高率関税のコストの90%以上が、中国の輸出業者ではなく米国の輸入業者、小

売業者、消費者に転嫁された。米国の家庭の年間追加生活費負担が1,200ドルから1,500ドル（約

18万円から22万円）に膨れ上がった。3月の消費者物価指数（CPI）が3.3%に跳ね上がり、FRBの

利下げ期待を打ち砕いた。イラン戦争でガソリン価格が高騰するさなか、関税インフレまでが重なっ

た。トランプ政権の11月中間選挙の支持率が30%台前半まで落ち込んだのは、この二重打撃のせい

だった。

農業地帯も無傷ではなかった。中国は米国産大豆の輸入を止め、ブラジルとアルゼンチンに切り替

えた。米国産大豆の対中輸出額が51%に半減した。イリノイ州とアイオワ州の農家が破産した。「

ファームベルト」はトランプの中核支持基盤だった。関税爆弾が自らの有権者を直撃した格好だ。
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この矛盾が、結局トランプを北京へと引きずっていった。中国に全面デカップリングを宣言してお

きながら、習近平に会ってボーイング200機と年間2,500万トンの大豆を買ってくれと頼み込まな

ければならない状況。FTはこれを「自分の足を撃った関税戦争の必然的帰結」と描いた。

その間に中国の黒字は1兆ドルを突破していた。

関税が上がるほど中国の輸出がむしろ増えるという逆説が起きた。2025年の一年間で、中国の貿易

黒字は1兆ドルを超えた。史上最大だ。

なぜそんなことが可能だったのか。中国企業はメキシコ、ベトナム、インドネシアに組み立て工場

を建てた。米国の関税網を迂回（ルーティング・フレキシビリティ）したのだ。深圳で作った部品

がホーチミン市で「ベトナム産」と表示されて米国に入った。米国税関が原産地を追跡しようとし

ても、第三国を経由した部品の本当の出発地を突き止めるのは、砂浜の中から特定の砂粒を見つけ

るのに等しかった。BRICS諸国やグローバルサウスとの交易比率を拡大し、米中貿易戦争の衝撃を吸

収した。トランプの関税砲撃は、中国を孤立させるどころか、第三国を経由する中国製中間財への

世界全体の依存度を高めただけだった。「双循環」という名の下に中国が2020年から準備してきた

迂回経済体制が、関税戦争という実戦で機能した。

首脳会談の直前、中国は守りから攻めに転じた。

中国商務部が第21号令（Order No. 21）を発動した。ブロッキング法（阻断法）だ。中国領土内で

事業を営むすべての企業（多国籍企業を含む）が、米国の対中制裁に従うこと、または執行に協力

することを全面的に違法とする命令だった。米国が中国・山東省の「ティーポット」精製所を二次

制裁リストに載せた際、それらとの取引を打ち切ろうとするグローバルエネルギー企業や金融機関

があれば、中国商務部が処罰するというものだ。

アップル、テスラ、シティバンク。これらの企業のCEOが上海のオフィスで選択を迫られた。米国

法に従うか。中国法に従うか。両方に従うことは物理的に不可能だ。「管轄権の衝突（Conflict of

Jurisdiction）」が現実になった。最終的にこれらの企業は、中国国内のデータ、サプライチェーン、

ITシステムをグローバル本社から物理的に切り離す「パラレルワールド」を作らざるを得なくなっ

た。フォーリン・ポリシー誌はこれを「一つの企業、二つのオペレーティングシステム」と表現し

た。

トランプ政権も手をこまねいていたわけではない。国防総省内に「経済防衛チーム（Deal Team 6）

」という組織を立ち上げ、3年間で2,000億ドルを投じて中国を排除した独自サプライチェーンを構

築すると宣言した。目標は2030年までに年間10万トンのバッテリーおよび希土類代替調達網の完

成。

専門家たちの診断は冷徹だった。中国が30年かけて完成させたエコシステムを5年以内に再現する

のは「物理的にほぼ不可能（Almost Impossible）」だと。鉱山で鉱石を掘り出して磁石にするまで

の全工程、「Mine-to-Magnet」を西側に構築するには、最低でも5年から10年、1,000億ドル以上

のインフラ投資が必要になる。来年使う兵器部品すら調達できない米国にとって、10年計画は慰め

にならなかった。
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そんな折、中国の雲南省で47万トン規模の希土類鉱床が発見された。推定価値80兆ドル。新華社通

信が報じたこの数字を前に、「西側独自のサプライチェーン」というスローガンは一段と空虚に響

いた。中国はすでに世界最大の埋蔵量を誇っていた。そこに47万トンが上乗せされた。世宗研究所

のある研究員は「資源覇権の時計が中国側にさらに数十年分進んだ」と評した。

韓国で何が起きているのか

12元素の輸出管理と0.1%域外管轄権規定は、韓国産業への直撃弾だった。

POSCOフューチャーエムとエコプロは正極材原料を中国産希土類化合物に依存していた。LGエナジー

ソリューションとサムスンSDIのバッテリー正極材調達ルートが揺らいだ。現代自動車と起亜の電気

自動車生産ラインで使われる駆動モーターの永久磁石にもジスプロシウムが入っている。0.1%規定

が適用されれば、韓国で製造したバッテリーやモーターを欧州や米国に輸出する際にも北京の許可

が必要になりうる。

韓国国立外交院の崔恩珠教授はこの状況を「韓国が米中の間で享受してきた代替需要の終わりが始

まりうる」と診断した。米国の対中圧力のおかげで韓国が半導体とバッテリーの「代替供給先」と

して浮上してきたが、希土類原料そのものが中国に縛られている以上、その地位は幻に近いという

意味だ。

会談で合意された12カ月の猶予は息継ぎにはなった。しかし猶予は解決ではない。期限付きの安堵

にすぎない。

韓国に持ち札がないわけではない。メモリ半導体でサムスン電子とSKハイニックスが握る市場シェ

ア、二次電池正極材における韓国企業の技術力、造船と原子力での競争力。これらの持ち札は米中

双方に対する交渉力として機能する。しかし、その持ち札の原材料が中国産希土類に縛られている

なら、カードを切れる時間には期限がある。12カ月後に管理が再開されれば、韓国の自動車・電子

産業は2025年10月の衝撃を再び受けることになる。

結局、トランプ政権が先に退いた。

全面的な100%関税賦課と完全なデカップリング。この二つの非現実的な目標を破棄せざるを得な

かった。代わりに北京の会談で「貿易委員会（Board of Trade）」と「投資委員会（Board of

Investment）」という新たな枠組みを持ち出した。管理貿易（Managed Trade）という名の後退だっ

た。

米国通商代表部（USTR）のジェイミソン・グリアが明らかにした内容はこうだ。国家安全保障に直

結しない非機微分野に限り関税を緩和し、貿易を促進する方策を調整中だと。両国それぞれ約300

億ドル、合計600億ドル規模の輸入品について、懲罰的関税を引き下げる実務交渉に着手した。

それは何を意味するのか。トランプが「貿易戦争の勝利」を宣言するために、中国のボーイング機

200機と年間2,500万トンの大豆購入という領収書を手に入れた代償として、自ら掛けた関税の錠

前を自ら外した。中国の三大レッドライン、台湾と関税と技術規制のうち、「関税攻撃」というカー

ドをトランプ自身が下ろしたに等しかった。
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環球時報は「米国が関税という武器の限界を自ら証明した」と論評した。誇張が混じった言い方だ

が、間違ってはいなかった。

公平に見るべき部分もある。中国も無傷ではなかった。米国の関税圧力と相まって、中国の内需市

場は縮小し、不動産不況は地方政府の財政を底まで引きずり落とした。若年失業率は公式統計でも

20%前後を推移した。習近平がトランプを北京に招いた背景には、米国を屈服させるという自信だ

けでなく、対米貿易摩擦を管理しなければならないという国内からの圧力も働いていた。1兆ドルの

黒字という数字の裏には、内需不振という影が付いて回っていた。

残る問いがある。

雲南省47万トンの鉱床の推定価値は80兆ドル。Mine-to-Magnetの独自サプライチェーン構築には

最低5年から10年。DLAのスカンジウム備蓄は5カ月分。12カ月の猶予は2026年秋に満了する。

12カ月後、北京が再び周期表を広げたとき、ワシントンにはどんな選択肢が残っているのか。韓国

のバッテリー企業はそのとき正極材を調達できるのか。

誰も答えられずにいる。
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第4章 人民大会堂の21発礼砲と歓迎式

前の章

次の章

天安門広場の上空に最初の砲声が響いた午前10時7分、トランプは目を閉じた / 引用出典: ホワイト

ハウス発表文(2026.5.14)、トランプ晩餐会演説全文(トゥルース・ソーシャル)、新華社通信報道

(2026.5.14)、CCTV生中継画面キャプチャ、中国外交部英文readout、Foreign Policy分析(

Xi's Grand Protocol

, 2026.5.15)、Al Jazeera北京特派員ルポ、国立外交院イシューブリーフ(2026年第5号)、聯合ニュ

ース北京発現場報道、BBCアジアエディション(

Pomp and Power

, 2026.5.14)、NHK国際部分析(「米中儀礼外交の新たな地形」2026.5.15)

最初の砲声は午前10時7分に響きました。天安門広場の東端、人民大会堂の前庭に立っていた記者

たちの証言によれば、その音は胸をどんと殴られるようだったといいます。2発目、3発目と続くと、

広場の上を飛んでいた鳩の群れが一斉に西へ旋回しました。11発目あたりで聯合ニュースの記者が

望遠レンズで観閲台のトランプを捉えたところ、目を閉じていました。何かに酔いしれた人間の表

情だったと、後に記事に書いています。21発目が終わったとき広場には短い静寂が降り、その静寂

のなかで習近平（シー・ジンピン）がトランプの肩を軽く叩きました。

21発の礼砲は、国際外交の慣例において他国の元首に対する最高等級の礼遇です。各国は砲数を変

えることで格を調節します。あの日、北京が放った21発は数字そのものとしては慣例どおりでした。

しかし、それを取り囲む舞台の規模と密度は、慣例をはるかに超えていたのです。

9年ぶりに再び中国の土を踏む米国大統領を迎えるために北京が繰り広げた場面を、順を追ってたどっ

ていきます。

2026年5月14日午前10時頃、まぶしく晴れ渡った空の下を、大統領専用車「ビースト(The Beast)」

を先頭にした車列が長安街（チャンアンジエ）を滑るように通過しました。中国当局は市内の主要

道路を全面封鎖し、米国から空輸した電波妨害装置と衛星通信機器を積んだこの鋼鉄の要塞は、何

の障害もなく人民大会堂の東門広場へ進入しました。車から降りたトランプを最初に出迎えたのは、

階段の下まで自ら降りて待機していた習近平でした。ここで押さえておくべきことがあります。

2017年の初訪中のとき、習近平は紫禁城の入口でトランプを迎えましたが、そのときも階段の下ま

で降りてきたことが話題になりました。9年を経て同じ演出が繰り返されたのです。国賓を迎える場

で主人がどこまで出てくるか。中国の儀典においては、相手の格を視覚的に宣言する装置なのです。

二人のネクタイの色を見てみましょう。トランプは自身のトレードマークである濃紺のスーツに鮮

やかな赤のネクタイ。習近平もまた濃い青のスーツにバーガンディのネクタイを締めていました。

2017年の初訪中ではトランプが赤、習近平が青で視覚的なコントラストを作りましたが、今回は事

実上の同系色で揃えた格好です。BBCアジアエディションはこれを「極端な対立の温度を意図的に
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下げ、協力のイメージを発信しようとする中国儀典チームの綿密な視覚的演出」と分析しました。

二人の首脳はカメラのフラッシュの中で14秒間互いの手を握り合い、トランプは左手で習近平の腕

を軽く叩きながら観閲台へ歩を進めました。

儀仗隊、116歩のメッセージ

礼砲が終わり、赤い絨毯の上を人民解放軍の三軍（陸・海・空軍）儀仗隊の分列行進が始まりまし

た。

数字から見ていきましょう。総勢151名。1分間にちょうど116歩。一歩あたり正確に75cm。男女

の軍人が混在するこの巨大な方陣が刻む軍靴の音は、現場にいたAl Jazeera特派員の表現を借りれ

ば「たった一人が歩いているように聞こえた」そうです。何百もの軍靴が同時に地面を打ち、一つ

の巨大な破裂音を生み出す。それは視覚的な壮観を超え、音として伝わるメッセージでした。極限

の規律、極限の統制力、そして高度に訓練された軍隊の物理的な力を、米国大統領の目と耳の前で

直接見せつけるものだったからです。

この光景を最前列で見つめていた人物がいます。ピート・ヘグセス米国防長官です。1970年代のニ

クソン大統領以降、米大統領の訪中に国防長官が直接随行員として参加したのは前例のないことで

した。NHK国際部はこの点をこう分析しました。イラン戦争の泥沼に陥り弾薬不足に苦しむ米軍首

脳部に向けて、中国が揺るぎない軍事的威厳を無言の圧力として突きつけたのだと。ヘグセスの表

情がどうだったかは記録に残っていません。ただ、儀仗隊の閲兵の間じゅう両手を組んだまま微動

だにしなかったという現場記者のメモだけが残っています。

ところが、この厳粛な光景は直後にひっくり返ります。儀仗隊が最後の隊列を通過してから、わず

か30秒もたたない間のことでした。

儀仗隊の閲兵が終わり赤い絨毯の端へ移動すると、雰囲気が一瞬で反転しました。色鮮やかな服を

着た数百人の子どもや少年少女たちが、両手に米国の星条旗と中国の五星紅旗を持ち、造花の花束

を振りながらその場でぴょんぴょん跳ねていたのです。子どもたちは澄んだ高い声で「歓迎、熱烈

歓迎(Welcome, warm welcome)」と繰り返し叫んでいました。

軍隊の行進の直後に子どもたちの歓声。この配置は偶然ではありません。厳粛さから純真さへ、緊

張から熱狂へ、ハードパワーからソフトパワーへ。Foreign Policyの分析記事「Xi's Grand Protocol」

はこの転換を「一編のオペラで、第1幕の緊張を第2幕の叙情で解きほぐすのと同じ劇的な装置」と

書きました。一部の西側メディアは、子どもたちが疲れも見せず跳びはねて歓声を上げ続ける姿に

北朝鮮のマスゲームを連想しました。しかし、この演出が狙った唯一の標的であるトランプの反応

は、北京の計算とぴたりと一致したのです。

生涯をショービジネスとリアリティTVの世界で生きてきた人間です。自分に向けられた圧倒的な規

模の賛辞の前で、彼は完全にほどけました。厳粛な儀仗隊の前で硬い表情を保っていたトランプは、

子どもたちの歓声を耳にした途端、満面の笑みを浮かべ、拍手をしながら手を振り、親指を立てま

した。その高揚は、続く非公開会談と国賓晩餐会の公式スピーチにそのまま現れました。トランプ

は習近平を前にした席であらかじめ用意された外交的な文面を放り出し、即興の賛辞を連発したの

です。
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「軍隊は言うまでもなく最高でしたが、あの子どもたちは本当に素晴らしかった(the children

were incredible)。子どもたちは幸せそうで美しかった。あの子どもたちが象徴するものがあなたに

とってどれほど大きな意味を持つか、よく分かっています」

「今日の歓迎式典は、誰も見たことのない栄光の場でした。この世の何よりも美しい光景でした」

トゥルース・ソーシャルに投稿されたこの発言を読みながら、国立外交院のある研究員はこうメモ

を残したといいます。「トランプは儀典の

何

に感嘆していたのであり、

なぜ

を問うていなかった」

この巨大な舞台装置には脇役もいました。トランプの背後に並んだ米国の企業人たちです。トラン

プは今回の会談のためにティム・クック(アップル)、イーロン・マスク(テスラ)、ジェンスン・フ

アン(エヌビディア)など、米国の時価総額の半分以上を占める大企業のCEO16̃17名を自ら引き連

れてきていました。トランプは会談の席で習近平に向かってこう宣言しました。

「私は世界で最も偉大で優秀な企業人たちをお連れしました。私は2番手や3番手は望まず、ただトッ

プだけを求めました。彼らは今日、あなたと中国に敬意を表し(Pay respects)、貿易とビジネスを

行うためにこの場に来たのです」

この発言が生み出した構図をご覧ください。米国大統領が自国の中核的な資本家たちを率い、中国

共産党総書記の前に進み出てビジネスの機会を求めています。「敬意を表しに来た(Pay respects)」

という表現は英語では敬意を示すものですが、中国語の字幕では「致敬(zhijing)」と訳されました。

この言葉には目下の者が目上の者に捧げる礼の含みがあります。貿易戦争と技術規制で中国を圧迫

すると言っていたまさにその国の指導者が、赤い絨毯の上で自国の富豪たちを誇示しながら中国市

場の扉を開いてほしいと言っている。北京はこの光景をまるごと全世界に生中継しました。人民日

報の1面には翌日、トランプがCEOたちを紹介する写真が掲載され、その写真の中のトランプは笑っ

ていました。

習近平の修辞学、問いの形をとった宣言

華やかだった屋外歓迎式典が終わり、人民大会堂の東大庁の扉が閉まりました。拡大首脳会談が始

まったのです。カメラのフラッシュが飛び交うなか、沈黙を破ったのは習近平でした。

その口から出た最初の言葉は、貿易赤字でも関税率でもありませんでした。

「世界はいま、新たな岐路に立っています。中米両国は果たして、いわゆるトゥキディデスの罠

(Thucydides Trap)を乗り越え、大国関係の新たなパラダイムを創造できるでしょうか」

トゥキディデスの罠。ハーバード大学のグレアム・アリソン(Graham Allison)教授が古代ギリシャ

のペロポネソス戦争を分析して生み出した概念です。新興の強大国が台頭して既存の覇権国を脅か
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したとき、歴史上16の事例のうち12が戦争に至ったという構造的悲観論です。習近平はなぜ、公開

外交の舞台でこの不吉な西洋の学術用語を持ち出したのでしょうか。

新華社の報道文を読めば答えが見えてきます。習近平は問いかけの形を借りていましたが、実際に

は宣言をしていたのです。「中国はもはや米国の下位パートナーでも地域大国でもなく、既存の覇

権国に取って代わりうる新興強大国の列に加わった」。これを米国大統領の面前で既成事実として

提示したわけです。それと同時に「我々は戦争を避け、新たな協力の道を開拓する意志と知恵があ

る」という平和の衣をまといました。Foreign Policyはこれを「修辞的柔道(Rhetorical Judo)」と

呼びました。相手の力を借りて自分の望む方向に投げる技術という意味です。

トランプがボーイング機を何機売るかを計算しているとき、習近平は自身を人類の運命と世界平和

を設計する規則制定者(Rule-maker)の座に押し上げていました。会談の主導権が中国のペースに移っ

た瞬間でした。

二つ目の修辞が続きました。これは柔らかな包装の中に隠された鋭い刃でした。

「今年は米国独立250周年の年にあたります。米国国民のみなさまにお祝いを申し上げます」

ここまでなら祝辞です。しかし前後の文脈を見てください。習近平はすぐさまこう続けたのです。

「5,000年を超える中華文明の深い土台の上に立つ14億の中国人民は......そして建国250周年を迎

えた3億の米国人民は......」

一つの文のなかで、米国は250年の歴史を持つ若い国に縮小され、中国は5,000年の文明を蓄えた

悠久の帝国に格上げされました。CCTVの字幕はこの対比を画面の両側に並べて表示し、5,000年対

250年という数字の重みが視覚的に圧倒する構図でした。習近平はきわめて丁重な言葉で米国を称

えながらも、地政学的な重みと歴史的な厚みにおいて中国が米国の上にあることを巧妙に諭してい

たのです。かつて中国が帝国の時代に周辺の朝貢国に用いた、いわば「大人の言い回し」でした。

そしてさらに大胆な論理を展開しました。習近平は両国の核心スローガンを一つに束ねてしまった

のです。

「中華民族の偉大な復興を実現することと、アメリカを再び偉大にすること(Make America Great

Again)は完全に両立可能であり、互いの達成を助け合いながら世界に福をもたらすことができます」

米国の強硬派が中国の復興を米国の覇権に対する直接的な脅威でありゼロサムゲームとみなしてい

ることとは正反対の主張です。習近平はトランプの核心的な政治スローガン(MAGA)を尊重するか

のように見せかけつつ、米国の対中国牽制の名分そのものを解体しようとしました。Al Jazeeraの

北京特派員はこの場面を見てこう配信しました。「習近平はトランプの言葉を借りてトランプの論

理をひっくり返した。これは外交的柔道(judo)に近い」

決め手はパートナー論でした。

過去10年間、米国はトランプ第1期とバイデン政権を経て中国を「戦略的競争者(Strategic

Competitor)」かつ「the most consequential threat」、すなわち最大の脅威と位置づけてきまし

た。習近平はこれを正面から否定したのです。
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「中米両国は協力すれば共に利があり(合則両利)、争えば共に傷つきます(闘則倶傷)。我々は対立

するライバルではなく、必ずパートナーにならなければなりません」

合則両利、闘則倶傷。合わされば両者が利を得、闘えば両者が傷つく。中国外交で何十年も繰り返

されてきたこのフレーズを、習近平はトランプの目を見ながら再び持ち出しました。そしてもう一

歩踏み込んだのです。

中国は今回の首脳会談の最終成果として「中米建設的戦略安定関係(Constructive Relationship of

Strategic Stability)」という全く新しい関係の枠組みを一方的に宣言しました。中国外交部の公式

通告文(readout)に明記されたこの概念は四つの柱の上に立っていました。協力を主軸とする積極的

安定。競争に限度を設ける良性の安定。意見の相違を制御する状態の安定。平和を約束する恒久の

安定。この四つの柱に共通するのは一点です。すべてが「安定」という語を軸に据えていること。

米国が自在に中国を圧迫したり牽制したりできないよう、両国関係を「安定」という枷で縛り付け

ようとするものでした。台湾、半導体、南シナ海。中国の核心的利益に米国が手を触れられないよ

うにする防壁だったのです。

では、トランプはこの修辞の行間を読めたのでしょうか。

読めませんでした。

習近平がトゥキディデスの罠を語り、5,000年の文明を語り、建設的戦略安定関係の4本の柱を提示

している間、トランプはまったく別の話をしていました。

「我々は歴代のどの大統領よりも緊密で長い関係を維持しています。私はあなたに何か問題が起き

れば即座に電話をかけます」

個人的な親交でした。ブロマンスの誇示でした。

「私は世界最高にして最大の企業のCEO30名を連れてきました。彼らはあなたに敬意を表するため

に来たのです」

企業人の名簿を自慢していたのです。実際にトランプが言ったCEOの数は「30名」でしたが、同行

したCEOは16̃17名と確認されています。数字を膨らませるのはトランプの長年の癖ですが、ここ

で重要なのは数字の正確さではなく、彼の関心がどこを向いていたかです。トランプの頭の中には

ボーイング機を何機売り、大豆をどれだけ輸出するかという短期的な取引(Transaction)がぎっしり

詰まっていました。習近平が設計した巨大な秩序の枠組み、覇権の対等性の承認と戦略的包囲網の

構築という網に自ら歩み入っていることに、彼は気づいていなかったのです。

では、韓国はこの場面をどう見るべきでしょうか。

5月13日、トランプの北京到着の前日、スコット・ベセント米財務長官と何立峰（ホー・リーフォ

ン）中国国務院副総理が、ソウルの青瓦台で李在明（イ・ジェミョン）大統領と1時間間隔でそれぞ

れ面会しました。二人はその後、仁川空港の貴賓室で最後の実務協議を終え、それぞれ北京へ向か

いました。2025年10月の釜山APECで米中首脳が初めて顔を合わせて以降、韓国が両強大国の事前

協議の舞台として定着しつつあるということです。李在明政権が掲げる「国益中心の実利外交」「

戦略的自律性」「案件ごとの連携」というキーワードの1年目の成績表でもあります。
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これを外交的成果としてだけ読めば、半分しか見えていません。二つの強大国が韓国を便利な舞台

として使っているという側面も併せて見る必要があります。儀典の舞台を提供する国が交渉テーブ

ルで発言権を持つかどうかは、別の問題だからです。ベセントは李在明大統領に重要鉱物のサプラ

イチェーン協力に言及し、何立峰は実質的な経済協力の拡大を要請しました。韓国は双方から異な

るカードを受け取った形ですが、それが韓国の選択肢を広げるのか狭めるのかは、まだ判断するに

は早いのです。

人民大会堂の21発の礼砲が韓国の首脳に対しては何発だったか比べてみれば、現実が見えてきます。

2017年の文在寅（ムン・ジェイン）大統領訪中時に中国が見せた儀典と、2026年1月の李在明大

統領訪中時の儀典を並べれば、韓国がこの巨大な儀礼外交の地形の中でどのあたりに立っているか

が浮かび上がります。その位置が上がったのか下がったのかは、儀礼の格ではなく実質の成果で判

断すべき問題です。

人民大会堂の前庭の礼砲と儀仗隊と子どもたちの歓声は、トランプという人物の性向を精密に解剖

した舞台でした。華やかな賛辞に弱く、巨視的な原則よりも目の前の可視的な成果を重んじる商人

の気質。習近平はその気質を狙い撃ちにし、最大限のもてなしで面子を立ててやりました。その見

返りに、続く密室交渉での優位を確保しようとしたのです。

トランプが子どもたちの輝く笑顔に酔いしれて拍手をしているとき、習近平はすでに次の一手を打っ

ていました。「建設的戦略安定関係」という名の新しい秩序。その秩序の中で米国は中国の核心的

利益に触れることができず、中国は米国と「対等なパートナー」の地位を公式に獲得することにな

ります。

そうであるなら、この問いが残ります。儀礼の格上げは実質の進展と比例するのか。21発の礼砲と

151名の儀仗隊と数百人の子どもたちの歓声で包まれたこの場面が、12カ月の猶予合意の後の現実

でも同じ重みを保ちうるのか。習近平が提示した建設的戦略安定の4本の柱が実際に両国関係の骨格

となるのか、それとも北京の春風のように季節が変われば消える修辞に過ぎないのか。その答えは

まだ出ていません。

引用出典一覧

A. ホワイトハウス公式発表文(2026.5.14)、トランプ大統領晩餐会演説全文(トゥルース・ソーシャ

ル投稿、2026.5.14)

B. 新華社通信「�近平同美国��特朗普�行会�」(2026.5.14)、CCTV首脳会談生中継画面、中

国外交部英文readout「Xi Jinping Holds Talks with US President Trump」(2026.5.14)、人民日

報1面報道(2026.5.15)

C. Foreign Policy「Xi's Grand Protocol: How Beijing Staged the Summit」(2026.5.15)、Al 

Jazeera北京特派員現場ルポ(2026.5.14)

D. 国立外交院イシューブリーフ第2026-5号「2026米中首脳会談儀典分析」、聯合ニュース北京発

現場報道(2026.5.14)
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E. BBCアジアエディション「Pomp and Power: What Xi's Welcome Tells Us」(2026.5.14)、

NHK国際部分析「米中儀礼外交の新たな地形」(2026.5.15)
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第5章 天壇、天の祭壇に立つ二人

前の章

次の章

午後3時12分ごろ、祈年殿（きねんでん）へ続く回廊で、米国シークレットサービスの要員6名が歩

みを止めました。腰に拳銃を帯びたまま天壇の中枢区域に入ろうとしたところ、中国側の警護要員

12名が通路を塞いだのです。双方とも一言も発しませんでした。イヤホンに手を添える米国側と、

腕組みをしたまま微動だにしない中国側。その間を30分という時間だけが流れていきました。

CNNのマイク・バレリオ記者が現場から伝えたところによれば、その30分の間、トランプと習近平

（しゅうきんぺい）はすでに回廊の先端で並んで歩き、言葉を交わしていました。米国大統領の護

衛官たちが武装を解除させられている最中、世界最大の軍事力を擁する国の指導者は、丸腰のまま

中国の心臓部を歩いていたのです。

この一幕は偶然ではありませんでした。

引用出典:

A. ホワイトハウス/米国務省（トランプ発言、儀典日程公開）

B. 新華社通信、CCTV、人民日報、環球時報（習近平発言、天壇公園閉鎖報道）

C. Foreign Policy、Lowy Institute（大国外交の舞台装置分析）

D. 韓国国立外交院、朴元坤（パク・ウォンゴン）梨花女子大学教授（韓国外交分析）

E. BBC、Financial Times、NHK（儀典比較分析）

9年前の2017年11月、トランプが初めて中国の地を踏んだとき、習近平が選んだ舞台は紫禁城でし

た。1949年の新中国建国以来、外国元首夫妻のために紫禁城全体を閉鎖したのはトランプが初めて

だったのです。習近平自らガイド役を買って出て、トランプ夫妻は赤い壁と金色の瓦の下で陶酔を

隠しきれませんでした。

紫禁城は世俗の皇帝が築いた富と権力の象徴です。皇帝が起居した場所であり、物質的な富が集中

する世俗の頂点でした。2017年の中国は、予測不能なビジネスマン出身の大統領をなだめる必要が

ありました。トランプ個人の虚栄心を満たす取引型の外交を展開し、宮殿の奥の奥まで開け放った

のはその対価だったのです。

ところが2026年、習近平はトランプを紫禁城ではなく天壇へ連れて行きました。

この動線の変更が語っていることがあります。

天壇公園は、明朝の永楽帝の時代、1406年から1420年にかけて建立されました。敷地面積は約

273万平方メートル。紫禁城の4倍です。明・清の両王朝を通じて歴代皇帝が毎年天に祭祀を捧げ（

祭天）、五穀豊穣を祈願した場所でした。観光地ではありません。博物館でもありません。中国文
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明において、統治権の起源そのものだったのです。

祈年殿と圜丘壇（かんきゅうだん）。この二つの建築物は、「天円地方（てんえんちほう）、天は

丸く地は四角い」という中国の伝統的宇宙観を建物に移し替えたものです。祈年殿の三重の庇を持

つ円形屋根は天を、圜丘壇の四角い基壇は地を表しています。この空間構造の中で、皇帝は自らを

天子、すなわち天の子と称しました。天子だけがここに登り、天と直接交感し、統治の正統性、つ

まり天命（Mandate of Heaven）を授かり、更新することができたのです。

紫禁城から天壇への移動を、BBCの北京特派員は「世俗的権力から神聖な権威への格上げ（from

secular power to divine authority）」と表現しました。的確な診断でした。2017年、中国はトラ

ンプに皇帝の物質的な富を見せました。2026年には、皇帝の宇宙的権威を見せるという選択をした

のです。

その差は、9年間で米中の力の均衡がどう変わったかを、そのまま映し出していました。

2017年の中国は守勢に立たされていました。2026年の中国はレアアース輸出規制という武器を手

に、米国を圧迫する側に回っていました。9年間にわたる米国の制裁とデカップリングの試みを耐え

抜き、グローバルサプライチェーンの急所を握る側になっていたのです。

トランプを二度続けて紫禁城に案内する理由はありませんでした。習近平が求めていたのは、もっ

と高い次元のメッセージです。天と接する空間。天命が降りる祭壇。そこに米国大統領を立たせる

こと。

5月13日から14日にかけて、中国当局は273万平方メートルの天壇公園全体を一般に閉鎖しました。

がらんとした広大な神聖空間にトランプを導き入れた習近平の意図は、カメラが捉えた映像の中に

そのまま表れていました。

米国の歴史250年。祈年殿の前に立つ建物の齢600年。

習近平はその前で、言葉なく微笑みました。

シークレットサービスの武装解除事件に話を戻します。

日本の産経新聞の元北京特派員、矢板明夫（やいた・あきお）氏はこの事件を「朝貢儀式の現代的

再現」と解釈しました。かつて中国の祭天儀式が執り行われる空間では、絶対的な序列が適用され

ていました。武将は刀を帯びて祭壇に上ることができなかったのです（武将帯刀不上朝）。いかな

る世俗の武力も、天の前では下ろさねばなりませんでした。

中国は、この600年前の規則を2026年5月14日の午後に蘇らせました。米国大統領の近接護衛官た

ちは武器を解除させられるか、立ち入りを制限されたのです。トランプの物理的な力（ハードパワー

）が、天子のみが登ることを許された空間で無力化されました。

矢板氏はさらに踏み込みました。辺境の指導者たちが皇帝に朝貢を捧げた「万邦来朝」の演出だと

いう解釈です。CEO17名を従えて経済的実利を求めに来た米国大統領を、祭壇の下に立たせた構図。

象徴的序列において米国を制圧する舞台装置が、そこで完成しつつありました。
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天壇にはもう一つ、内包する哲学があります。天人合一。天と人、自然と人間が一つになるという

思想です。

習近平は人民大会堂での会談で、「米中両国はトゥキディデスの罠を乗り越えて協力すべきであり、

争えば共に傷つき（闘則倶傷）、協力すれば共に利する（合則両利）」と述べました。直後にトラ

ンプを天壇へ連れ出したのは偶然ではなかったのです。「天の意に順い共存せよ」という圧力を、

空間そのもので体現したのでした。

紫禁城の閉ざされた壁は密室取引を連想させます。天に開かれた天壇は違います。習近平が繰り返

し主張してきた「建設的で戦略的な安定関係」というフレームを、トランプの意識に刷り込むには

最適の空間でした。イラン戦争と国際的対立の渦中で「調和（Harmony）と安定（Stability）」を

説こうとする中国外交部のレトリックと、この空間は寸分の隙もなく噛み合っていたのです。

Foreign Policyはこの場面を評して、「習近平はトランプを交渉テーブルではなく祭壇の上に引き上

げ、対話の次元そのものを変えてしまった」と分析しました。

次元が変わったのは対話だけではありませんでした。

トランプの頭の中は取引で埋め尽くされていました。ボーイングの航空機をあと何機売れるか。米

国産大豆と牛肉の輸出規制をどう解くか。イランのホルムズ海峡封鎖をどう解決して11月の中間選

挙における悪材料を防ぐか。徹底して米国という一国家の経済的利益と、自身の政治的生存という

帳簿を睨んでいたのです。

習近平はその帳簿を閉じさせました。

「百年に一度の大変局（百年変局）」に言及し、「米中両国はグローバルな課題に共に対処し、世

界に安定を注入すべきだ」と宣言しました（新華社通信 2026年5月14日）。歴史の問い、世界の

問い、人民の問い（歴史之問 世界之問 人民之問）。両国の首脳が大国として共同の答案を書くべき

だと、トランプに語りかけたのです。

大豆とボーイングの話をしている相手に、80億の人類運命共同体（人類命運共同体）と天下の平和

を突きつけた格好でした。

訓戒に近いものがありました。天壇を背景に、習近平は米国が唯一の覇権国ではなく、東方の大国

と共に世界の運命を管理すべきだということを、世界中のカメラの前で既成事実化したのです。

東昇西降。東洋は昇り、西洋は沈む。

天壇訪問は、この世界観を視覚的に宣言する儀式でした。北京の霊的中心に立つトランプは、イラ

ン戦争の泥沼にはまり弾薬が枯渇し、インフレーションに喘ぐ帝国の長を象徴していました。一方

の習近平は、14億の人口と軍事力、レアアースというグローバルサプライチェーンの急所、イラン

を動かし得る舞台裏のレバレッジまですべてを握りながら、悠然と「平和と安定」を論じる東方の

賢者に映っていたのです。

ニューヨーク・タイムズ（NYT）がこの首脳会談を分析し、「中国はもはや西側を追いかける文明

として自らを描写していない。西側をまもなく凌駕するスーパーパワーとして自己を位置づけた」
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と書いたのは、誇張ではなかったのです。

中国語で「中国（中國）」は「世界の中心（Middle Kingdom）」を意味します。19世紀のアヘン

戦争以降、西欧列強によって宮殿が焼かれ略奪された百年の国辱（Century of Humiliation）を経た

国が、2026年の天壇の上で西側の最高権力者を呼び寄せ、自分たちが再び世界の中心という地位に

復帰したことを証明しようとしていたのです。

日本の読者にとって、この場面は傍観者のショーではありません。自分自身の座標を示すものです。

台湾有事の際、日本の立ち位置は直ちに試されます。日米同盟の自動発動の可否、在日米軍基地の

運用可能性。韓国国立外交院の朴元坤（パク・ウォンゴン）梨花女子大学教授は、「天壇の儀典が

示しているのは、中国が文明的優位を主張し始めたということであり、台湾問題における中国の譲

歩の可能性がさらに狭まったという信号だ」と分析しています。

韓国の李在明（イ・ジェミョン）政権は「国益中心の実利外交」と「戦略的自律性」を掲げてきま

した。米国には核心鉱物のサプライチェーンと通貨スワップの協力を、中国には実質的協力の拡大

を求め、双方に異なるカードを切る外交を展開してきたのです。天壇で起きたこの象徴的な権力移

動が韓国外交の空間を広げるのか狭めるのか、答えはまだ出ていません。

一つ明らかなのは、中国が韓国の首脳には天壇を開かなかったという事実です。2026年1月、李在

明大統領の訪中時に中国が用意した舞台は、人民大会堂の東側会議室でした。歓迎晩餐会はあった

ものの、歴史的空間を共に歩く儀典はありませんでした。600年の祭壇は、米国大統領のためだけ

に開かれたのです。

これが儀典の政治学であり、日本を含む東アジアの中堅国が立たされている現実の座標です。

Lowy Instituteのアジアパワーインデックス主席研究員スザンナ・パットン（Susannah Patton）

氏は、この天壇訪問について次のように記しています。「舞台装置がどれほど精巧であっても、構

造的な対立を解消することはできない。台湾、AI覇権、南シナ海。これらすべての導火線は、祈年

殿の600年を経た柱の下でも依然として時を刻んでいる」

その通りでした。習近平がいかに天人合一を演出しても、トランプがエアフォースワンに乗り込ん

だ瞬間、彼の頭には再び大豆とボーイングと中間選挙の数字が回り始めるのです。

では、この精巧な舞台装置は一体何を変えたのでしょうか。

FT北京支局の分析が一つの手がかりを与えてくれます。「天壇は米国に向けたメッセージではない。

14億の中国人民に向けたメッセージだ。」CCTVと人民日報は、二人の首脳が天壇を歩く映像を連

日繰り返し報じました。東昇西降の視覚的証拠として。百年の国辱を雪いだ復帰の証拠として。習

近平が天命を更新した現代の天子であるという物語の証拠として。

舞台装置の真の観客は、トランプではなかったのかもしれません。

午後4時を過ぎ、二人の首脳が天壇を後にするとき、武装を解除させられていたシークレットサービ

スの要員たちは再び拳銃を取り戻しました。30分間、奪われて返された武器。外交的には何事もな

かったかのように、双方の儀典チームは笑みを交わしました。
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BBCはこの場面を「双方にとっての非事件（a non-event for both sides）」と報じました。公式に

はそうだったのでしょう。しかし環球時報は同日夕刻の社説で、「天壇の空の下、真の大国の格と

は何かを世界が目にした」と書いたのです。

一方は「何も起きなかった」と言い、他方は「世界が見た」と言いました。

600年の祭壇の上で繰り広げられた30分の対峙。それが何を意味したのか、両国の解釈は今も分か

れたままです。2026年9月に暫定合意された習近平のワシントン答礼訪問で、米国はどのような舞

台を用意するのでしょうか。リンカーン記念堂の階段か、アーリントン国立墓地の墓碑の前か、そ

れともホワイトハウス執務室の狭い机の前か。その選択こそが、今回の天壇演出に対する米国の答

えとなるはずです。

その答えが出るまで、天壇の祈年殿は東昇西降の証拠なのか、精巧な舞台装置に過ぎないのか、確

定しないまま残されています。

前の章

次の章
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第6章 沈黙の訪問団

前の章

次の章

導入場面: 2026年5月14日、アラスカ州アンカレッジの軍事基地。給油のために停まったエアフォー

スワンの傍らに、黒い革ジャケットにバックパック一つだけを背負ったジェンスン・フアンがチャー

ター機から降り、タラップを駆け上がる。

引用出典:

A. ホワイトハウス記者会見発言（トランプ）、Truth Social

B. 新華社通信、環球時報

C. Foreign Policy、CEPA、Lowy Institute

D. 聯合ニュース、世宗研究所

E. Bloomberg Asia、Financial Times、日経

アンカレッジの滑走路に5月の冷たい風が吹いていました。エアフォースワンは給油のため停機中で、

機内にはすでにイーロン・マスクをはじめとするアメリカ財界の最高幹部たちが席を占めていまし

た。2026年5月14日の午前、空から小型チャーター機が一機降りてきます。ドアが開くと、黒い革

ジャケット姿の男がバックパック一つだけ背負ってタラップを駆け下りました。ジェンスン・フア

ン。NVIDIA CEO。時価総額6兆ドルに向かって突進する企業のトップが、スーツケースの一つもな

く大統領専用機のタラップを上ったのです。

数時間前まで、彼は公式訪中団の名簿に載っていませんでした。BloombergとFinancial Timesは「

NVIDIA トップの除外は、米国の対中半導体輸出規制が緩和されないシグナルだ」と報じ、市場には

悲観論が広がっていました。ところがエアフォースワンが太平洋上空を飛行している最中、トラン

プが報道を目にします。電話をかけました。「今すぐ合流しろ（You're coming with us）。」外交

の慣例など壊れても構わなかったのです。

ジェンスン・フアンが給油時間に合わせてアンカレッジに到着したという事実が、この訪中の性格

をそのまま映し出しています。計画された外交ではありませんでした。即興と計算が入り混じった、

トランプ流ディールの典型でした。

トランプ大統領は人民大会堂で習近平（シー・ジンピン）国家主席と向き合い、こう述べました。

「私は世界で最も素晴らしく偉大な人々を連れてきた。世界のトップ30企業に声をかけたところ、

一人の例外もなく全員が『Yes』と答えた。私は企業のナンバー2やナンバー3は要らなかった。トッ

プだけを求めた。そして彼らが今日、あなたと中国に敬意を表し、貿易とビジネスのためにここに

立っている。」表向きは賛辞でした。裏には別の言葉が潜んでいました。俺の背後にはアメリカの

経済力が立っている。この連中と取引したければ、俺の条件を飲め、と。
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17人。この数字が持つ重みについて触れなければなりません。17社の上場時価総額を合計すると

16兆7,000億ドル。日本円に換算すれば約2,500兆円です。さらにマスクのSpaceXのような非上

場企業や、ブラックストーン、ブラックロックといった資産運用会社の運用規模を含めれば、最大

30兆ドルに達すると推計されます。2024年基準で中国のGDP総額に匹敵するか、それを超える規

模。米連邦政府の年間予算の3倍。人類がこれまで採掘した金の全量を買い尽くせる資金が、北京の

人民大会堂に歩いて入ったのです。

トランプはこの資本の力を交渉の道具として持ち込みました。随行員としてではなく、武器として。

ティム・クックがその場にいなければならなかった理由から見ていきます。Appleの現実は一つの数

字に集約されます。90%。Apple製品の90%が中国国内のサプライチェーンを通じて調達・組み立

てされています。インドやベトナムへの生産拠点分散を表明したことは何度かありましたが、中国

のインフラと熟練労働力を代替する作業は遅々として進んでいませんでした。ファーウェイをはじ

めとする中国の国産ブランドの攻勢はますます激しさを増し、クックは引退を控えた時期に、後継

者へ引き渡す地政学的基盤を固める必要がありました。トランプ第1期政権の頃から関税爆弾を回避

するためにホワイトハウスと緊密にコミュニケーションを取ってきた人物です。今回も選択の余地

はありませんでした。行くしかなかったのです。

イーロン・マスクの事情はさらに切迫していました。エアフォースワンに同乗して北京入りすると

いう破格の待遇を受けたものの、あの陽気な表情の裏には残酷な数字が潜んでいました。2026年4

月時点でテスラの中国販売台数は25,956台。前年同期比で約10%の落ち込みです。BYDとシャオ

ミがコストパフォーマンスとソフトウェアイノベーションで追い上げる中、テスラのシェアは縮み

続けていました。

マスクにとって今回の訪中における最大の課題は一つでした。テスラの完全自動運転システム（

FSD）とロボタクシーサービスの中国における規制承認です。上海のギガファクトリーはテスラ全

世界出荷量の60%を担っています。中国で自動運転データを蓄積できず商用化に失敗すれば、テス

ラの将来ビジョンそのものが揺らぐ状況でした。

マスクの立場には矛盾がありました。SpaceXを通じて米国防総省および連邦政府の中核的な受注者

でありながら、同時に中国市場に誰よりも深く足を踏み入れた実業家。ホワイトハウスの安全保障

スタッフは、彼の訪中が国家安全保障上の利益相反を引き起こしうると懸念していましたが、トラ

ンプはマスクがもたらす政治的資本と象徴性を手放しませんでした。

ボーイングの新任CEOケリー・オートバーグは、737 MAXおよびワイドボディ旅客機500機規模の

メガ受注を期待して同行しました。過去9年間、中国はボーイングではなくエアバスを集中的に購入

し、米国航空産業に打撃を与えてきました。オートバーグは、トランプの政治的圧力なしにはこの

市場を再び開くことができないと分かっていました。結局ボーイングは500機ではなく200機の受

注にとどまり、ウォール街の失望を買って株価が急落しました。期待と現実の落差は、この訪中全

体を貫くパターンでした。

カーギルのブライアン・サイクス、クアルコムのクリスティアーノ・アモン、マイクロンのサンジェ

イ・メロートラも名簿に名を連ねました。マイクロンは2023年に中国当局から国家安全保障を理由

に重要インフラ向け販売を禁じる制裁を受けたことがあり、今回の訪中を通じた制裁解除と市場復
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帰が切実でした。

金融界の布陣

ブラックストーンのスティーブン・シュワルツマン、ブラックロックのラリー・フィンク、シティ

バンクのジェーン・フレイザー、ゴールドマン・サックスのデイビッド・ソロモン。Visaと

Mastercardのトップまで。ウォール街の巨頭たちが一斉に北京を訪れました。

彼らが求めていたのはファンド商品の販売ではありません。中国の閉鎖的な金融規制を突破し、

100%単独出資（wholly-owned）の証券会社および決済クリアリングのライセンスを獲得すること。

中国で金融業を営むには、それまで必ず現地企業との合弁（Joint Venture）が求められてきました。

その旧来の慣行を打ち破り、約50兆ドル規模の中国民間資本市場に直接アクセスする。それが彼ら

の目標でした。トランプの保護貿易の傘の下で、逆説的にも、アメリカの金融資本がかつてないほ

ど攻撃的な海外進出を試みていたのです。

Bloomberg Asiaはこの光景をこう形容しました。「米国資本主義の精髄が共産党本部の前に列をな

した」と。間違ってはいませんでした。ただし、列をなしたのが誰で、列をなさせたのが誰なのか

は、見る角度によって変わります。トランプは資本の行列を自分の背後に並べて中国を圧迫しよう

としましたが、中国はまさにその市場へのアクセス権という鍵を握っていたのですから。

この華やかな訪問団の裏側には、恐怖がありました。

米国国家安全保障当局とシークレットサービスは、CEO全員に徹底した通信セキュリティ・プロト

コルを強制しました。すべての随行者は個人のスマートフォンとノートパソコンを米国本土に置い

てくるか、電波を完全に遮断するファラデーケージの中に封印しなければなりませんでした。代わ

りに使用を許されたのは、米情報機関が特殊製造したバーナーフォン、つまり使い捨て携帯電話の

み。北京のホテルの部屋、会議室、車内はもちろん、Wi-Fiネットワークからusb充電ポートに至る

まで、米国情報当局はすべてを中国国家安全部（MSS）によるハッキングおよび盗聴装置と見なし

ていました。「うっかりケーブルを挿した瞬間、あなたの会社の営業秘密とAIコードが丸ごとダウ

ンロードされかねない」。こうした警告がCEOたちの間で飛び交っていたのです。

その結果、奇妙な現象が生じました。一日に何十もの投稿を繰り出すSNS中毒者のイーロン・マス

クが、「エアフォースワンに搭乗中」という出国直前のツイートを最後に、北京滞在中は一件の投

稿もできませんでした。ティム・クックをはじめとする17人のCEOの誰一人として、北京での日常

や会談の写真を自身のSNSで共有できなかったのです。「デジタル・サイレンス（Digital Silence）」

。通常の友好国訪問であれば、握手の写真と投資の約束を誇示する投稿が溢れ返っていたはずです。

今回は違いました。互いの喉元に刃を突きつけた状態で進められた取引であり、その沈黙こそがそ

れを証明していました。

ジェンスン・フアンのアラスカ搭乗事件に立ち戻らなければなりません。この場面がただのハプニ

ングではない理由があるからです。

ホワイトハウスの安全保障スタッフ、マルコ・ルビオ国務長官、ピート・ヘグセス国防長官は、ジェ

ンスン・フアンの同行に必死で反対しました。彼らの論理はこうでした。NVIDIAの最先端AI アクセ

ラレーターは商業製品ではなく、中国人民解放軍の兵器システムを高度化し、14億人の国民を監視
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する技術監視国家（Techno-Surveillance State）を完成させる核心的軍事物資である、と。ラジャ・

クリシュナムルティら米下院議員たちは「商業的利益のために世界最大の軍事的敵対国にAIチップ

を渡すのは、国家安全保障を担保にして借金をするようなものだ」と激しく反発しました。

ジェンスン・フアンの計算は違いました。彼は一貫してこう警告してきたのです。中国市場を完全

に遮断すれば、彼らは自ら半導体を作る。そうなれば米国企業だけが巨額の収益を失い、技術エコ

システムの主導権まで奪われる、と。その警告は的中しつつありました。NVIDIAはかつて中国のAI

チップ市場で90%以上の独占的シェアを誇っていましたが、米国の輸出規制以降、シェアは事実上

0%近くまで急落し、45億ドルに上る売上損失を被っていました。

アメリカによる締め付けが、逆説的に、中国国産半導体エコシステムの自立を飛躍的に前倒しして

いました。首脳会談の直前に世界のテック業界を震撼させた出来事が、その証拠でした。中国のAI

スタートアップDeepSeek（ディープシーク）が、米国の最先端AIモデルに匹敵するか、それを凌駕

する大規模言語モデルを開発してみせたのです。OpenAIやGoogle、MetaがNVIDIAの最上位チップ

H100を山積みにし、数十億ドルを注ぎ込んでモデルを訓練していた中、DeepSeekは制裁で性能が

制限された旧世代チップ（ファーウェイの国産チップAscend 910Bを含む）で、わずか600万ドル

という費用でその成果を達成しました。ワシントンの「制裁万能主義」に対する破産宣告に等しい

結果でした。Sparse Attentionに代表されるソフトウェアアーキテクチャの改善とアルゴリズム最

適化によって、ハードウェアの不足を克服したのです。

この成績表を前に、トランプ政権は密かな方向転換を試みていました。ロイターの報道によれば、

米商務省は会談を前にアリババ、テンセント、バイトダンス、JD.com（京東）、バイドゥなど中国

の中核テック企業10社に対し、NVIDIAの次世代AIチップH200を輸出できるよう条件付き許可を発

出しました。1社あたり最大75,000個まで購入可能という破格の条件でした。中国市場からの収益

源を取り戻して自国株式市場を押し上げ、AIハードウェアのエコシステム標準をアメリカ側に繋ぎ

止めるという計算でした。

ところが今度は中国が門を閉ざしました。米商務省の許可にもかかわらず、中国工業情報化部をは

じめとする規制当局が、自国のビッグテック企業に対し「NVIDIA H200を大量購入するな」と暗黙

のうちに指示するか、承認を遅らせたのです。冷徹な判断でした。目先の性能の良い米国製チップ

に依存すれば、永久に技術の植民地に転落する。ファーウェイ、カンブリコンといった国内半導体

企業のエコシステムを育てなければならない。だから国産チップの使用を強制した。ジェイミソン・

グリア米通商代表部（USTR）代表は「アメリカは1月の時点ですでにH200チップの輸出を承認し

た。ボールは、中国政府が自国企業の購入を許可するかどうかにかかっている」と不満を表明しま

した。

ジェンスン・フアンがアラスカで大統領専用機に乗り込んだ本当の理由は、トランプのメンツを立

てるためではありませんでした。アメリカ大統領には「輸出規制を完全に解除してほしい」と要請

し、中国の習近平と李強（リー・チャン）首相には「我々のチップを買えるようにしてほしい」と

説得する。その両面ロビーの任務を託されていたのです。二つの大国の間、薄氷の上の綱渡り。

韓国はこの場面をどのような目で見るべきでしょうか。
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サムスン電子とSKハイニックスがこの17人の訪問団に加われなかったという事実から押さえなけれ

ばなりません。韓国の半導体企業は、米中の両方に同時に足を置いています。SKハイニックスは

NVIDIAのAIアクセラレーターに搭載される高帯域幅メモリ（HBM）の最大のサプライヤーであり、

サムスン電子は中国の西安（シーアン）に大規模NANDフラッシュ工場を運営しています。NVIDIA

が中国市場から押し出された、その空白を韓国のメモリ半導体企業が間接的に埋めている構造でも

あります。

米国が対中AI チップ輸出規制を解除した場合、何が起きるのか。相反する二つの効果が同時に現れ

ます。NVIDIAチップの輸出が再開されればHBM需要が増え、SKハイニックスとサムスンの売上には

プラスに働きます。しかし同時に、中国が再び米国の半導体に依存するようになれば、韓国が享受

してきた「代替需要」、すなわち米中対立の隙間で双方に供給するという韓国企業の特殊なポジショ

ンが弱まる可能性があるのです。聯合ニュースは会談翌日、「AI半導体規制緩和の場合、サムスン

とSKには恩恵とリスクが同時に作用しうる」と報道しました。世宗研究所は「韓国の半導体産業が

米中両国の技術覇権争いにおいて『調整変数』ではなく『従属変数』に転落する危険がある」と分

析しています。

バッテリー産業も同様です。LGエナジーソリューションとサムスンSDIの正極材供給は中国産レア

アースに依存しており、今回の会談で合意された12カ月間のレアアース輸出規制猶予は、韓国の自

動車・電子産業に息継ぎの機会を与えた措置でした。しかし12カ月が過ぎたら? その問いに対する

答えはまだありません。

日経アジアはこの訪問団を分析する中で、興味深い対比を示しました。日本とEUの企業はこの場に

いなかった、という点です。トランプが米国企業のみで訪問団を構成したことは、同盟国との協調

ではなく二国間取引、すなわちアメリカ対中国の直接取引を選んだことを意味していました。

Foreign Policyは「トランプが同盟国を交渉のテーブルから排除したことで、韓国と日本は米中合意

の結果を事後的に通知される立場に追いやられた」と指摘しました。

CEPA（欧州政策分析センター）の分析も同じ方向を示していました。「米国の対中関税の一部緩和

は韓国とEUの対中輸出にとってプラスに働きうるが、アメリカが中国と直接取引を開く分だけ、韓

国が享受してきた中間サプライヤー（intermediary supplier）の地位は縮小する可能性がある。」

この訪問団にサムスン電子の李在鎔（イ・ジェヨン）会長やSKグループの崔泰源（チェ・テウォン）

会長がいたら、どうだったでしょうか。韓国財界が米中双方に同時にさらされている現実を考えれ

ば、その場に招かれることも、招かれないことも、どちらも危険でした。

台湾系アメリカ人であるジェンスン・フアンの存在は、この会談の根底にある緊張要因と直結して

いました。台湾。世界の先端チップの90%以上が台湾のTSMCで生産されています。もし習近平が

トランプを説得し、台湾への140億ドル規模の武器売却を保留させるか、台湾海峡の現状変更を黙

認させる代わりにH200の購入を許可する取引が成立したら? グローバル半導体サプライチェーンの

心臓が中国の手に渡りかねないシナリオでした。

Lowy Instituteの分析はこの点を正面から取り上げました。「米国のCEO訪問団は、中国市場への

渇望と中国体制への恐怖が共存する、アメリカ資本主義の矛盾を凝縮している。その矛盾の交差点

に台湾がある。」
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米国企業は中国という巨大市場を欲しながらも、その市場の内側に潜むリスクを恐れていました。

レッドカーペットの上で笑顔で握手を交わしつつ、バーナーフォンでしか通話せず、ファラデーケー

ジにスマートフォンを封じ込め、SNSに一行の投稿もできない訪問。トランプは彼らを背景に「ア

メリカは戻ってきた」と宣言しようとしましたが、その背景に立った人々は、北京の見えない監視

網の前で息を殺していたのです。

17人のCEOが北京を訪れた後、市場ではこの訪問が成功だったのか失敗だったのかを巡って議論が

巻き起こりました。ボーイングは500機ではなく200機の受注にとどまりました。NVIDIAのH200

は米国が許可したものの、中国は購入していませんでした。テスラのFSD承認は依然として保留中

でした。100%単独出資の金融ライセンスは約束のみで、実行は不透明でした。

この訪問団の意味を理解するには、成功と失敗の二分法から抜け出さなければなりません。16兆

7,000億ドルの資本の力が北京を訪れたこと。それはアメリカが中国なしでは回らないという事実

の告白であり、同時に中国がアメリカの資本なしでは望む速度で成長できないという現実の確認で

もありました。相互依存と相互不信が、一つのテーブルに着いたのです。ファラデーケージとバー

ナーフォンは、その不信の物理的証拠でした。

一つの問いが残ります。ジェンスン・フアンが大統領専用機を降り、人民大会堂の赤い絨毯を踏ん

だとき、彼のバックパックの中には何が入っていたのでしょうか。輸出規制緩和の提案書だったの

か。それとも中国が拒否することをすでに知りながら差し出す、形ばかりのカタログだったのか。

米商務省は許可を出し、中国は購入を拒みました。二つの大国の間で、AIチップは商品であること

をやめ、武器になりました。その武器がどこを向くのか。まだ決まっていません。

前の章

次の章
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第7章 水と火の間の2,300万人

前の章

次の章

導入場面: ホワイトハウス声明文174語の中から消えた単語「台湾(Taiwan)」

引用出典: A. ホワイトハウスReadout(2026.5.14)、米国務省、ペンタゴン B. 中国外交部Readout、

新華社通信、CCTV C. Foreign Policy、CEPA D. 国立外交院、朴元坤（パク・ウォンゴン、梨花女

子大学）、世宗研究所 E. NHK、BBC、Financial Times

174語。ホワイトハウスが2026年5月14日、北京首脳会談直後に全世界へ配信した声明文

(Readout)の全量です。貿易委員会、農産物購入、フェンタニル規制、ホルムズ海峡。アメリカの

短期的な経済利益に直結する案件が漏れなく並んでいました。ところが、この文書を最初から最後

まで読んでも、ある一語が見当たりませんでした。「台湾(Taiwan)」。「台湾海峡(Taiwan Strait)」

。一度も登場していなかったのです。

同じ時刻、北京では正反対のことが起きていました。新華社通信とCCTVが全世界に打電した中国側

の声明文には、習近平主席の発言が長文で掲載されており、その中心に台湾がありました。二つの

声明文を左右に広げてみると、一方には「台湾」という文字があふれ、もう一方には空白だけが広

がっていました。外交において沈黙は同意の別名だと言われます。人民大会堂の閉ざされた扉の向

こうでその日何が起きたのか、二枚の紙が語っていたのです。

2時間15分。両国首脳が密室で向かい合っていた時間です。

トランプ大統領はボーイング機、牛肉、大豆、貿易委員会、投資開放、いわゆる5B(Boeing, Beef,

Beans, Board of Trade, Board of Investment)という請求書を手にテーブルに着きました。習近平

主席の視線は別の方向に据えられていました。台湾。貿易関税や技術規制とは異なり、いかなる利

益とも交換できない、中国共産党の体制正統性がかかった問題でした。

中国外交部が公開した声明文によれば、習主席はトランプ大統領の目をまっすぐ見据えてこう述べ

ました。「台湾問題は中米関係において最も重要な案件である(台湾��是中美�系中最重要的��)

。これを適切に処理すれば両国関係は全般的な安定を維持できるが、誤れば二国は衝突(Clashes)し、

さらには対抗(Conflicts)に至り、中米関係全体を危険な境地(Great jeopardy)に追い込むことにな

る。」

1979年の米中国交正常化以降、中国の指導者がアメリカ大統領の面前で「衝突」という語を口にし

たことがあったか、思い出してみてください。2017年11月、トランプの最初の訪中時に習主席が

故宮で用いた表現は、「米国側が中米関係が妨害される(受到干擾)ことを避けるよう望む」でした。

妨害。干渉。外交的に角の取れた言葉です。9年後、人民大会堂のテーブルに載った言葉は違ってい

ました。衝突(Clashes)。対抗(Conflicts)。危険な境地(Dangerous)。戦争の可能性まで含意する語

彙でした。



42

習主席はそこで止まりませんでした。「台湾独立(台獨)と台湾海峡の平和は水と火のように相容れ

ない(水火不容)。」水と火は同じ空間に存在できないというこの故事成語は、台湾に独立を志向す

る政治勢力(民進党政権)が存在する限り、海峡の平和的な現状維持は不可能だという宣言でした。

いつでも武力を行使する名分になるという意味でもありました。

「台湾海峡の平和と安定を維持することが中米両国にとっての最大公約数(最大公約數)である。」

習主席は続けて「米国は台湾問題の処理において、必ず慎重に、そしてさらに慎重でなければなら

ない(慎之又慎)」と述べました。命令に近い語調でした(新華社通信 2026.5.14)。論理構造をほど

くとこうなります。平和を望むのか。ならば台湾に武器を売るな。独立勢力を支援するな。平和と

台湾支援、二つを同時に手にすることができないよう、アメリカの選択肢を狭めてしまったのです。

この9年で何が変わったのか。中国海空軍の近代化がありました。イラン戦争の泥沼にはまり弾薬と

兵器が枯渇した米国の脆弱性もありました。北京はその両方を正確に計算していました。Foreign

Policyはこの場面についてこう分析しています。「習近平はアメリカの軍事的空白を読み取り、台

湾問題を交渉カードではなく最後通牒の領域に引き上げた」(Foreign Policy, 2026.5.15)。

この会談の事前舞台裏で何が起きていたのか、見てみましょう。

アメリカは数十年にわたり、いわゆる「戦略的曖昧性(Strategic Ambiguity)」を維持してきました。

台湾独立に対して「支持しない(Does not support)」という表現を使い続けてきたのです。この言

葉は現状維持を好むという意味であって、台湾が独立を宣言した場合にアメリカが必ず反対する、

あるいは台湾を見捨てるという意味ではありませんでした。

首脳会談を前にして、中国の高官外交官たちと王毅外交部長はマルコ・ルビオ米国務長官らに全方

位的な圧力をかけていました。要求は明確でした。トランプ大統領が公の場で台湾独立を「反対す

る(Opposes)」と発言せよ、というものでした。

「支持しない」と「反対する」。語一つの違いです。しかし外交文書でこの語が変われば、2,300

万人の台湾国民と国際社会に発信されるシグナルはまったく別物になります。「アメリカはもはや

台湾の主権的な行動を容認せず、中国の統一意志の前に退いた」というメッセージになるのです。

習近平がトランプの口を通じてこの発言を引き出そうとした理由がありました。台湾内部の抵抗意

志をくじき、日本やフィリピンなど第一列島線(First Island Chain)に位置する米国の主要同盟国に

「アメリカの安全保障の傘はいつでも破れうる」という恐怖を植え付けようとしたのです。

CEPA(Center for European Policy Analysis)のアナリスト、エドワード・ルーカスはこう書いてい

ます。「Does not supportからOpposesへの転換は、外交文法の修正ではなく同盟構造の修正であ

る」(CEPA Brief, 2026.5.16)。BBCはこの語の攻防について「台湾の運命が英語の動詞一つにかかっ

ている」と報じました(BBC, 2026.5.15)。

習近平はこの台湾問題を、自らが新たに提唱した「中米建設的戦略安定関係(Constructive

relationship of strategic stability)」という枠組みの中に封じ込めました。中国官営メディアは一

斉に、両国首脳が今後3年以上の長期的な中米関係の指針としてこの「安定関係」に合意したと報道

しました。この枠組みに従えば、米中は貿易、技術、気候変動などで協力するものの、あらゆる安

定の大前提はアメリカが台湾というレッドラインを越えないことにあります。ボーイング機200機、

大豆と牛肉、イランに対する中国の裏面での仲介、レアアース輸出規制の12か月猶予。これらすべ
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てが、アメリカが台湾問題で中国の要求を受け入れた場合にのみ維持される条件付き取引になった

わけです。台湾はこの巨大な鳥かごの中で、自らの声を上げる場所を失いつつありました。

会談直後、記者たちの前で起きた場面を見てみましょう。

米国の記者たちがトランプ大統領に向かって矢継ぎ早に質問を投げかけました。「台湾問題につい

て協議しましたか」「台湾を防衛しますか」。トランプは微笑みを浮かべるだけで答えませんでし

た。中国側の警護員が記者たちを現場から押しのけました。NHKはこの場面をリアルタイムで中継

し、「トランプ大統領が台湾に関する一切の質問を拒否したのは今回が初めて」と報道しました

(NHK, 2026.5.14)。

過去の外交慣行であれば、ホワイトハウスは即座に声明を発し、台湾関係法(Taiwan Relations

Act)と六項目の保証(Six Assurances)を根拠に、台湾海峡の平和と安定を維持するという揺るぎな

いコミットメント(Rock-solid commitment)を改めて表明したはずです。そのようなことは起きま

せんでした。

ホワイトハウスの174語の声明文。その背後には、すでに埃が積もり始めた書類の束がありました。

140億ドル(約2兆1,000億円)規模の台湾向け武器売却承認案件です。この武器売却案は2025年12

月に承認された110億ドル規模の売却に続く二番目の大型案件であり、米議会の事前承認まで済み、

トランプ大統領の最終署名を残すのみの状態でした。署名はなされませんでした。

なぜ保留されたのか、四つの層を見なければなりません。

第一の層は軍事的消耗です。2026年春、アメリカはイランとの戦争に深くはまり込んでいました。

ホワイトハウス国家安全保障会議(NSC)とペンタゴンの内部報告書によれば、イラン戦遂行の過程

で米国はトマホーク巡航ミサイル在庫の27%、パトリオット迎撃ミサイルの61%、THAAD(終末高

高度防衛)ミサイルの80%を消耗していました。これら先端兵器体系を再生産し備蓄を満たすには最

低6年かかります。ミサイル在庫が半分以上減った国が、台湾海峡で中国を抑止できるでしょうか。

核心弾薬が底をついた状態で、しかも兵器誘導装置や永久磁石に必要なレアアース(Rare Earths)ま

で中国が輸出を規制している状況で、台湾に大規模な先端兵器を引き渡して中国を刺激する余裕は

トランプにはありませんでした。

第二の層は六項目の保証の破棄です。トランプはエアフォースワンの機内で記者団にこう語りまし

た。「習近平主席は我々が台湾に武器を売らないことを望んでいるだろう。私はその問題を彼と協

議するつもりだ。」この一言が何を壊したか、指摘しなければなりません。1982年にロナルド・レー

ガン大統領が台湾に約束した六項目の保証の核心条項、「米国は台湾への武器売却に関して事前に

中国と協議(Consult)しない」という原則を正面から崩してしまったのです。Financial Timesは「レー

ガン以降44年間維持された米国の対台湾武器売却原則が、エアフォースワンの機内で一文で廃棄さ

れた」と評しました(FT, 2026.5.14)。

取引主義的(Transactional)な性向を持つトランプにとって、台湾は自由民主主義の前哨基地ではあ

りませんでした。イラン戦争によるインフレ抑制とボーイング機の輸出、大豆の輸出という請求書

を習近平に突きつける際に使える交渉チップだったのです。140億ドル分の武器書類を引き出しに

しまったまま、「イランを圧迫してホルムズ海峡を開き、我が農産物を買ってくれるなら、この武

器が台湾に届く速度を遅らせよう」という密かな駆け引きが行われていたのです。
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第三の層を見てみましょう。台湾内部の分裂です。

首脳会談の6日前、5月8日、台湾の立法院(国会)で起きた出来事が、この物語の方向を大きく変え

ました。頼清徳（ライ・チンドー）総統が要請した約400億ドル(約6兆円)規模の特別国防予算案が、

野党・国民党のボイコットにより3分の1の水準に削減されて可決されたのです。400億ドル規模が

およそ130億ドル台にまで切り詰められました。

米国務省とペンタゴンは台湾に「自らを防衛する意志はあるのか」と問いかけました。ホワイトハ

ウス内部では懐疑論が広がっていました。「台湾自身が防衛費を削り、国防を政争の道具にしてい

るのに、なぜ我々が中国との全面戦争を辞さず武器を急いで供与しなければならないのか。」習近

平はこの分裂を正確に突きました。トランプに対し「台湾の頼清徳政権は主流の民意を代弁できな

いトラブルメーカーにすぎない」と述べたとCCTVは報じています。台湾に個人的な愛着を持たない

トランプが、この論理を容易に受け入れられる構図でした。

第四の層はシリコンシールドの亀裂です。

かつて米国が台湾を死守しなければならなかった理由の一つがTSMCでした。世界の最先端半導体ファ

ウンドリ市場の90%超を握るこの企業が、台湾本島にあったからです。台湾は「シリコンシールド

(Silicon Shield)」を駆使してきました。1.4ナノメートルなど先端プロセスの工場は必ず台湾本島に

建て、米国や日本には一世代遅れの旧型工場しか提供しない。そうすることで、アメリカが台湾を

見捨てられない状況を作ってきたのです。

トランプ第二期政権がこの盾を砕き始めました。補助金と関税の脅しを武器にTSMCを圧迫し、米国

アリゾナ州フェニックスに1,500億ドル(約22兆5,000億円)を強制的に投資させ、最先端チップの

生産ラインを米国本土に引き込みました。台湾の核心的な技術資産が米国に移転すればするほど、

逆説的に、米国が台湾本島の存亡に命を懸ける理由は薄れていきます。トランプの頭の中にはこん

な計算がありました。「半導体技術はすでに持ってきている。台湾という領土そのものの地政学的

価値は、かつてほどではない。」

朴元坤（パク・ウォンゴン）梨花女子大学教授はこう分析しました。「TSMCのアリゾナ移転が台湾

の安全保障に及ぼす逆説的効果を過小評価してはなりません。アメリカが台湾の技術を吸収すれば

するほど、台湾を守る経済的インセンティブは弱まります。シリコンシールドは溶け始めているの

です」(国立外交院政策フォーラム発表、2026年5月)。

この話がソウルで、そして東京で読まれる理由に触れなければなりません。

台湾有事の際、韓国はどこに立つのか。日米韓の安全保障の枠組みの中で、在韓米軍の転用可能性、

韓国が取るべき立場。これらの問いは仮定ではなく、韓国の国防部と外交部が実際に検討している

シナリオです。

世宗研究所の分析によれば、台湾海峡で軍事的衝突が発生した場合、米国が在韓米軍の資産、烏山(

オサン)や平沢(ピョンテク)基地の戦略資産を台湾方面に転用しようとする可能性は排除できません。

韓国は「一つの中国」原則を尊重するという立場を維持しながら、同時に米韓同盟の核心的当事者

でもあります。李在明（イ・ジェミョン）政権が掲げる「戦略的自律性」が試される瞬間こそ、台

湾有事の時です。5月13日、ソウルでベッセント米財務長官と何立峰（ホー・リーフォン）中国国
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務院副総理を1時間の間隔を置いて接見した李在明大統領は、双方に異なるカードを差し出しながら、

韓国の自律的な外交空間を守ろうとしました。その空間が台湾有事においても維持できるかどうか

は、まだ試されていない問いです。

日本も同じ苦悩の中にあります。高市早苗（たかいち・さなえ）首相の政府は、台湾海峡の平和が

日本の安全保障と直結するという発言を繰り返し、これが中国の強い反発を招いてきました。韓国

と日本、第一列島線に並んで立つ二つの国が台湾問題で足並みを揃えられるかという問いに、答え

はまだ出ていません。

ここに北朝鮮という変数が重なります。米中が台湾をめぐって衝突すれば、朝鮮半島の戦略空間は

どう変わるのか。CCTVは今回の会談で朝鮮半島問題が言及されたと報じましたが、具体的な内容は

公開されていません。韓国外交部はトランプ訪中を機とした米朝首脳会談の可能性について、「準

備はほぼできていないと理解している」と明らかにしました。米中が台湾で協調すれば北朝鮮への

共同圧力が可能になりますが、台湾で対立すれば北朝鮮はその隙間に入り込みます。国立外交院の

ある研究委員はこう述べました。「台湾変数と北朝鮮変数は、韓国の安全保障において別々のファ

イルではなく、同じフォルダの中にあるのです。」

トランプが台湾への武器売却を保留したこと、174語の声明文から台湾を消したこと。これらの行

為が韓国に、そして日本に送っているシグナルを読まなければなりません。米国の安全保障上の約

束が取引の対象になりうるという事実は、台湾だけの問題ではないのです。米韓同盟も、日米同盟

も、その取引リストから免除される保証はどこにもありません。朴元坤教授はこの点をこう整理し

ました。「アメリカが台湾に対してしたことを、韓国に対してしないと信じるのは希望であって分

析ではない。」

習近平はトランプに向かって「衝突と対抗」という言葉を発し、トランプは沈黙で応じました。

140億ドルの武器書類は引き出しの中で埃を集め、台湾の立法院は国防予算を3分の1に切り詰め、

TSMCの最先端生産ラインはアリゾナの砂漠へ移りつつあります。パトリオット在庫の61%、

THAADの80%、トマホークの27%がイランの空の下で使われました。台湾海峡の中間線を越える

中国戦闘機の轟音は、毎日続いています。

台湾のある高官はブルームバーグのインタビューでこう語りました。「我々が最も恐れているのは、

台湾が習近平とトランプの交渉メニュー(Menu)に載ることだ。」

その恐怖は現実になりました。

「支持しない(Does not support)」が「反対する(Opposes)」へと移る臨界点はどこにあるのか。

その臨界点を越えた瞬間、変わるのは台湾だけではありません。第一列島線全体が揺らぎ、日本が

揺らぎ、韓国が揺らぎます。その瞬間は、9月の習近平のワシントン答礼訪問で訪れるかもしれない

し、11月の米国中間選挙の直前に訪れるかもしれません。

まだ誰もその日付を知りません。

前の章

次の章
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第8章 ホルムズ海峡の密約と中国の役割

前の章

次の章

第8章

ホルムズ海峡の密約と中国の役割

著者：金景珍（キム・キョンジン）

導入場面: 2026年5月14日、ホルムズ海峡東側の海面上をCOSCO所属の超大型タンカー「遠華湖」

号がイラン海軍の警告射撃を一発も受けることなく通過していく瞬間

引用出典: A. ホワイトハウスreadout、トランプFOXニュース・インタビュー（ショーン・ハニティ）

、ルビオ国務長官ブリーフィング、CENTCOM航行警報 / B. 中国外交部readout、環球時報、新華

社通信 / C. Al Jazeera、Eurasia Review、Foreign Policy、CEPA / D. 国立外交院、聯合ニュース、

毎日経済、韓国経済 / E. BBC、Bloomberg Asia、FT

「遠華湖」号は全長333メートルの超大型原油運搬船です。2026年5月14日、この船はイラク産原

油200万バレルを満載し、ホルムズ海峡の東端に沿ってゆっくりと抜けていくところでした。海峡

の両岸ではイラン革命防衛隊の高速艇が走り回り、米海軍第5艦隊所属の駆逐艦がレーダーを回し、

保険料の高騰に怯えた欧州や韓国籍のタンカー数十隻がオマーン湾に錨を下ろしたまま身動きの取

れない、そういう時刻でした。「遠華湖」号の船舶自動識別装置（AIS）は周波数を切っていません

でした。むしろ自らが中国籍の船舶であること、中国人船員が乗っているという情報を堂々と発信

し続けていたのです。

何も起きませんでした。

イラン海軍は「遠華湖」号に向けて警告射撃を行いませんでした。拿捕も、検問も、通行料の要求

もなし。船舶追跡データによれば、前後してCOSCOが運航する「COSPERレイク」号や「シ杭海」

号を含む10隻以上の中国船舶が、同じ方法で海峡を通過しています。封鎖された海峡に穴が開いて

いました。その穴は、中国国旗を掲げた船にだけ開いていたのです。

同じ時刻、北京の人民大会堂では、トランプと習近平が閉じた扉の向こうで向かい合って座ってい

ました。

二人が言葉を交わしている間、海の上では彼らの対話よりもはるかに率直な現実が展開していまし

た。外交官の言葉は何重もの包装を経ますが、船の航路は嘘をつけません。「遠華湖」号が海峡を

抜けた事実、そして同時刻にギリシャ籍タンカー2隻がオマーン湾の錨泊地で45日間足止めされて

いた事実。この二つは、人民大会堂の中で交わされた言葉の重さを量る秤でした。

会談直後にホワイトハウスが公表した通告文（readout）には、鮮明な一文が刻まれていました。両

国首脳が「エネルギーの自由な流れを支えるため、ホルムズ海峡は必ず開放されなければならない

（must remain open）」ことに合意した、という内容です。同じ文書に「イランは決して核兵器を
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保有することはできない（can never have a nuclear weapon）」という表現も含まれていました。

いずれも断定的な語調で書かれており、英文readoutで

must

と

can never

という助動詞が使われた点を外交専門家たちは注目しました。修辞的表現ではなく、合意の内容と

して読ませることを意図した文章だったわけです。

トランプはその日の夜、FOXニュースのショーン・ハニティとのインタビューでこの合意を誇らし

げに語りました。「習主席は交渉の妥結を望んでいた。彼は

私にできることがあれば喜んで助ける

と申し出た。」トランプはそこで止まりませんでした。「中国がイランに軍事装備を提供しないと

約束した。極めて重大な声明（That's a big statement）だ。」ルビオ国務長官はさらに踏み込み

ました。中国がホルムズ海峡の軍事化とイランの通行料（toll）徴収に反対する立場を明確にしたと

し、この合意を首脳会談の核心的成果として掲げたのです。

ホワイトハウスの発表文だけ読めば、米国が巨大な外交的勝利を収めたように見えます。

中国外交部の発表文を開いてみると、景色が変わります。「ホルムズ海峡」という言葉そのものが

ありません。「イランの核兵器」という表現も登場しません。中国側の声明は「両国首脳が中東、

ウクライナ、朝鮮半島等の主要な国際的・地域的問題について意見を交換した」と記しただけです。

一方は合意の内容を書き、もう一方は合意があったという事実すら書かなかった。同じ会議室から

出てきた二枚の紙が、別々の会談を記録していました。

この非対称には理由がありました。習近平はトランプに聞きたい言葉を渡しましたが、その言葉が

自国の公式文書に刻まれることは許しませんでした。中国がイランという「包括的戦略パートナー」

を米国の要請に従って圧迫したという記録が残れば、グローバルサウス諸国の間で中国が築いてき

た「大国の干渉に抗するパートナー」というイメージが損なわれます。王毅（おうき）外交部長と

駐イラン中国大使がテヘランと維持してきた非公開チャンネルの信頼も揺らぎます。新華社通信は

会談結果を報じる際に「両国首脳が二国間関係と共通の関心事である国際問題について深い意見交

換を行った」という一文で、ホルムズもイランもすべて飲み込みました。習近平はトランプに「贈

り物」を渡しましたが、領収書は自分の手元に残したのです。

「コストなき譲歩」という言葉が外交界で飛び交いました。この表現を最初に使ったのはEurasia

Reviewの5月15日付分析コラムで、その要旨はこうです。習近平がトランプに約束した二つ、すな

わちイラン核武装への反対とホルムズ開放への支持は、中国が数十年にわたり維持してきた既存の

立場（long-standing position）を繰り返したにすぎない、と。

事実関係を辿れば、そのとおりです。中国はイランが包括的戦略パートナーであっても、実際に核

兵器を手にすることには一貫して反対してきました。理由は中国自身の利益にありました。核武装
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したイランは中東全域に核のドミノを引き起こしかねず、そのドミノの最初の牌はサウジアラビア

です。サウジは中国の一帯一路（Belt and Road）プロジェクトの要であり、中国が夢見る「ドル離

脱、人民元決済」原油市場の実験台でもあります。イランの核保有がサウジを核開発へ追い込めば、

湾岸王政国家全体が不安定化し、中国が中東に敷いてきた経済インフラの基盤が揺らぎます。UAE、

クウェート、カタールにまで広がる核競争は、中国の望む未来ではありません。

ホルムズ海峡の封鎖もまた、中国にとっては災厄でした。中国の原油輸入の半分以上がこの海峡を

通過します。一日約1,100万バレルの原油を輸入する世界第1位の原油輸入国にとって、海峡の封鎖

は経済の心臓部に血栓が生じるのと同じ事態です。海運運賃が暴騰すれば中国製工業品の輸出競争

力が落ち、原材料価格の上昇は不動産危機と若年失業にすでに喘ぐ中国の内需経済にさらなる打撃

を与えます。

習近平はどのみち自国の利益に合致する立場をトランプに伝えたに過ぎませんでした。イランの核

武装に反対することも中国の利益であり、海峡を開くことも中国の利益です。新たな約束をしたの

ではなく既存の利益を再確認しただけなのに、その見返りとして関税引き下げ協議の開始、AI半導

体規制の議論、台湾問題における米国の自制という、はるかに重いものを手に入れたことになりま

す。

Foreign Policyのあるコラムニストはこの構図をこう描写しました。「習近平は空の封筒を渡して

贈り物だ

とトランプに告げ、トランプはその封筒をカメラの前で広げて見せた。」

CEPA（Center for European Policy Analysis）は5月16日付の分析で、もう一歩踏み込みました。

中国がホルムズ問題で「助力する」というジェスチャーを見せたのは、欧州に対してもメッセージ

を送る行為だった、と。ホルムズが閉じれば欧州のエネルギー供給も揺らぎます。中国がイランに

影響力を行使して海峡を開けられることを示せば、欧州は中国を「危険な競争相手」としてだけ見

ることができなくなります。少なくともエネルギー安全保障という一軸においては、中国が「必要

なパートナー」になるのです。習近平の一言がワシントンとブリュッセルの双方に同時に作用する

構造でした。

トランプにとって、その封筒が空だったかどうかは副次的な問題だったかもしれません。2026年2

月28日に開始されたイラン空爆作戦「エピック・フューリー（Operation Epic Fury）」は短期戦を

想定していましたが、イラン革命防衛隊は崩壊するどころかホルムズ海峡の全面封鎖で応じました。

CENTCOM（米中央軍）が海峡付近に航行警報を発令した後、国際海運保険市場でホルムズ通過船舶

の戦争保険料（war risk premium）は船舶価値の2%を超えました。ブレント原油はバレル当たり

117ドルを突破し、米国内のガソリン価格はガロン当たり5ドルを超えたのです。

11月の中間選挙まで6か月。原油価格と支持率が反比例するという事実を、トランプ以上によく知

る人間はそう多くありません。2024年の大統領選で「ガソリン価格をガロン当たり2ドルに下げる」

と公約した大統領が、ガロン当たり5ドルを目の前にしていました。エアフォースワンに乗り込む前

まで「イラン問題は我々自身でコントロールしており中国の助けはまったく必要ない（We don't 

need it at all）」と述べていた彼が、会談後には習近平の「助力の申し出」をテレビの前で誇示し

た。その間には6,500キロメートルの太平洋と同じくらい広い溝がありました。
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原油60万バレル。一日あたりです。

会談の前後に、中国は米国産原油の購入をひっそりと再開しました。規模は日量約60万バレル（

600,000 barrels per day）。当時の市場価格で計算すれば毎月約100億ドル、韓国ウォンに換算す

ると約13兆ウォンに相当するキャッシュフローが、テキサス、ルイジアナ、アラスカの精油施設へ

方向を転じたことを意味します。トランプはインタビューで「中国はテキサス、ルイジアナ、アラ

スカに船を送って原油を買っていく」と述べ、これを「偉大な取引」の成果として掲げました。

この60万バレルという数字は、文脈の中に置かなければ重みが見えてきません。2018年に米中貿

易戦争が始まる前、中国は米国産原油を日量約30万バレル購入していました。その後、相互関税の

報復が激化するにつれ、中国の米国産原油購入は事実上ゼロに近い水準まで落ち込みました。60万

バレルは貿易戦争以前の水準の2倍です。一気にこの規模へ跳ね上がったことはエネルギー市場にお

いて意味ある信号であり、Bloomberg Asiaは「北京がテキサスに現金を注ぎ込んでいる」という表

現を用いました。

エネルギーアナリストたちの計算はこうでした。中国による米国産原油の大量購入とイランへの外

交的圧力が噛み合ってホルムズ海峡の危機が緩和されれば、ブレント原油価格はバレル当たり10ド

ルから15ドル下落しうる。その場合、60日以内に米国のヘッドラインインフレ率（CPI）が0.3か

ら0.4ポイント低下する。この数値を別の言い方に換えれば、トランプが貿易戦争で中国製品に課し

た関税を全廃するよりも、物価をより速く、より大きく引き下げる効果です。連邦準備制度（Fed）

が1回利下げするよりも体感効果が即座に出るという分析もありました。

米国のエネルギー産業の地形において、この取引が持つ意味は数字の向こう側にありました。テキ

サスのパーミアン盆地（Permian Basin）のシェールオイル生産業者は、2025年下半期から原油価

格の下落と過剰生産の懸念に苦しんでいました。中国という巨大な需要先が再び開かれるというこ

とは、テキサスとルイジアナのシェール産業に息吹を与えるものであり、この地域は共和党の中核

支持基盤でした。トランプはエネルギーを売って貿易赤字を縮小し、同時にガソリン価格を安定さ

せ、共和党支持層の財布を潤す方程式を一挙に手に入れたのです。その方程式を差し出したのは北

京でした。

ところが、60万バレルという数字には影がありました。

過去数年間、イラン経済を支えてきた唯一の命綱は中国でした。世界中がイランを制裁する中でも、

中国は毎日約138万バレルから160万バレルのイラン産原油を買い続けていました。マレーシア海

域などで船舶間の瀬取り（ゴーストフリート）方式を用い、イラン産原油の産地をロンダリングし

た上で中国の精油所へ送り込んでいたのです。このオペレーションは精巧でした。イランのタンカー

が原油を積んでマラッカ海峡付近まで来ると、そこで中国籍またはマレーシア籍の船舶に原油を積

み替えます。積み替えた船舶のAIS記録には「マレーシア産原油」と記されました。同じ油が名前を

変えて、中国山東省の独立系精油所（ティーポットリファイナリー）に到着するのです。

決済は100%人民元（元）で行われ、この資金は革命防衛隊の戦争遂行能力、ミサイル生産ライン、

そして164万平方キロメートルに及ぶ領土を統制する国内治安費用へと流れていきました。イラン

の2025年原油輸出収入のうち、中国が占める割合は推計90%を超えています。事実上の独占的顧

客でした。
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中国が米国産原油60万バレルを購入するということは、イランから購入していた量をその分だけ削

減するか、支払いを先延ばしにするか、あるいはイラン産原油の価格交渉でより過酷な条件を突き

つけるか、そのいずれかを意味します。中国の精製設備の容量は無限ではありません。米国産原油

が60万バレル入ってくれば、その分のスペースは別のどこかから空けなければならない。その「別

のどこか」がイランであるほかない構造です。

Bloomberg Asiaはこれを「財布で殴る拳（a fist made of a wallet）」と表現しました。米海軍の

空母打撃群がトマホークミサイルを浴びせても開けられなかったホルムズ海峡を、中国は購買発注

書一枚で揺さぶることのできる立場にあった。空母は海を支配できますが、イランの意志を変える

ことはできませんでした。原油代金こそが、イランの意志を動かすことのできる唯一の通貨だった

のです。

イランの軍部強硬派がいくら「米帝国主義に対する聖戦」を叫んでも、ミサイル部品を買う金が涸

れれば戦争は続けられません。ドローンを飛ばす予算が底を突けば、ホルムズ海峡に高速艇を配備

する燃料すら調達できなくなります。革命防衛隊傘下のコッズ部隊（Quds Force）がシリア、レバ

ノン、イエメンの代理勢力に送る資金も、結局は中国がイラン産原油を購入する代金から出ていま

す。中国はイランの最大顧客であり事実上唯一の原油購入者であり、その事実自体がいかなる軍事

力よりも鋭い梃子でした。

王毅（おうき）・イラン非公開チャンネル

王毅外交部長と駐イラン中国大使がテヘランと維持してきた非公開チャンネルが、この時期にどれ

ほど忙しく稼働していたかについては、いまだ公開された文書はありません。Al Jazeeraの5月中旬

の報道は「イランのアッバース・アラーグチー外相が北京首脳会談の直前に中国側と接触した」と

伝えましたが、対話の具体的内容は確認されていません。FTは「王毅が4月末からイラン側と数回

のビデオ通話を行ったとの情報が外交界で広まっている」と報じましたが、これもまた匿名の情報

源に基づくものでした。

確認できるのは結果だけです。海峡で起きた「選択的通行（selective opening）」という異様な現

象そのものが、王毅・イランチャンネルの産物だという推定は、複数のアナリストの間で共有され

ていました。このチャンネルの存在自体は新しいものではありません。2023年3月、中国が仲介し

たサウジ・イラン関係正常化合意は、まさにこのチャンネルを通じて実現しました。王毅はあのと

き、サウジのムサイド・アルアイバーン国家安全保障顧問とイランのアリー・シャムハーニー安全

保障最高評議会書記を北京に招いて握手させています。その経験がある以上、イランも王毅の電話

を無視するわけにはいかなかったでしょうし、王毅もイランに対する自らの影響力がどこまで及ぶ

か感触を掴んでいたはずです。

イランの側から見れば、中国の要請を完全に拒否することは自殺行為に近い。米国の制裁下でイラ

ン経済を支えているのは中国の原油購入代金であり、イランリアルの価値を下支えしているのは中

国との人民元決済システムです。中国が原油輸入を削減するか、人民元決済を遅延させるだけで、

イラン経済は数か月以内に危機に陥ります。イランの選択は「中国の要請を聞くか、拒否するか」

ではなく、「どこまで聞くか」でした。
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選択的通行という妥協案は、イランにとっても悪くはなかったのかもしれません。ホルムズ海峡を

完全に封鎖すれば、イラン自身の原油輸出も止まるからです。中国船舶にだけ門を開けることで、

イランは二つのものを同時に得ました。米国と西側に対する封鎖の脅威を維持しつつ、自国の原油

を運び出す中国船舶の通行は確保する、というわけです。

ホルムズ海峡で起きたことを整理すると、こうなります。

米海軍第5艦隊が空母を展開していたにもかかわらず、海峡は開きませんでした。イランは全面封鎖

を宣言し、通行料を要求していました。欧州籍、韓国籍、日本籍のタンカーはオマーン湾に足止め

されていました。保険料が高騰し、用船料が暴騰し、到着遅延に伴う違約金が積み上がっていきま

した。

ところが、中国籍の船舶だけが抜けていったのです。「遠華湖」号、「COSPERレイク」号、「シ

杭海」号。これらの船はAISを切って密かに通過したのではありません。逆でした。自分が中国の船

であるという事実を積極的に発信しながら通り抜けていったのです。イラン海軍はこれらを完全に

無視しました。

この光景は二つのことを同時に示していました。中国がイランに対してどの程度の影響力を持って

いるのか。そして米国の軍事力がこの海峡でどのような限界に直面しているのか。BBCはこの光景

を報じる際に、「世界最強の海軍が開けられなかった扉を、外交官の電話一本が開けた」という趣

旨の分析を掲載しました。FTはより冷静に「ホルムズ海峡の鍵がどこにあるかを示した一日（a

day that showed where the key to Hormuz lies）」という見出しを付けました。

この光景が何を意味するか、トランプがどう読み取ったかは定かではありません。彼がテレビで語っ

たのは「習主席が助けると言った。そして実際に助けている」という物語でした。習近平がこの光

景をどう読み取ったかも定かではありません。中国の国営メディアのどこにも「COSCO船舶がホル

ムズを無事通過した」という報道は見当たりませんでした。環球時報はホルムズ関連の記事を一切

掲載せず、新華社通信の首脳会談報道にも海峡の話は抜け落ちていました。見せはするが、語らな

い。それが北京のやり方でした。

韓国に目を転じると、風景はかなり異なります。

韓国は原油輸入量の70%以上を中東に依存しています。ホルムズ海峡が塞がれば、SKイノベーショ

ン、GSカルテックス、現代オイルバンク、エスオイルの精油施設が打撃を受け、韓国ガス公社の

LNG調達価格が乱高下します。2026年2月のイラン戦争開始以降、韓国精油各社の原油調達にかか

る保険料は戦争前比で3倍以上に跳ね上がったと毎日経済が報じました。聯合ニュースによれば、韓

国籍タンカー2隻がオマーン湾で10日以上待機した事例も確認されています。

韓国経済の報道によると、SKイノベーションはホルムズ封鎖以降、米国産原油（WTI Midland）の

調達比率を全体の15%から25%に引き上げる案を検討し始めました。GSカルテックスはカザフス

タン産原油（CPC Blend）の調達量を拡大する契約を進めており、現代オイルバンクは西アフリカ

産原油の調達先を多角化していました。戦争が韓国精油産業の調達地図を塗り替えていたのです。

しかし、この多角化には限界がありました。韓国の精油所の設備は中東産の重質油に合わせて設計

されており、米国産の軽質油や西アフリカ産原油に急激に切り替えれば、精製マージンが低下する

のです。
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米中首脳が「ホルムズ開放」で合意したという報せは韓国のエネルギー業界に安堵をもたらしまし

たが、同時に居心地の悪い問いを残しました。海峡の門が中国船舶にだけ開くのであれば、韓国船

舶はどうなるのか。中国がイランとの非公開チャンネルを通じて「選択的通行」を管理する構造が

定着すれば、韓国の原油需給は結局、北京の善意に頼る構造になります。韓国が中国に半導体を売

り、中国がホルムズ通過を保証するという交換が成り立つならば、韓国外交の自律性はもう一段狭

くなります。

国立外交院のある研究委員は非公開セミナーで、「ホルムズ海峡封鎖事態は、韓国がエネルギー安

全保障において

二重依存

に陥っていることを露呈させた」と指摘しました。原油そのものを中東に依存し、その原油が通過

する海上ルートの安全を米中関係に依存する構造。二つの依存が重なっているのに、どちらも韓国

が直接コントロールできない変数だ、というのです。米国の軍事力に頼って海峡を開くこともでき

なければ、中国の外交力に頼って海峡を開くこともできない。両方とも他人のカードという構造で

す。

李在明（イ・ジェミョン）政権が「国益中心の実用外交」と「戦略的自律性」を掲げ、米中間で案

件ごとの連帯を追求してきたのは事実です。5月13日にはベッセント米財務長官と何立峰（かりつ

ほう）中国副総理が相次いでソウルを訪れ、李在明大統領と1時間間隔で会談しました。韓国が米中

の事前協議の舞台として機能しているという事実は、外交的資産でした。しかし、ホルムズ海峡事

態は「案件ごとの連帯」の物理的限界を示しました。エネルギー安全保障という案件では、韓国が

連帯できる相手は米国でもあり中国でもあるのに、両国がこの案件でそれぞれ別のカードを切り、

別のゲームをしていたからです。米国は軍事力で海峡を開こうとして、失敗しました。中国は経済

的影響力で海峡の一部を開き、成功しました。韓国はどちらのアプローチにも入り込む余地がなかっ

たのです。

この合意が実際に機能するかどうかは、また別の問題です。

習近平がトランプに渡した約束、すなわちイラン核武装への反対と海峡開放への支持という二つは、

中国の既存の立場を繰り返したものだと先に指摘しました。問題は「既存の立場」というものが同

時に「イランがすでに聞いて無視してきた言葉」でもあるという点です。Eurasia Reviewの分析に

よれば、中国がイランの核開発に反対の意思を示したのは、過去20年間の国連安保理決議の投票を

含めて数十回に及びます。イランはその反対を承知の上で、ウラン濃縮度を60%まで引き上げ、

IAEA査察官のアクセスを制限しました。

中国の対イラン影響力は果たしてどこまで及ぶのか。原油購入の削減や代金支払いの遅延といった

経済的圧力は効果がありうるでしょう。しかし、イラン革命防衛隊の戦争意志を挫けるかどうかは

別次元の問いです。革命防衛隊はイラン正規軍とは別に動く準国家的組織であり、独自の経済ネッ

トワークを有し、イデオロギー的動機で動く集団です。イラン経済の20̃40%を革命防衛隊傘下の

企業群が掌握しているとの推計があり、これらの企業は中国の原油代金とは別の独自の収入源を持っ

ています。資金の蛇口を絞めることでこうした組織の行動を変えられるかについて、Foreign Policy

のあるコラムは「ここでの楽観は希望であって分析ではない（Optimism here is hope, not
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analysis）」と記しました。

トランプの側でも、この取引の耐久性は不確かです。米国産原油を日量60万バレル購入するという

中国の約束は、米中関係が再び悪化した瞬間に撤回されうる性質のものです。関税交渉が行き詰ま

るか、台湾海峡で緊張が高まるか、11月の中間選挙後にトランプが対中強硬路線へ舵を切れば、中

国は米国産原油の代わりに再びイラン産原油を増やすことができます。60万バレルは合意ではなく、

条件付きの意向に近いものでした。署名もなければ、履行期限もなく、違反時の制裁もありません

でした。

北京から戻ったトランプは、エアフォースワンの機内でこの取引に「10点満点中12点」をつけまし

た。習近平はいかなる点数もつけませんでした。中国の国営メディアのどこにも、ホルムズ合意に

対する自己評価は見当たりません。環球時報は首脳会談全体について「建設的かつ生産的な対話」

という常套句を用いるだけでした。

一方は点数をつけて誇り、もう一方は沈黙しました。外交においてこうした非対称が現れたとき、

どちらがより多くを得たかを判断する古い基準があります。声高に語る側ではなく、静かな側を見

よ、と。

習近平が静かだった理由を推測するのは、この本の役割ではありません。確認できる事実だけを記

します。中国は自国の利益に合致する既存の立場を繰り返す見返りとして、関税協議体の発足、半

導体輸出規制の議論、台湾に関する米国の言辞の変化を引き出しました。米国はホルムズ開放の約

束と原油購入の約束を得ましたが、いずれの約束にも履行期限も、違反時の制裁も、検証メカニズ

ムも明記されていませんでした。

そしてホルムズ海峡ではCOSCOのタンカーが依然として通過し続けており、韓国籍タンカーは依然

としてオマーン湾に足止めされていました。

この章の冒頭で見た「遠華湖」号は、5月14日に海峡を無事通過した後、中国の寧波港へ向かいま

した。イラク産原油200万バレルを満載にして。その油が中国の精油所で精製されてプラスチック

になり、合成繊維になり、アスファルトになる頃、米国産原油を積んだ別のCOSCO船舶がテキサス

のコーパスクリスティ港を出て太平洋を渡り始めているはずです。60万バレルずつ。毎日。

海峡の鍵が誰の手にあるかは、はっきりしました。はっきりしないのは、その鍵の持ち主がいつ、

どのような条件で、誰のために扉を開け閉めするのかということです。韓国籍タンカーはその答え

が出るまで待たなければなりません。中国がイランとどんな対話を交わしているのか、その対話に

韓国のエネルギー安全保障が変数として組み込まれているのかどうか、オマーン湾の錨を揚げられ

る日が中国船舶よりどれだけ遅れるのか。5月15日現在、誰も教えてくれていません。

前の章

次の章

弁護士 · 元国会議員 · AI政策研究者

kimkj.com
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第9章 貿易取引の真実：ボーイング200機と大豆輸入の裏側

前の章

次の章

導入場面：2026年5月14日、ボーイング株4.1%急落直後のシカゴ本社会議室

引用出典：ホワイトハウス発表文、USTR ジェイミソン・グリア代表発言、ロイター、ブルームバー

グ、新華社通信、中国外交部、Foreign Policy、CEPA、世宗研究所、チェ・ウンジュ（韓国航空宇

宙研究院）、聯合ニュース、日経新聞、Financial Times

シカゴのダウンタウン、ノースリバーサイドプラザ。2026年5月14日午前9時32分、ニューヨーク

証券取引所の寄り付き直後、ボーイング本社18階の会議室で一人の幹部がスクリーンを睨みつけて

いました。株価グラフの赤い線が急な角度で下落しています。4.1%。数字は5%に迫り始めていま

した。北京から届いた知らせは、本来なら「朗報」のはずでした。大統領みずから発表した200機

の航空機購入合意。9年近く凍りついていた対中販売が動き出す瞬間だったのですから。

ところが市場は、祝砲ではなく投げ売りで応じました。

この4.1%の下落幅が物語る内容は、トランプがエアフォースワンの機内で記者団に誇った「10点

満点中12点」という発言が覆い隠しているものと、まさに同じです。

500機を待っていた人々

ボーイングの新任CEO、ケリー・オートバーグがみずから北京行きの大統領専用機に乗り込んだと

き、ウォール街はすでに答えを決めていました。500機。ロイター通信と航空業界専門メディアが

数ヶ月にわたり報じてきた数字です。737 MAXとワイドボディ機を含む超大型契約が間近に迫って

いる、と。GEエアロスペースのラリー・カルプCEOまで中国国家発展改革委員会本部に姿を見せた

のですから、市場の確信は当然のものでした。

根拠もありました。2017年11月、トランプが第1次訪中した際、中国はボーイング機300機、帳簿

価額ベースで約370億ドル規模の購入書類に署名しています。あの時トランプは歴史的な外交的贈

り物を受け取ったと喜びました。その後、およそ9年にわたる氷河期が続きます。2018年の米中貿

易戦争、737 MAX墜落事故、コロナ禍が重なり、中国はボーイング機の購入を全面的に停止しまし

た。

その長い空白の間に起きたことがあります。中国の主要6社の航空会社が、直近6ヶ月だけでエアバ

スA320系列を356機も買い集めたのです。ボーイングは完全に蚊帳の外に置かれ、中国民間航空市

場でのシェアは下がり続けていました。

つまり500機という期待値は、根拠のない数字ではなかったのです。9年分の積み上がった潜在需要、

300機超の前例、2社のCEOが同時に北京入りした事実。これらすべてが市場に「今回は大きく動く」

というシグナルを送っていました。

200機の発表を受け、市場は0.3秒で計算を終えました。期待値の40%。足りません。
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数字の裏に欠けているもの

200機という数字より投資家を不安にさせたものがありました。欠落している情報です。

機種が公表されていません。737 MAXなのか、787ドリームライナーなのか、777Xなのか。引き

渡し時期もありません。来年から順次納入するのか、5年かけて分割するのか。価格条件は言うまで

もありません。確定価格（Firm pricing）ではなく、交渉中という意味ですから。

商業的に解釈すれば、これは確定発注書（Firm order）ではありません。意向書に近いものです。

外交的状況が変われば撤回されるか、無期限に延期される類の約束です。2017年の300機契約も結

局完全には履行されないまま、貿易戦争の波に飲まれたという事実を、市場は覚えていました。

200機。機種未定。納期未定。価格未定。株価4.1%下落。これが北京から突きつけられた請求書の

実態でした。

9,000機という数字が意味すること

ロイターの長期予測によれば、中国は2045年までの今後20年間に約9,000機の新規旅客機を必要

とします。地球上のどこを探しても、これほどの航空市場はありません。200機はこの9,000機の

わずか2.2%に当たります。習近平はこの破片を精密に削り出し、トランプに手渡したわけです。

トランプが「200 big ones」と自慢できる程度には大きく、しかし米国航空産業が安堵するには到

底足りない量。この数字の設計者が誰なのかは明白です。北京でした。

中国にも事情はありました。独自開発した中型旅客機C919の量産を推進していましたが、現実は目

標に大きく届いていませんでした。2024年のC919生産目標は30機でしたが、実際の納入はわずか

13機にとどまりました。自国の生産能力が急増する国内需要に追いついていないのです。中国は西

側の航空機を買わざるを得ない立場にありました。

それにもかかわらず、この「買わざるを得ない」という行為を、北京は米国大統領のメンツを立て

ると同時に首を締める外交ツールに変えていました。残り8,800機の発注権は、依然として習近平

の書類棚の中に閉じ込められているのですから。

韓国のポジション

ボーイング200機の話は、シカゴと北京の間の問題で終わりません。

大韓航空はボーイングの中核的MRO（整備・修理・オーバーホール）パートナーです。韓国航空宇

宙産業（KAI）はボーイングの機体部品を生産しています。ボーイングの対中販売が息を吹き返せば、

韓国企業への発注も増えます。逆に200機で止まれば、期待していた物量のかなりの部分が蒸発す

るということです。

同時に逆説もあります。米中関係が冷え込んでボーイングが中国市場から締め出される間に、エア

バスが空席を埋め、その過程で韓国の航空部品メーカーの一部はエアバス側のサプライチェーンへ

多角化を試みました。米中関係が再び改善すればボーイング向けの物量は戻るでしょうが、その間

に積み上げたエアバス向けポートフォリオとのバランスという新たな課題が生じるのです。
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李在明（イ・ジェミョン）政権が掲げる「国益中心の実利外交」の試金石がまさにここにありまし

た。米国が中国との取引を成立させれば韓国の部品メーカーにとって好材料ですが、米国が中国に

譲歩した条件が韓国の輸出を萎縮させる可能性もあります。一方が得をすれば、もう一方が目減り

する構造。この計算を大統領府（旧・青瓦台）の経済首席室がリアルタイムで追跡していたことは、

聯合ニュースの報道で確認できます。

大豆2,500万トンとファームベルトの酸素吸入器

ボーイングの次にトランプが振りかざした領収書は、大豆（Soybeans）でした。

米国中西部のイリノイ、アイオワ、ミネソタ、インディアナ。いわゆるファームベルト（Farm Belt）

は、トランプのコア支持基盤であると同時に、2026年11月中間選挙のキャスティングボートです。

2018年の貿易戦争以前、中国は米国産大豆の最大の顧客でした。関税合戦が激化すると中国は米国

産大豆の輸入を51%も急減させ、その穴をブラジルとアルゼンチンで埋めました。

ここで重要なのは、「一時的な乗り換え」ではなかったという点です。北京はブラジル・マトグロッ

ソ州をはじめとする主要農業地帯に、港湾インフラと物流網を直接整備しました。先物市場の構造

そのものが塗り替えられたのです。2025年だけでブラジルは中国へ8,000万トン超の大豆を輸出し

ました。米国はグローバル大豆輸出第1位の座から転落しています。トランプ政権の関税攻勢が、皮

肉にも自国の農家を破産の瀬戸際に追い込み、南米のライバルだけを育てた格好です。

今回の会談で中国は、毎年2,500万トンの米国産大豆を再び購入すると約束しました。USTRのジェ

イミソン・グリア代表は、今後3年間にわたり年間数百億ドル（double-digit billion）規模の農産物

購入合意が成立したと明らかにしました。シカゴ・マーカンタイル取引所（CME）の大豆先物価格

は短期的に反発し、中西部の農家には酸素吸入器が再び差し込まれたように見えました。

見えただけでしたが。

牛肉ライセンスの謎

大豆と合わせ、中国は米国産牛肉にも太っ腹な姿勢を示しました。14ヶ月にわたり更新を保留して

崩壊寸前に追い込んでいた、数百ヶ所の米国産牛肉と畜・加工工場の対中輸出許可（ライセンス）

を復活させたのです。

ところが、奇妙なことが起きました。

中国当局は牛肉輸入許可のステータスを「有効」に切り替えてから、わずか数時間後にシステム上

で再び「保留」に戻しました。有効。保留。有効。保留。数時間おきにステータスが行ったり来た

りしたのです。ブルームバーグがこの事実を報じると、ワシントンの農業ロビイストの間では驚愕

と怒りが同時に爆発しました。

これを事務的なミスと見なすことができるでしょうか。数百ヶ所の工場許可を一括で切り替えるシ

ステムで「誤って」元に戻すなど、信じがたい話です。メッセージは明確でした。「この書類の承

認ボタンは我々の手にある。米国が約束を破れば、再びロックする。」生殺与奪の権限をデモンス

トレーションしたのです。



59

フェンタニル、そして関税の算術

トランプが北京から持ち帰った3枚目の領収書は、フェンタニルでした。麻薬性鎮痛剤フェンタニル

の原料化学物質の対米輸出を中国が取り締まると約束したのです。トランプはその見返りとして、

中国製輸入品に課していた20%のフェンタニル関連懲罰関税を10%へ半減させました。

数字を追ってみます。中国製輸入品に課されていた関税率の合計は57%から47%に引き下げられま

した。10ポイントの引き下げです。米国の消費者にとっては息がつける措置でした。高率関税のブー

メランを食らい、米国の1世帯あたり年間1,200ドルから1,500ドルの追加負担が生じていたのです。

この物価負担こそ、トランプの国政支持率を31%まで引き下げた主犯でしたから。

これに加え、両国は24%の相互報復関税（reciprocal tariff）を今後12ヶ月間凍結することで合意

しました。12ヶ月。この数字が何度も繰り返し現れます。ボーイングも、大豆も、関税も、そして

これから語る希土類も、すべてに12ヶ月という期限が付いていました。

トランプにとって12ヶ月は、中間選挙まで持ちこたえられる時間でした。習近平にとって12ヶ月は、

米国を再びテーブルに引き戻すためのレバレッジでした。同じ数字が二人に、まったく異なる意味

として機能していたのです。

韓国の輸出事情

関税凍結のニュースに、韓国の産業界も計算機を叩きました。米国が対中関税の一部を緩和すれば、

韓国の輸出には複合的な影響が及びます。

一方では好材料です。米中間の貿易が再び回り始めれば、グローバルサプライチェーン全体が息を

吹き返します。韓国の中間財輸出、半導体装置、バッテリー素材が再び流れ始めるのです。

もう一方では脅威となります。米国が中国に高率関税を課している間、韓国は「代替需要」の恩恵

を享受していました。中国製品が米国市場から締め出された空席を、韓国企業が埋めていたからで

す。関税が引き下げられれば、この代替需要は縮小します。中国製品が再び米国市場に戻ってくる

わけですから。

李在明（イ・ジェミョン）政権の「案件別連帯」という外交路線が、まさにこの複雑な損益計算の

上に立っていました。米国に対しては重要鉱物サプライチェーンと通貨スワップ協力を差し出し、

中国に対しては実質的な協力拡大を提案する、両面からのアプローチです。最大野党「国民の力」

の宋彦錫（ソン・オンソク）議員は「綱渡り外交の限界が露呈する」と批判し、張東赫（チャン・

ドンヒョク）議員は「米国側にはっきり立つべきだ」と主張しました。しかし実務レベルで見れば、

韓国はどちらか一方にはっきり立つには、双方に絡む経済的利害が深すぎたのです。世宗研究所の

分析のとおり、韓国が抱えていたのは「選択のジレンマ」ではなく「同時管理の負担」でした。

希土類：12ヶ月分の酸素ボンベ

今回の会談で締結されたすべての12ヶ月契約のうち、米国の産業界を根底から揺さぶったのは、希

土類の輸出規制凍結でした。
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中国は世界の希土類採掘の70%、精製・加工の85%から90%、F-35戦闘機や電気自動車のモーター

に使われる高性能永久磁石生産の93%を独占しています。トランプが関税爆弾を投じると、中国は

2025年4月と10月の2度にわたり、ジスプロシウム、テルビウム、イットリウムなど主要希土類12

元素に全面的な輸出許可制を導入しました。

その結果どうなったか。Foreign PolicyとCEPAの分析から浮かび上がります。ロッキード・マーティ

ンのF-35戦闘機生産ラインで、アクチュエーターの納期に遅延が発生し始めました。米国の誘導ミ

サイルや電気自動車バッテリーのエコシステムが部品調達危機に瀕しました。ペンタゴンの希土類

備蓄が数ヶ月分しか残っていないとの報道が流れたのです。

会談の結果、中国はこの希土類輸出規制を12ヶ月間凍結することで合意しました。米国の防衛産業

と電気自動車メーカーにとっては、当面の部品調達が可能になる命綱でした。

ただし、罠がありました。

この凍結は、過去に課されたすべての希土類規制を撤廃するものではありません。2026年に新たに

導入された規制措置のみ、12ヶ月間執行を停止するという意味にすぎないのです。それ以前の輸出

許可規制はそのまま残ります。2027年に両国関係が再び悪化すれば、中国はこの措置を元通りに復

元できます。スイッチを再び落とすだけのことですから。

西側中心の独自の希土類サプライチェーン、いわゆる「Mine-to-magnet」（鉱山から磁石まで）の

エコシステムを一から構築するには、最低でも5年から10年を要します。数千億ドルの投資が必要

です。トランプが手にしたのは1年分の酸素ボンベでした。その1年間、安堵感に浸って独自サプラ

イチェーン構築を怠れば、タイマーが再び動き出した時、米国の立場は今より改善されていません。

むしろ1年を余分に浪費した分だけ悪化するのです。

日経の分析がこの状況を的確に捉えていました。「中国は時間を売り、米国は時間を買った。問題

は、中国が売った時間と米国が買った時間の値段がまったく異なることだ。」中国にとって12ヶ月

はほぼ無料でした。どのみち自国が握る資源の輸出を一時的に解放するだけのことですから。米国

にとって12ヶ月は、構造的従属から脱却するには短すぎ、選挙を乗り切るにはちょうどいい、奇妙

に設計された期限でした。

韓国の自動車・電子産業の呼吸

希土類の12ヶ月凍結が韓国に意味するところは、直接的でした。韓国の自動車産業は、電気自動車

モーターに使われるネオジム、ジスプロシウムなどの希土類永久磁石に依存しています。現代自動

車グループ、ポスコフューチャーエム、エコプロはいずれも中国産の希土類加工素材を使用してい

ます。LGエナジーソリューションとサムスンSDIの正極材調達ルートにも、中国産原料が深く入り

込んでいます。

凍結がなければ、韓国の電気自動車サプライチェーンは米国に次いで打撃を受けていたでしょう。

12ヶ月の凍結は韓国にも一息つく猶予を与えました。しかしこれは韓国の外交的成果ではありませ

んでした。米中間の取引からこぼれ落ちた欠片が、韓国の産業に酸素を供給しただけのことです。
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聯合ニュースによれば、産業通商資源部はこの猶予期間中にオーストラリア、カナダ、グリーンラ

ンドなど代替希土類供給源の確保を加速する方針を打ち出しました。12ヶ月でどこまで進展させら

れるかは未知数です。5年から10年かかる課題を、1年で意味のある水準に引き上げるのは容易では

ありません。

12ヶ月の地図

北京からトランプが持ち帰った領収書を1枚ずつ広げてみると、パターンが浮かび上がります。

ボーイング200機：機種、納期、価格いずれも未定。9,000機市場のわずか2.2%。

大豆 年間2,500万トン：ブラジルがすでに8,000万トンを超える市場での部分的復帰。

牛肉輸出許可：有効と保留の間を行き来するライセンス。

フェンタニル関税：57%から47%へ、10ポイントの引き下げ。

24%相互関税：12ヶ月凍結。

希土類輸出規制：2026年の新規規制に限定した12ヶ月凍結。

トランプはこれを「10点満点中12点」と呼びました。習近平は一切の点数をつけませんでした。新

華社通信の報道は「建設的かつ生産的な対話」という外交的な常套句を並べただけで、数字を一つ

も誇示しなかったのです。

二人のタイムテーブルは、そもそも異なっていました。トランプには2026年11月の中間選挙まで5ヶ

月が残されていました。高騰する物価を抑え、ファームベルトの農家に「やり遂げた」と告げるた

めの時間が必要でした。12ヶ月は選挙を越えてなお余りある猶予です。

習近平にとって12ヶ月は、コストがほぼゼロの譲歩でした。大豆は米国から買おうがブラジルから

買おうが購入しなければなりません。航空機もC919の生産能力が需要に追いつかない以上、西側か

ら調達するしかありません。希土類は輸出を一時的に開放するだけで、資源そのものが減るわけで

はありません。習近平が実際に差し出したものは何だったのか。1年後にそっくり回収できるものば

かりでした。

Financial Timesはこの構図をこう表現しています。「トランプは選挙用の鎮痛剤を受け取り、習近

平は12ヶ月分のリモコンを手に入れた。」

ボーイングの未来が北京にかかっているという事実。米国の農家の生存が中国の購入約束に縛られ

ているという事実。米国の防衛産業の部品調達が中国の希土類スイッチにぶら下がっているという

事実。この三つが一枚の合意文書に同時に盛り込まれていました。

12ヶ月後、2027年5月が訪れたとき、何が起きるのでしょうか。トランプは中間選挙を終えた後の

はずで、習近平は約束を延長するか回収するかを選ばなければなりません。C919の生産量が30機

を超えたかどうか。ブラジルが依然として大豆輸出第1位の座にあるかどうか。ペンタゴンが代替希

土類供給源を確保できたかどうか。
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これらの問いに対する答えはまだありません。12ヶ月の時計はすでに動き始めており、ワシントン

も北京も、その時計が止まる日については一言も語っていないのです。

前の章

次の章

弁護士 · 元国会議員 · AI政策研究者
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第10章 AI覇権競争：妥協を拒んだ技術障壁

前の章

次の章

導入場面：アラスカ・エルメンドルフ空軍基地の滑走路で、革ジャケット姿のジェンスン・フアン

がエアフォースワンのタラップを上る瞬間

引用出典：ホワイトハウス通告文（2026年5月）、トゥルースソーシャルにおけるトランプ発言、

新華社通信の会談報道、環球時報ディープシーク社説、CCTV朝鮮半島関連報道、CEPA欧州半導体

分析、Foreign Policy ブラックチップ・ルポ、世宗研究所半導体政策ブリーフ、崔恩珠（チェ・ウ

ンジュ、世宗研究所）コメント、聯合ニュース サムスン電子・SKハイニックス分析、Bloomberg

エヌビディア業績報告、日経アジア半導体サプライチェーン報道、FT ディープシーク分析

2026年5月のある未明、アラスカ・エルメンドルフ空軍基地。北京へ向かうエアフォースワンが給

油のために停まった滑走路の上を、低い霧が覆っていました。大統領随行団に名を連ねた17人の

CEOはすでに機内の席についており、タラップの前にはシークレットサービスが二人、立っていま

した。そのとき、滑走路の端で黒いSUVが一台停まりました。車から降りた人物は、黒い革ジャケッ

トにジーンズ姿。エヌビディアのCEO、ジェンスン・フアンです。彼の名は、もともと随行員リス

トにありませんでした。

フアンがタラップの階段を上る映像が数時間後にトゥルースソーシャルに投稿されると、ウォール

街ではエヌビディアの株価が時間外取引で3.2%跳ね上がりました。中国テック業界のWeChat（微

信）グループチャットでは「チップの弁が開く」という言葉が飛び交いました。革ジャケット一着

がグローバル半導体市場に投げかけたシグナルは明白に見えました。アメリカが中国に先端AIチッ

プを再び売る、と。

ところが、北京・人民大会堂の扉が閉まり、再び開いたとき、チップは一つも取引されていません

でした。ジェンスン・フアンの革ジャケットは、ただの革ジャケットのまま残されました。

フアンがこれほどの無理を押した背景から見ていく必要があります。米国の半導体輸出規制が発動

される以前、エヌビディアは中国の先端AIチップ市場の90%から95%を握っていました。中国はエ

ヌビディア全体の売上のおよそ13%を占める市場でした。ジョー・バイデン政権が2022年10月に

最初の輸出規制を始動させ、トランプ政権がそれを引き継いで締め上げた結果、エヌビディアの中

国における先端チップのシェアはほぼ0%にまで落ち込みました。Bloombergによれば、消えた売上

は45億ドル、日本円にしておよそ6,750億円です。今年の中国AI市場の規模だけで500億ドルと推

定される状況で、その市場の扉が完全に閉ざされたのです。

フアンはトランプ政権に対して繰り返し同じことを言いました。「われわれが売らなければ、中国

は自力でつくり出す。そのほうがよほど危険だ」。この警告はワシントンで半分は通り、半分は無

視されました。通った半分が、H200チップの輸出承認という成果を生みました。

米国商務省は会談の数カ月前、2026年1月に、アリババ、テンセント、バイトダンス、JD.com（

京東）、バイドゥを含む中国の主要テック企業10社に対し、エヌビディアのH200チップの輸出を
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電撃的に承認しました。承認条件は1社あたり最大75,000個。エヌビディア本社、あるいはレノボ

やフォックスコンといった認定ディストリビューターを通じて購入できるようにしました。数十億

ドル規模の取引の扉が、法的に開かれたわけです。

ところが、肝心の中国企業はそのチップを買いませんでした。

「誰も買わなかった」という表現は誇張ではありません。H200の輸出承認から5カ月が過ぎても、

納品が完了したチップは一つもありませんでした。アリババも、テンセントも、バイトダンスも、

注文を入れたかと思えばキャンセルし、契約の署名を先送りし、流通経路を巡って異議を申し立て、

取引を意図的に遅延させました。

この奇妙な現象の背後には、北京がいました。中国工業情報化部を中心とする政策当局が、自国の

ビッグテックに無言の圧力をかけたのです。「エヌビディアのH200を大量購入するな。ファーウェ

イのアセンドチップを買え」。公式文書として残された指示ではありません。しかし環球時報が社

説で「米国製チップへの依存は技術主権の放棄に等しい」と書いたとき、その社説一本が、いかな

る公文よりも強い指令として機能しました。

習近平（シー・ジンピン）指導部の算段はこうでした。いまH200を買って性能を上げれば、当座は

楽になる。しかし米国の技術エコシステムに再び組み込まれることになります。いつでもバルブが

閉じられ得るパイプラインに、自ら身を差し入れることになる。その状態が固定化されれば、中国

のAI産業は米国に永久に従属し、首に縄をかけられたまま引きずり回される技術植民地へと転落し

ます。2020年から習近平が推進してきた「双循環」戦略、核心技術の自給自足という国家目標が、

H200というカード一枚で崩壊しかねませんでした。演算効率が劣ることを承知のうえで、苦渋の選

択としてファーウェイをはじめとする国内半導体企業が成長できる市場を人為的に創出し、強制的

に育成しようとする窮余の策だったのです。

この拒否は永久的な断絶を意味するのか。そうではありません。中国が本当に欲していたのはH200

ではなかった。米国が輸出を徹底的に遮断しているブラックウェル（Blackwell）のような最上位AI

チップの規制撤廃。それが目標でした。H200の購入拒否は、米国による部分的な制裁緩和という飴

に屈しないという実力行使だったのです。今回の会談で中国がレアアース輸出規制を12カ月の期限

付きで猶予したのも、この算段の一部です。猶予のタイマーが切れる時点、つまり米国の中間選挙

直前に、レアアースを武器として半導体規制の全面解除を強硬に要求する布石でした。米国は国家

安全保障を理由に最上位チップを売りたくない。中国は技術従属を避けるため、許可されたチップ

すら買いたくない。この平行線。閉じた扉の向こうでは、レアアースへのアクセス権と台湾問題、

追加の制裁緩和という巨大なチェスボードの駒の動きによって、いつでも態度が変わり得る、戦略

的保留の状態でした。

USTR（米国通商代表部）代表のジェイミソン・グリアーが記者会見で不快感を隠しませんでした。

「米国はすでに1月にH200の輸出を許可した。チップを買うか否かは、中国政府の主権的判断に委

ねられている」。この発言の中には、怒りと困惑が入り混じっていました。米国が飴を差し出した

のに、相手は飴ごと押し返したのです。

韓国からこの場面を見ていた半導体業界の反応は複雑でした。世宗研究所の崔恩珠（チェ・ウンジュ

）研究委員は、聯合ニュースのインタビューでこう整理しています。「中国がエヌビディアのチッ
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プを拒否するということは、サムスン電子とSKハイニックスにとって二面的なシグナルです。米国

向けの高帯域幅メモリ（HBM）需要は維持されるものの、中国が独自のエコシステムに舵を切れば、

中国向けメモリ輸出の将来は不透明になります」。

サムスン電子とSKハイニックスは、エヌビディアのAIアクセラレータに搭載されるHBMチップの世

界市場を、共に支配していました。エヌビディアが中国にH200を売れば、その中に入るHBMも一

緒に入っていきます。その扉が閉じれば、HBM需要の一部も消えます。逆に中国がファーウェイの

アセンドチップを軸に独自のエコシステムを育てれば、そのエコシステムには韓国製メモリが入り

込む余地が、そもそも設計されていない可能性がありました。

600万ドルの衝撃

中国が米国製チップを拒否できた背景には、技術的な胆力がありました。ディープシーク（

DeepSeek）という名前が、その胆力の源泉です。

2025年下半期、中国のAIスタートアップ、ディープシークが世界を揺るがしました。OpenAI、メ

タ、グーグルといった米国のビッグテックが、エヌビディアの最先端H100チップを数万個積み上げ、

数十億ドルを投じて大規模言語モデルを訓練していたとき、ディープシークはまったく別の道を歩

きました。

米国の制裁により、ディープシークはH100を入手できませんでした。性能が制限されたH20、制裁

の網をくぐり抜けて流れてきた旧型チップ、ファーウェイのアセンド910Bといった国産チップをか

き集め、訓練クラスタを構築したのです。ハードウェアが足りない。だからソフトウェアを変えま

した。

ディープシークが用いた核心技術はスパースアテンション（Sparse Attention）アルゴリズムです。

従来のAIモデルがすべてのデータを同時に処理するために膨大な演算リソースを消費するのに対し、

ディープシークはモデルに「どこを見るか」をまず判断させました。必要なデータにだけ集中し、

残りは飛ばす。同じ性能を、はるかに少ない演算量で達成したのです。FTはこのアプローチを「欠

乏が生んだ発明」と表現しました。

その結果が数字に表れました。ディープシークがOpenAIの最高モデルに匹敵する性能を生み出すの

にかかった費用は600万ドル、日本円でおよそ9億円。OpenAIがGPT-4の訓練に費やしたとされる1

億ドル以上と比較すれば、破片のような金額です。

ワシントンの半導体規制戦略は、一つの前提の上に立っていました。チップを止めればAIも止まる。

ディープシークはその前提を打ち砕きました。チップが不足しても、アルゴリズムで飛び越えられ

ることを証明したのです。新華社通信はディープシークの成果を大々的に報じ、「自主革新（自主

創新）の生きた証拠」と称えました。中国の政策立案者たちの間には「米国のチップがなくてもや

れる」という自信が広がっていきました。

この自信が、人民大会堂の会談場の中で習近平の背中を押しました。H200を拒否できる度胸、エヌ

ビディアに対して「あなた方のチップがなくても、われわれは回っている」と言い切れる度胸は、

ディープシークから生まれたものでした。
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ただし、この数字をそのまま受け取ることは難しい面があります。ディープシークの600万ドルと

いう数字は訓練費用のみを指しています。インフラ構築、人件費、データ収集コストは含まれてい

ません。600万ドルが本当の総費用なのかどうかは外部から検証できない部分であり、CEPAの半導

体分析レポートは「ディープシークのコスト主張は、ソフトウェア最適化の成果を誇示するために

意図的に狭く定義された可能性がある」と指摘しています。それでも方向性は正しい。チップの量

ではなくアルゴリズムの質で戦う競争が始まったのです。

韓国のAI業界では、ディープシークは別の意味で読み取られました。韓国は世界最高水準の半導体

製造能力を持ちながら、AIソフトウェアやアルゴリズムの分野では米国にも中国にも後れを取って

いました。ハードウェアの力が弱まり、ソフトウェアの力が大きくなる世界で、韓国の半導体が占

める位置はどう変わるのか。この問いに答えを持つ者は、まだいませんでした。

ブラックチップ・ネットワークという影

ディープシークのアルゴリズム革新のほかにも、中国が米国のチップ規制を迂回した経路がありま

した。Foreign Policyが2026年4月に長文のルポルタージュで報じた「ブラックチップ・ネットワー

ク」がそれです。

米国商務省産業安全保障局（BIS）は2022年10月以降、エヌビディアの高性能AIアクセラレータが

中国に流出するのを防ぐため、輸出規制と外国直接生産品規則（FDPR）の強化を続けてきました。

ワシントンはこの規制が中国のAI産業を窒息させると信じていました。

しかし半導体チップは石油精製施設ではありません。小さく、分割でき、運びやすい。決定的なの

は、クラウドを通じてリモートで借り受けることができるという点です。チップはモノであると同

時に、サービスでもありました。

制裁が始まると、中国のAI企業は大量購入を諦め、別の方法を探しました。東南アジアと中東の各

地にペーパーカンパニーと仲介業者のネットワークを緻密に張り巡らせたのです。一社が1万個のチッ

プを直接買う代わりに、数十の仲介業者がシンガポール、マレーシア、ドバイで少量ずつ合法的に

購入し、それを小分けにして中国に搬入しました。

物理的な搬入よりも巧妙な方法もありました。チップを直接所有する代わりに、中東やアジアのク

ラウドサービス事業者が構築したエヌビディアのサーバーにアクセスし、コンピューティングパワー

だけをリモートでリースする方式です。マレーシアで組み立てられたサーバーラックがシンガポー

ルを経由して中東の顧客に売却され、その演算能力だけが中国本土のAI開発者にルーティングされ

る。チップは中国の外にある。しかし演算は中国の中で回っている。

この過程で、米国の規制当局は視界を失いました。BISが追跡できるのは、チップという物理的なハー

ドウェアの国境移動です。ところが競争の核心は、すでに国境を越えて流れるデジタル演算能力に

移っていました。日経アジアはこの現象を報じる中で、「米国の規制網は崩壊を遅延させただけで

あり（Delay, not control）、阻止はできなかった」と評しています。

ブラックチップ・ネットワークは犯罪組織ではありませんでした。国家間制裁という人為的障壁を

迂回するために、グローバル技術市場の資本が利潤を追って自生的に生み出した影のインフラです。

米国がドアを閉めれば窓が開き、窓を閉めれば地下通路が現れる構造。規制が強まるほど迂回路の
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価格も上がりますが、迂回路そのものは消えませんでした。

韓国の立場から見ると、ブラックチップ・ネットワークは居心地の悪い現実を指し示していました。

サムスン電子とSKハイニックスが製造したメモリチップの一部が、この影のサプライチェーンのど

こかを流通している可能性です。韓国企業が直接関与していなくても、韓国製部品が東南アジアの

仲介業者を経て中国に流れるルートを完全に遮断するのは困難です。米国商務省が「同盟国の半導

体企業がブラックチップ・ネットワークに間接的に関与しないようにせよ」と圧力をかけるとき、

その圧力の最初の対象は韓国でした。

人民大会堂で起きたこと、正確には起きなかったこと

2時間15分の会談が終わりました。扉が開き、両国の代表団が出てきたとき、記者たちが真っ先に

聞いたのは半導体のことでした。

USTR代表グリアーの回答は短いものでした。「半導体輸出規制は今回の会談の主要議題として扱わ

れなかった」。ホワイトハウスの通告文にも、先端チップの取引に関する言及は一行もありません

でした。

両国が示したのは、「AI安全・ガバナンス対話（AI safety and governance dialogue）」を開始す

るという宣言でした。Foreign Policyのあるコラムニストはこの合意をこう喩えています。二人の陸

上選手がトラックの上で「走ることは実にいい運動だ」と意見が一致した、と。どちらが勝つかに

ついては口を閉ざしたまま。

この宣言には強制力がありませんでした。具体的な日程も、参加範囲も、履行メカニズムも明記さ

れていません。AIガバナンスという言葉が共同声明に入ったこと自体を成果と見ることもできるで

しょう。しかし両国が実際に競争しているもの、すなわち「どちらがより優れたAIをより速くつく

れるか」という問いに対して、この宣言は何も語っていませんでした。

半導体交渉が頓挫した理由は、双方にありました。米国のタカ派、ラジャ・クリシュナムーティ下

院議員のような安全保障の専門家たちは、先端チップの輸出を「国家安全保障を担保に差し入れる

自傷行為」と呼びました。エヌビディアのAIアクセラレータは商業部品ではなく、中国人民解放軍

の兵器システムを高度化し、14億の人口を監視する技術統制国家の中核部品だという論理です。こ

の論理がワシントンではいまだに優勢でした。

中国側も退く理由がありませんでした。H200を拒否してファーウェイのアセンドを後押しする戦略

はすでに動き出しており、ディープシークがその戦略に技術的信頼性を付与しました。米国製チッ

プに再び手を伸ばせば「技術自立」の旗印が揺らぎ、習近平が5年かけて積み上げた双循環の物語が

崩れます。

双方とも退けない構造。半導体は、この会談において妥協可能な議題では、最初からなかったので

す。

6カ月の時限爆弾

しかし半導体の膠着が生み出した波紋は、会談場の中に留まりませんでした。今回の会談で中国は、

米国の産業界を締め上げていたレアアース輸出規制を一時的に猶予しました。猶予期間は12カ月、
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一部品目は6カ月。ウォール街のアナリストたちがカレンダーをめくって驚愕したのが、この日程で

す。

6カ月猶予品目の満了時点は2026年11月10日前後。12カ月猶予品目でも2027年5月です。これら

の日付が意味するところは明白でした。中国はトランプにこう告げたのです。「あなたの農産物を

買い、ボーイング機も発注し、レアアースの首輪も緩めよう。ただし半導体の制裁を解かなければ、

11月にこのバルブを再び閉める」。

半導体制裁の解除を望む中国、レアアースへのアクセスが切実な米国。互いの首に刃を突きつけた

この人質劇は、首脳会談の握手の裏で始まったのではありません。ずっと以前から進行中であり、

今回の会談はその膠着の公式な確認にすぎませんでした。

11月という期限は、米国の政治日程とも重なります。2026年11月3日は米国中間選挙の日です。

トランプが上下両院の過半数維持のために経済実績を示さなければならない時期にレアアースのバ

ルブが閉まれば、米国の自動車産業と電子産業が打撃を受け、有権者の財布が薄くなります。中国

はこのタイムテーブルを正確に読んでいました。

韓国にとってこの6カ月の猶予は、息継ぎであると同時に不安でした。レアアースはEVモーター、

ディスプレイ、半導体装置に使われるキーマテリアルです。韓国の自動車産業と電子産業がこの猶

予期間中に代替供給源を確保できなければ、11月以降の供給途絶は現実のものになります。聯合ニュ

ースによれば、ヒョンデ（現代）自動車グループとサムスン電子はすでにオーストラリア、カナダ、

インドネシア産レアアースの調達ルートを打診していましたが、中国産レアアースの価格競争力と

加工品質を短期間で代替するのは困難な状況でした。

では、この膠着の中に意味ある半導体上のブレイクスルーはあったのか。ありませんでした。

ディープシークのアルゴリズム革新は見事でしたが、ハードウェアの限界を完全に超えたわけでは

ありません。スパースアテンションアルゴリズムは既存チップの効率を劇的に引き上げましたが、

AIモデルの規模が拡大し続ける趨勢の中で、チップの絶対量が重要でなくなるわけではないのです。

ファーウェイのアセンドチップは、エヌビディアのH100やH200と比べて性能面でもソフトウェア

エコシステムの面でも差があり、その差を縮めるには時間がかかります。

中国はSMICを通じて7ナノメートルチップを量産していましたが、ASMLの極端紫外線（EUV）露光

装置なしに4ナノメートル以下へ進むことは物理的限界に直面していました。オランダASMLに対す

る米国の輸出規制がこのボトルネックを生んだのであり、このボトルネックはアルゴリズムで解決

できる種類の問題ではありません。世宗研究所の半導体政策ブリーフは、「中国のソフトウェア革

新がハードウェア格差を部分的に補っているが、チップ製造プロセスの物理的限界はソフトウェア

で飛び越えることはできない」と分析しています。

ブラックチップ・ネットワークも構造的な解決策ではありませんでした。仲介業者を通じた少量搬

入とクラウドリースはコストが高く、規模が限られます。1万個のチップが必要な訓練を100個ずつ

に分けて回せば、時間もコストも指数関数的に膨れ上がります。米国が規制をさらに強化すれば、

迂回路のコストはさらに上昇する。持続可能なモデルではないのです。
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かといって、米国の規制戦略が成功しているわけでもありませんでした。ディープシークの出現が

示したように、規制は中国のAIを止められず、むしろソフトウェア革新を刺激するという逆説的な

効果を生みました。米国がチップのバルブを締め上げるほど、中国は少ないチップでより多くのこ

とをこなす術を学んだのです。規制が遅延を生んだのは確かです。しかし遅延が断念を生んだわけ

ではない。

この膠着の構造を、誰よりも不安な目で見つめているのが韓国です。サムスン電子とSKハイニック

スは、米国と中国の両方に同時にチップを供給するポジションにあります。米国が対中半導体規制

を解除すれば、エヌビディアを通じたHBM需要が爆発し、韓国のメモリメーカーにとっては好材料

になります。しかし規制が解除されれば同時に、米国市場で韓国が享受していた代替需要の一部が

消える。規制が維持されれば、韓国企業は中国市場から徐々に締め出されていく。解除されても問

題、維持されても問題。韓国の半導体産業は、米中チップ戦争の直接の当事者ではないにもかかわ

らず、その戦争の帰結にもっとも敏感にさらされた第三者なのです。

人民大会堂の扉が閉まる直前、トランプが習近平に何を言ったのかは公開されていません。確認で

きたのは結果だけです。「AI安全・ガバナンス対話」という、中身のない合意の一行。そして半導

体については、完全な沈黙。

ジェンスン・フアンは北京から帰国した後、公式の場でこの訪中について一切発言しませんでした。

革ジャケットを着てエアフォースワンのタラップを上ったあの瞬間ほど象徴的なイメージを残しな

がら、彼が持ち帰ったものは何もなかった。Bloombergはエヌビディアの次期四半期業績見通しに

おいて、中国の売上回復の可能性を0%と設定しました。

レアアース猶予の時計は動いています。11月10日まで残された時間は約6カ月。その間に米国が半

導体制裁を解除する可能性は、ワシントンのタカ派の布陣を見れば、ほぼゼロです。中国がファー

ウェイ・アセンド戦略を撤回する可能性も、習近平の政治的メンツを考えれば、ありません。双方

とも動けない状態で、時計だけが進んでいます。

6カ月後に何が起きるのでしょうか。中国がレアアースのバルブを実際に閉めれば、米国の自動車産

業と防衛産業が揺らぎ、韓国も打撃を受けます。中国が猶予を延長すれば、米国に対するレバレッ

ジが弱まり、習近平は国内から「弱腰だ」との批判を浴びるでしょう。どちらに転んでも、コスト

は大きい。

そしてAIチップのデカップリングが実現可能なのか、それとも市場の力が結局は規制を迂回してし

まうのかという問いにも、まだ答えは出ていません。ブラックチップ・ネットワークは規制の限界

を証明しています。ディープシークはハードウェア統制の限界を証明しています。それなのに米国

は依然として同じ戦略を押し通し、中国は依然として同じ方法で迂回し続けている。

北京・人民大会堂でいかなる合意も導き出せなかったこの領域。半導体という、この小さなチップ

の上に、二つの国の軍事力と経済力と技術力の未来が載っています。アラスカの滑走路でエアフォー

スワンに乗り込んだジェンスン・フアンの革ジャケットは、結局何を変えたのでしょうか。まだ誰

にもわかりません。11月の時計が答えをくれるのか、それとも新たな問いを加えるだけなのか。

前の章
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第11章 休戦か勝利か：猶予された12か月の時限爆弾

前の章

次の章

第11章

休戦か勝利か：猶予された12ヶ月の時限爆弾

著者：金景珍（キム・キョンジン）

導入場面：エアフォースワン機内、トランプが同行記者団の前で「10点満点中12点」を宣言する瞬

間

引用出典：

A. ホワイトハウス発表文、トゥルースソーシャル、USTR ジェイミソン・グリア ブリーフィング

B. 中国外交部 readout、新華社通信、人民日報

C. Foreign Policy、CEPA、Lowy Institute

D. 世宗研究所、国立外交院、聯合ニュース

E. Bloomberg、Financial Times、日経アジア、BBC

エアフォースワンが北京キャピタル空港の滑走路を離れ上昇を始めたのは、5月15日午後5時23分

のことでした。機体が水平飛行に移ると、ドナルド・トランプ大統領は専用機前方の客室に同行記

者団を呼び集めました。緩んだネクタイ、両手を宙に広げるあの独特の身振り。「0から10のスケー

ルで10が最高だとしたら、この会談は12点だ（On a scale of 0 to 10 with 10 being the best,

the meeting was a 12）。」記者たちのノートパソコンのキーボードが一斉に鳴りました。12点。

トランプはその数字が気に入ったのか、さらに3回繰り返しています。

同じ時刻のニューヨーク。ウォール街のトレーディングデスクでは、その「12点」をまったく別の

言語に翻訳する作業が始まっていました。

関税57%から47%へ。その10ポイントの重み

トランプが北京行きの飛行機に乗る前まで、米国に輸入される大半の中国製品には57%の関税が課

されていました。20%のフェンタニル関連懲罰的関税、24%の相互報復関税、そして既存の基本関

税が幾重にも積み重なった結果です。この57%という壁の破片は、中国の輸出業者ではなく米国の

輸入業者と消費者の上に降り注いでいました。3月の消費者物価指数（CPI）は前年比3.3%上昇し、

2月から3月にかけてガソリン価格は1967年の統計開始以来最大の21%という急騰を記録していま

す。平均的な米国家庭が年間1,200ドルから1,500ドルの追加負担を背負うことになり、トランプ

政権の経済政策支持率は31%まで沈みました。
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11月の中間選挙。それがトランプの足元に落ちた火でした。議会多数派を失えば、残り2年の任期

が麻痺します。インフレをどうにか抑えなければならず、だから北京まで飛んだわけです。

北京合意に基づき、トランプはフェンタニル関連関税を20%から10%へ即時引き下げました。中国

がフェンタニル前駆体化学物質の輸出を取り締まると約束したことが名目上の根拠です。全体の関

税率は57%から47%に下がりました。24%の相互報復関税も、今後12ヶ月間猶予することで合意

しています。

10ポイントの引き下げ。1年間の猶予。短期的には米国の小売業者の輸入原価が下がり、消費財の

物価急騰を防ぐ防波堤ができたのは事実です。ところが合意文の文言を一行ずつ読み解いていくと、

景色が変わってきます。

24%の関税が「撤廃」されたのではありません。「延期」されたのです。12ヶ月後の2027年5月

になれば、両国はまさに今と同じ崖っぷちに立ち、関税を全面的に再賦課するのか、恒久的に縮小

するのか、あるいは再び1年の猶予を乞うのかを決めなければなりません。多国籍企業が数十億ドル

を投じて工場を建て、複数年単位の投資を決断するには、システムの永続性と予測可能性が前提に

なります。1年後にはいつでも57%に戻りうる構造の中で、米国の輸入業者やメーカーは長期投資

を諦め、12ヶ月単位の生存にしがみつくことになるのです。

これは「ディール（Deal）」ではありませんでした。1年分の鎮痛剤だったのです。

レアアースの注釈記号（*）

関税よりも米国を深い泥沼に引きずり込んだものが、別にありました。

中国は世界のレアアース採掘の約70%、分離・精製インフラの90%、そしてF-35ステルス戦闘機、

誘導ミサイル、原子力潜水艦、電気自動車モーターに使われる高性能永久磁石生産の93%を握るサ

プライチェーンの覇権国です。トランプ政権が関税爆弾とカナダ鉱山の買収試みで中国に圧力をか

けると、北京は2025年4月と10月の二度にわたり、ジスプロシウム、テルビウム、イットリウムな

ど12の重要元素とその化合物に対して全面的な輸出許可制を導入しました。

打撃は正確かつ即座でした。中国が輸出許可を意図的に遅延させると、ロッキード・マーティンや

レイセオン（RTX）など米国防衛産業企業の部品納期が連鎖的にずれ込みました。酸化イットリウ

ムの船積みサイクルは6週間間隔ですが、ここに11日の許可遅延が積み重なるだけで、1年後には

88営業日、4ヶ月以上の生産遅延が発生します。米海軍空母打撃群の防空ミサイル引き渡しが遅れ、

イランとの実戦で弾薬枯渇の危機まで取り沙汰されました。米国防総省の余剰レアアース在庫は底

を突きかけていたのです。

トランプが北京で発表した「レアアース輸出規制の12ヶ月猶予」は、一見するとこの首締めを解い

た成果のように映りました。

ところが合意文に注釈記号（*）が付いていたのです。

中国は過去10年以上にわたり維持してきた基本的なレアアース統制網を撤去したわけではありませ

ん。2026年に新たに追加された規制措置のみを一時的に停止する（suspended only the new

restrictions imposed in 2026）と約束したにすぎません。中国はレアアース輸出統制を恒久的に
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撤廃するとは言っておらず、西側が依存度を下げられるよう中国国内の加工能力を外部に移転する

ことにも同意していません。

12ヶ月が経過した時点で、停止されていた規制は自動的に復活します。中国は「当面の急場はしの

がせるが、この命綱のバルブは依然として北京が握っている」という事実を法的に公式化したこと

になります。

米国はこの12ヶ月の間に中国の独占から脱却できるのでしょうか。レアアースを採掘し、精錬して

金属にし、最終的に高性能磁石に加工する、いわゆる「鉱山から磁石まで（mine-to-magnet）」の

サプライチェーンを西側世界に独自構築するには、最低5年から長くて10年以上のインフラ投資と

数千億ドルの資本が必要だと産業専門家は試算しています。6ヶ月から12ヶ月という短いウィンド

ウの中で、中国の93%磁石独占構造を代替することは物理的に不可能です。

習近平はトランプに1年分の麻酔薬を投与したのです。目先の中間選挙を乗り切らなければならない

トランプの政治的焦りを見透かした中国は、1年分のレアアース部品供給と1年分の関税引き下げを

差し出しました。トランプに勝利宣言をさせてやり、その代償として、米国が中国に向けていた経

済的圧力の推進力を徐々に弱体化させたのです。12ヶ月の時計が回り続ける間、米国の防衛産業と

電気自動車エコシステムの核心部分は、依然として北京側のデスクの上に置かれたままなのです。

韓国の座標がここで重なります。ポスコフューチャーエム（POSCO Future M）とエコプロ（

EcoPro）は正極材原料のかなりの部分を中国産レアアースに依存しており、LGエナジーソリューショ

ン（LG Energy Solution）とサムスンSDI（Samsung SDI）のバッテリーサプライチェーンもこの

12ヶ月猶予の射程内にあります。12ヶ月後に中国が規制を再稼働させれば、韓国の電気自動車バッ

テリー産業は米国の防衛産業企業と同じ列に並ぶことになります。息がつけたのではなく、首を絞

める縄の結び目が一時的に緩んだだけだという評価が、世宗研究所（セジョン研究所）から出まし

た。

ウォール街の三つのシナリオ

エアフォースワンが太平洋上空を飛んでいる間、ニューヨークの金融アナリストたちは既に会談結

果を三つのシナリオに当てはめていました。

シナリオ1は、両国が関税構造を恒久的に撤廃し、レアアースと技術統制のもつれを完全にほどく「

構造的解決（structural resolution）」でした。この場合、S&P 500をはじめとするグローバル株

式市場は即座に4%以上のラリーを見せ、国際原油価格はバレル当たり12ドル以上の急落に見舞わ

れるシナリオです。

シナリオ3は、会談が決裂し全面的な貿易戦争とレアアース禁輸措置が発動される「完全な崩壊（

breakdown）」でした。株式市場3～5%暴落、原油価格バレル当たり120ドル突破。

シナリオ2は、その中間。破局は免れるが、現状維持だけを約束する「安定化握手（pure stability

handshake）」。

ウォール街が下した判定は「シナリオ1.5」でした。完全な破局は避けられたものの、構造的解決に

は到底及ばない縫合処置。トランプが12点と言ったその場で、市場は5点から6点の間をつけていた
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のです。

投資家たちが注目したのは言葉でした。トランプは声明で「我々はディール（Deal）を成し遂げた」

と言いました。ところが米国通商代表部（USTR）のジェイミソン・グリア代表は同日のメディアイ

ンタビューで「フレームワーク合意（framework agreement）」という表現を使っています。

金融市場において「ディール（Deal）」とは、法的拘束力があり、具体的な数値が明記され、違反

時の罰則条項が伴う確定的な契約を意味します。「フレームワーク（framework）」は「今後この

方向で交渉を続けよう」という骨格にすぎません。政治情勢次第でいつでも無効になりうる宣言的

文書です。トランプが持ち帰ったすべての譲歩案には有効期限が記されており、今後の見直しを経

なければならないという条項がタグのようにぶら下がっていました。ウォール街はこの条件付き合

意を恒久的勝利として価格に織り込みませんでした。

「Deal」と「framework agreement」の距離。その隔たりこそが、トランプの12点とウォール街

の5.5点の間の距離でもあったのです。

ボーイングの4.1%

セクター別の株価反応が、その判定の証拠でした。

トランプが最大の成果として掲げたのは、中国がボーイングの大型ジェット旅客機200機を購入す

るという約束です。数万の雇用、メガディール。ところがボーイング（BA）の株価は発表直後に市

場が開くと同時に4.1%急落しました。

理由は明白です。会談前、ウォール街と航空業界は、中国が9年ぶりにボーイング737MAXとワイ

ドボディ機を含め少なくとも500機を大量購入するものと期待していました。習近平が差し出した

のは200機。期待値の40%です。しかもこの200機の契約には具体的な機種名も、正確な納入時期

も、確定した価格も記されていませんでした。

市場はこの中身の薄い意向書を、中国がエアバス（Airbus）や自国のC919旅客機を育てるために米

国を手なずける手段の延長線上に読みました。ボーイングの長期的不確実性を、4.1%の下落という

成績表で裁いたのです。

韓国の大韓航空MRO事業部と韓国航空宇宙産業（KAI、Korea Aerospace Industries）はボーイン

グのサプライチェーンの一部です。200機が500機に届かなかったことは、この韓国企業にとって

も期待を下回る物量を意味しています。

防衛産業と電気自動車セクターの反応も冷ややかでした。中国がレアアース輸出規制を12ヶ月間猶

予したことで、理論上はロッキード・マーティン、テスラ、フォードなどの部品調達に余裕が生ま

れ、株価は大幅に上昇するはずでした。市場はこの12ヶ月の猶予を「本当の安堵」ではなく「短期

的サプライチェーン緩和」としてのみ織り込みました。来年11月に猶予が終了する瞬間、中国が海

外で中国産レアアースをわずか0.1%混ぜて使っただけでも規制対象になるという域外適用的統制を

再稼働させることを、機関投資家は計算に入れていたのです。1年分のカウントダウンが回っている

銘柄に、長期投資を敢行する理由はありませんでした。

半導体の沈黙
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今回の首脳会談で、AI半導体の輸出規制緩和は両国が最後まで妥協を拒んだ一線でした。ホワイト

ハウスのブリーフィングにも公式声明にも、エヌビディア（Nvidia）チップの輸出許可に関する具

体的な合意文言は一行も見当たりません。

ウォール街のデリバティブトレーダーたちは、この沈黙を赤信号と読みました。半導体サプライチェ

ーンとレアアースはコインの裏表です。中国が米国にレアアースを12ヶ月間解放しながら内心求め

ていた見返りは、エヌビディアのH200など先端AIチップに対する規制撤廃でした。米国がこの分野

で何の譲歩もせず沈黙したということは、中国がレアアース統制の復活時期を前倒しにし、半導体

エコシステムの首輪を断ち切る可能性があるということでもあります。11月のデッドラインより前

に。

エヌビディア、AMD、インテル、ASML。グローバル半導体サプライチェーンに属する企業は、両

国が半導体問題を棚上げしたことで、全面的な供給ショックに直面するリスクを抱えることになり

ました。

サムスン電子（Samsung Electronics）とSKハイニックス（SK hynix）がここに挟まっています。

米国にHBM（High Bandwidth Memory、高帯域幅メモリ）を供給しながら、同時に中国市場のレガ

シー半導体需要にも依存するこの2社は、米中半導体対立の未合意状態が長引くほど、両方から同時

に圧力を受ける構造にあります。李在明（イ・ジェミョン）政権が「案件別連帯」という表現で米

中間の綱渡りを説明していますが、半導体分野では綱の上のバランスがいっそう危うくなりました。

請願者（Petitioner）と設計者（Architect）

ウォール街は経済指標を超え、今回の会談で露わになった両国の交渉姿勢と権力の非対称性を価格

に反映しました。

17名に及ぶ米国屈指の億万長者CEO軍団。時価総額合計13兆ドル規模。彼らを屏風のように引き連

れてレッドカーペットを踏んだトランプの姿は、表面上は華やかでした。しかし閉ざされたドアの

向こうで展開された対話の様相は、不均衡そのものだったのです。

米国は、ボーイングの飛行機を買ってくれ、大豆を買ってくれ、イランに電話を一本入れてくれと

頼む側でした。個別のメニュー表の項目を一つずつ差し出しながら譲歩を求める姿勢。外交アナリ

ストの用語で言えば「請願者（Petitioner）」の言葉遣いです。

習近平は違いました。台湾問題を最初の議題として釘を刺しました。米国のいかなる挑発も容認し

ないという壁を築いた上で、「中米建設的戦略安定関係（Constructive Strategic Stability）」と

いう今後3年間の枠組みを一方的に設計し、米国に提示したのです。中国外交部のreadoutはこのフ

レームワークの詳細項目を長文で展開し、ホワイトハウスの発表文は174語で終わっています。こ

の非対称そのものが、誰が議題を握っていたかを物語っています。

Foreign Policyはこの構図を「設計者（Architect）対 請願者（Petitioner）」と名付けました。ト

ランプは個別取引の成否に執着し、習近平は取引が行われる盤面そのものを組み立てたのです。

Lowy Instituteの分析はさらに一歩踏み込んでいます。米国の政治的混乱、11月中間選挙の圧力、

イラン戦争の後遺症、同盟国との亀裂。これらすべての弱点を読み取った中国が、米国が自ら勝利
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と包装できるぎりぎりの譲歩だけを正確に計算して差し出したというのです。ボーイング200機、

関税10ポイント引き下げ、レアアース12ヶ月猶予。トランプが選挙集会で振りかざせる紙切れ一枚。

それ以上でもそれ以下でもない分量。

CEPA（Center for European Policy Analysis、欧州政策分析センター）はこれを「管理された経済

的共存（managed economic coexistence）」というフレームで整理しましたが、そのフレーム自

体が、対立が解消されたのではなく管理の対象になったことを認める表現です。

12ヶ月の時限爆弾と韓国産業

この12ヶ月の時計が韓国に何を意味するのか、整理する必要があります。

米国が対中関税を47%に引き下げたことは、韓国の輸出にとって両刃の剣です。関税が下がれば中

国製品の米国市場へのアクセスが再び容易になり、それまで韓国が享受していた「代替需要」は縮

小します。中国製の代わりに韓国製を買っていた米国のバイヤーが、再び値下がりした中国製に回

帰する可能性があるということです。一方で、米中関係が安定すればグローバル貿易量全体が増加

し、韓国の輸出総量にはプラスに働きます。どちらの効果が大きいかは業種によって異なります。

レアアース12ヶ月猶予が韓国の自動車・電子産業に息継ぎの余地を与えるのは確かです。現代自動

車（ヒョンデ）と起亜（キア）の電気自動車モーターに使われる永久磁石、LG電子の家電部品。こ

れらが中国産レアアースに依存しているからです。12ヶ月間は供給が円滑に回ります。では12ヶ月

後はどうなるのか。

5年から10年を要するmine-to-magnetサプライチェーンの構築。韓国単独では解決できない問題で

す。米国でさえ解けない課題を、12ヶ月以内に韓国が代替策を整えることは不可能です。李在明（

イ・ジェミョン）政権が5月13日にベッセント米財務長官と何立峰（ホー・リーフォン）中国副首

相を青瓦台で1時間間隔で接見して見せた「案件別連帯」の綱渡りは、この12ヶ月の不確実性の中

で韓国が選びうる最善の姿勢であると同時に、その姿勢の限界を露呈してもいます。

韓国が米中間の事前協議の場となったことは外交資産です。仁川空港の儀典室でベッセントと何立

峰が最後の実務協議を終えたことは、2025年10月の釜山APEC以降、韓国が米中間の舞台として定

着しつつある証拠でもあります。しかし舞台を提供するということは、二大国が韓国を「便利な場

所」として使うということでもあるのです。国立外交院のある研究委員が聯合ニュースのインタビュ

ーで語ったように、「位置性（positionality）は資産であり負債」なのです。

終わらない問い

トランプはエアフォースワンで12点を宣言しました。ウォール街はシナリオ1.5をつけました。

USTRのグリアは「Deal」とは呼ばず「framework agreement」と呼びました。

12ヶ月後、関税24%の猶予が終わる日。レアアース規制が自動的に復活する日。米国の

mine-to-magnetサプライチェーンは依然として5年から10年というタイムテーブルの上にあるでしょ

う。中国はそのとき何を要求するのか。台湾への武器売却の全面停止かもしれません。半導体輸出

規制の完全撤廃かもしれません。2027年5月の米国は、今よりさらに不利な立場で交渉テーブルに

着く可能性が高いのです。
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その日、先に約束を破るのは誰でしょうか。ボーイング200機の納入は始まっているでしょうか。

ポスコフューチャーエムの正極材ラインは稼働中でしょうか。サムスン電子のHBM輸出許可はどう

なっているでしょうか。

韓国はその12ヶ月の中にいます。時計はすでに回り始めています。

前の章

次の章

弁護士 · 元国会議員 · AI政策研究者
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第12章 それぞれの時間稼ぎと交差する発表文

前の章

次の章

第12章

それぞれの時間稼ぎと交差する通告文(Readout)

著者：金景珍（キム・キョンジン）

冒頭の場面: ホワイトハウス広報室の職員が174語の通告文をメールで一斉配信した時刻、北京の外

交部報道官室では長文の発表文を刷るプリンターがまだ止まっていなかった。

引用出典:

A. ホワイトハウス公式readout (2026.5.14)、トランプTruth Social、米国務省ブリーフィング

B. 中国外交部英文readout (2026.5.14)、新華社通信、CCTVニュース聯播、人民日報社説

C. Foreign Policy

The Asymmetric Readout

(2026.5.15)、CEPA分析ブリーフィング、Al Jazeera

D. 国立外交院イシューブリーフ、朴元坤（パク・ウォンゴン）梨花女子大学教授分析、聯合ニュー

ス

E. BBC World Service、Financial Times社説、NHKワシントン特派員

2026年5月14日午後4時32分(北京時間)、人民大会堂の東側出入口から黒いセダンが滑り出しまし

た。2時間15分に及ぶマラソン会談が終わった直後のことです。世界のメディアの視線は二つに割

れました。ワシントンから届く文書一枚と、北京から溢れ出す文書の束。

ワシントン時間午前4時47分、ホワイトハウス広報室が配信したメール本文は174の英単語で構成

されていました。記者たちは添付ファイルが漏れたのかと思ったそうです。それが全てでした。

174語。ボーイング、大豆、牛肉。台湾はない。

最初の一文は

Good meeting

。いい会談だった、と。外交官が使う表現の中では底辺に近い格付けです。

productive
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(生産的)より下、

candid

(率直)よりさらに下。BBC ワシントン特派員ゲリー・オドノヒューはこの表現を「外交辞典でいえ

ば

大した話はできなかった

に該当するランク」と解説しました。

174語に詰め込まれていたのは商品リストでした。ボーイング航空機の購入、大豆と牛肉の輸入再

開、フェンタニル前駆体の取り締まり、ホルムズ海峡エネルギー航路の安定化、貿易委員会と投資

委員会の設置。トランプが選挙集会で掲げられる「5B(Boeing, Beef, Beans, Board of Trade,

Board of Investment)」の断片が全てでした。世界秩序や安全保障への言及は一文字もありません。

Financial Times社説(5月15日付)は「四半期業績報告書と区別がつかない」と記しています。

抜け落ちているものがありました。

Taiwan

という単語が一度も登場しなかったのです。習近平が会談の場で「誤った対応をすれば衝突

(clashes)する」と警告した事実は、中国側の発表文にはっきり記載されていました。米国側の文書

には反論も、「台湾関係法」や「六項目の保証」という語句も見当たりません。

記者が尋ねました。「台湾問題は協議されたのですか。」トランプは微笑を浮かべるだけでした。

Foreign Policyは「相手方の強硬な主張に反論しないのは、黙認(tacit consent)に近い」と指摘し

ています。CEPA(欧州政策分析センター)も同様の見解でした。米国が台湾問題で公式の沈黙を選ん

だことは、1979年の国交樹立以来前例のない後退だという評価です。

なぜ174語だったのか。なぜ台湾が抜けたのか。答えはワシントンではなく、米国中西部のガソリ

ンスタンドの価格表に書いてありました。

2026年春の数字を並べてみましょう。CPI 3.3%。2月の対イラン空爆(エピック・フューリー作戦)

後、イランがホルムズ海峡を封鎖したことでブレント原油がバレル当たり117ドルを突破し、ガソ

リンはガロン当たり5.5ドルから6ドルへ。史上最高値です。57%の対中関税まで重なり、米国の一

般家庭が被る年間追加負担は1,200ドルから1,500ドル。支持率31%。ギャラップ基準で就任2年

目としては歴代最低でした。

中西部のファームベルト(Farm Belt)はさらに切迫していました。中国が大豆輸入を停止し、ブラジ

ル(年間8,000万トン)に切り替えたことで、米国の農家が連鎖倒産の危機に追い込まれたのです。

希土類の輸出規制によりロッキード・マーティンの戦闘機生産ラインとテスラのEV工場が停止寸前

だという報道がウォール・ストリート・ジャーナルの一面を飾りました。

6か月後の11月には中間選挙が控えています。上下両院の多数派を失えば、残り2年の任期はレーム

ダック政権と化します。ボーイング機が何機、大豆が何万トン、関税猶予が何か月。その数字が
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174語の中にぎっしり詰められていたのです。台湾が入る余地はありませんでした。票にならない

からです。

朴元坤（パク・ウォンゴン）梨花女子大学国際学部教授は聯合ニュースのインタビューで次のよう

に分析しました。「トランプは台湾を自由民主主義の砦とは見ていません。ホルムズ封鎖を解除し

中国市場を開くために、交渉テーブルに載せられるバーゲニング・チップ(bargaining chip)として

使っているのです。」

トランプは習近平に140億ドル規模の台湾向け武器売却を保留するカードを切りました。その見返

りとして持ち帰ったもの。イランに対する中国の水面下の圧力を通じたホルムズ海峡の開放、大豆

2,500万トンの購入再開、ボーイング機200機の発注、12か月間の関税および希土類輸出規制の猶

予。いずれも11月の選挙までに数字として示せる項目ばかりでした。

ここでソウルの座標が重なってきます。5月13日、会談の前日。米財務長官スコット・ベッセント

と中国副総理何立峰（ホー・リーフォン）がソウルの青瓦台で李在明（イ・ジェミョン）大統領と1

時間間隔で面会した後、仁川空港の儀典室で最後の実務協議を終えました。2025年10月の釜山

APEC以降、韓国が米中の事前協議の舞台として定着しつつあったのです。国立外交院イシューブリー

フはこの現象を「韓国外交の資産であり同時に負担」と分析しました。両国がソウルを「都合のい

い中間地帯」として利用しているという意味でもあったからです。

日本の読者にとって、この構図は他人事ではないでしょう。日米同盟の文脈に置き換えれば、米国

が台湾問題で公式に沈黙したとき、日本の南西諸島防衛や在日米軍の運用にも同じ疑問符がつきま

す。

李在明（イ・ジェミョン）政権は「国益中心の実用外交」「戦略的自律性」「事案別連帯」を掲げ、

米国には核心鉱物サプライチェーンと通貨スワップを、中国には実質的な協力拡大を求めました。

野党「国民の力」の宋彦錫（ソン・オンソク）議員は「綱渡り外交の限界」を、張東赫（チャン・

ドンヒョク）議員は「韓米同盟の根幹が揺らいでいる」という立場を示しました。

174語の中に台湾が入っていないという事実は、台北だけの問題ではありませんでした。米国が台

湾防衛の意思を公式文書から消した瞬間、韓米同盟の拡大抑止力にも同じ疑問が突きつけられます。

日米同盟もまた例外ではありません。台湾有事における在韓米軍の転用可能性、韓国の自動介入の

是非、そして在日米軍の役割。こうした問いが、174語の沈黙の中で膨らんでいました。

北京の発表文は全く別物でした。まず分量が違います。新華社通信と外交部はA4用紙数枚に及ぶ長

文を一気に放出しました。商品リストではありません。そこにあったのは哲学であり、歴史であり、

警告でした。

核心となる一文。「中米建設的戦略安定関係(中美建�性�略�定�系, Constructive relationship

of strategic stability)」。習近平が新たに造った言葉です。かつて米国は中国を「戦略的競争者

(Strategic Competitor)」と呼んでいました。習近平はそれをひっくり返したのです。「合すれば

両者に利あり、争えば共に傷つく(合��利, 斗���)。」

CCTVはこの概念の下に4本の柱を報じました。積極的安定、良性の安定、状態の安定、恒久的安定。

修辞のように聞こえるかもしれませんが、メッセージは明快でした。「関税、半導体制裁、台湾問
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題でこの

安定

を壊してはならない。」米国の対中圧力ツール4つを一つずつ束ねた防壁だったのです。

台湾に関する表現は刃のように鋭いものでした。「台湾問題は中米関係における最優先事項であり、

対応を誤れば両国は衝突し対抗することになる。」「台湾独立と台湾海峡の平和は水と火のように

相容れない(水火不容)。」人民日報5月15日付社説はこの表現を一面に配置し、「習近平主席が越

えられないレッドラインを再確認させた」と伝えています。

習近平は「トゥキディデスの罠(Thucydides Trap)」を引用し、「この罠を飛び越えて大国関係の

新たな道を切り開かねばならない」と宣言しました。西洋政治学の概念を引き寄せ、自らがその解

決者であると位置づけたわけです。そしてもう一行ありました。「米国建国250周年を祝する。」

Al Jazeeraは、5,000年の文明を自負する中華が250年の歴史しかない国に向けるこの祝意を、文

明的序列の暗示だと解釈しました。NHKワシントン特派員も同じ文脈で捉えています。「習近平は

貿易交渉者としてではなく、文明の設計者としてトランプの前に座った。」

174語の通告文と長文の発表文を並べると、一つのことが鮮明に浮かび上がります。米国が買った

のは商品であり、中国が買ったのは物語(ナラティブ)でした。商品は消費されれば消えますが、物

語は残り、次の交渉の出発点を決めていきます。Foreign Policyはこれを「ナラティブ戦争で中国が

完勝した」と評価しました。

トランプが11月を見つめていたとき、習近平が見据えていたのは2027年でした。第21回中国共産

党全国代表大会が開かれる年です。2026年は第15次五か年計画が始まる初年でもありました。内

部の権力基盤と体制を整えなければならない極めて敏感な時期です。

中国も苦しんでいました。不動産の連鎖崩壊、若年失業率の急騰、デカップリングに伴う輸出の鈍

化。内巻(内卷)の圧力が社会を押し潰していたのです。AI半導体の国産化と双循環(双循�)戦略の完

成に莫大な投資が必要であり、そのエコシステムが自立するまで外部からの干渉を遮断できる環境

が切実に求められていました。

習近平はトランプの焦りを逆手に取りました。大豆を少し買い付けてやり(コストがほぼゼロの譲歩)

、希土類規制を12か月間解除して選挙用の面子を立てさせたのです。引き換えに手に入れたもの。

台湾向け140億ドル武器売却の遅延、100%関税攻撃の猶予、「建設的戦略安定関係」という防壁。

この防壁は、米国が圧力を再開するたびに「あなた方が合意した

安定

を壊すのか」と投げ返せる武器でした。

同時にこの会談は国内プロパガンダの舞台でもありました。世界最強国の大統領が17人の資本家を

引き連れて頭を下げる映像を、CCTVが繰り返し放映したのです。21発の礼砲、天壇(天�)の祭壇

の前に並び立つ両首脳。2027年の党大会を控えた習近平の統治正当性が、この舞台の上で固められ

ていきました。新華社が繰り返した物語、「中国は米国の圧力に屈せず、むしろ世界を安定させる

大国である」が、内部結束の接着剤だったのです。
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トランプにとって6か月が全てだったとすれば、習近平にとっては12か月こそが勝負でした。希土

類のバルブを開けておく間にAI半導体の国産化を推し進め、軍事力を整備し、双循環の基盤を築く。

12か月後にバルブが再び閉まる時期は、米国の中間選挙直後、ワシントン政治が求心力を失うタイ

ミングとぴたり重なります。

国立外交院イシューブリーフはこの構造を次のように整理しました。「トランプは6か月分の鎮痛剤

を買い、習近平は12か月分の時間を買った。鎮痛剤は効き目が切れるが、時間は蓄積される。」

韓国はこの二つの時計の間に挟まれていました。12か月の関税猶予は輸出にとって一息つける材料

でしたが、米国の対中圧力が緩和されれば韓国が享受していた「代替需要」は縮小します。希土類

の猶予は自動車・電子産業に酸素を供給しましたが、12か月後にバルブが閉じれば、ポスコフュー

チャーエム、エコプロ、LGエナジーソリューション、サムスンSDIの正極材調達ルートが再び塞が

ります。日本企業にとっても、希土類サプライチェーンの不確実性は他人事ではないでしょう。

二つの通告文の間に真実があるとすれば、おそらくこういう形です。両方の指導者とも、自国の時

計を止めるために相手の時間を借りて使ったのでした。トランプは11月まで、習近平は2027年ま

で。それぞれに必要な分だけ譲歩し、必要なことだけを通告文に書き込んだ。

だから174語には台湾がなかったのです。だから中国の発表文にはトゥキディデスと5,000年の文

明が盛り込まれた。

鎮痛剤の効果が消える時期と、稼いでおいた時間が尽きる時期があります。二つの時期は2027年上

半期のどこかで交差するでしょう。そのとき、ワシントンと北京はそれぞれどのような通告文を書

くことになるのか。ソウルの青瓦台でベッセントと何立峰を1時間間隔で迎えていた李在明大統領は、

その交差点が訪れたとき、どんな文章を用意しているのでしょうか。

二つの大国の通告文の間に、韓国の名が記されるべき空白があります。まだ、空いたままです。

前の章

次の章

弁護士 · 元国会議員 · AI政策研究者
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第13章 「建設的戦略安定関係」の試験台

前の章

次の章

導入場面: 2026年5月14日、人民大会堂の国宴。トランプが席を立ち、9月24日のホワイトハウス

答礼訪問を公開で招請する瞬間

引用出典: A. ホワイトハウス声明文(174語)、トランプ国宴発言(トゥルース・ソーシャル転載) B.

中国外交部長文readout、新華社通信、CCTV C. Foreign Policy、CEPA(Center for European

Policy Analysis)、CNN、Bloomberg D. 韓国国立外交院、朴元坤（パク・ウォンゴン、梨花女子大

学）、世宗研究所、韓国外交部 E. NHK、BBC、FT、Bloomberg Asia

2026年5月14日の夜、北京の人民大会堂。シャンデリアの下で、マオタイ酒のグラスがぶつかる音

が広がっていました。イーロン・マスクがティム・クックの隣で何かを囁き、ジェンスン・ファン

はテーブルの端で静かにメモを取っています。昼間の密室交渉で積み上がった緊張は、最高級の料

理と儀礼的な乾杯の言葉の下に、まだ沈んだままでした。

ドナルド・トランプが席を立ちました。マイクを握りました。祝辞を読む声はゆっくりでしたが、

その中の一文が、17人の米国トップ資本家と世界中の外交関係者を貫きました。

"Tonight, it is my honor to extend an invitation to you and Madam Peng to visit us at the 

White House September 24th, and we look forward to it."

9月24日。日付が具体的でした。「いつか」でも「今年の秋頃」でもありません。トランプは習近

平主席と彭麗媛夫人に対し、ホワイトハウスへの国賓訪問を正確な日付とともに公開招請したので

す。「我々の相互貿易がそうであるように、今回の訪問も互恵的（Reciprocal）なものになる」と

付け加えました。取引の言葉でした。

習近平は微笑みました。その微笑みの意味を読み解くには、数週間を要しました。

この招請が即興のショーマンシップの産物ではなかったことは明白です。トランプは「今夜、来る9

月24日に習主席と彭麗媛夫人をホワイトハウスにお招きできることを光栄に思います。我々はその

日を心待ちにしています（Tonight, it is my honor to extend an invitation to you and Madam

Peng to visit us at the White House September 24th, and we look forward to it）」と述べた後、

「我々の相互貿易（Reciprocal trade）がそうであるように今回の訪問も互恵的（Reciprocal）なも

のとなり、我々がすべてをお見せしますので、習主席も深い印象を持ってお帰りになることを願い

ます」と続けました。事前に用意された発言でした。しかし事前に用意されたものにしては、驚く

ほど自らの弱点をさらけ出す文章でした。

政治的な時計が違います。トランプの時計は6ヶ月刻み、習近平の時計は5年から10年刻みです。こ

の非対称性が、9月24日という日付の重みを決定づけます。

2026年11月の米国中間選挙。トランプ第2期の残り任期における国政推進力のすべてが懸かった勝

負でした。ところが2026年上半期、米国の状況は最悪だったのです。2月に始まったイラン戦争で
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ホルムズ海峡が事実上封鎖され、国際原油価格はバレルあたり117ドルに達しました。米国内のガ

ソリン価格が急騰し、3月の消費者物価指数（CPI）は前年同期比3.3%上昇しています。さらにトラ

ンプ自身が課した57%の対中関税のブーメランまで重なりました。支持率は31%台まで落ち込んで

いたのです。CNNとBloombergのアナリストが指摘した通り、「トランプ大統領は習近平主席より

はるかに短く、切迫した政治的時計（Shorter political clock）の上を走っていた」わけです。

トランプには、11月の選挙直前に見せるべき勝利が必要でした。北京で勝ち取った5つの大型合意、

ボーイング200機、大豆の年間2,500万トン、フェンタニル取り締まり、相互関税引き下げ、ホル

ムズ海峡仲裁。これらは約束であって、履行ではありませんでした。意向書に署名したのであって、

手付金が入金されたわけではなかったのです。米国の有権者に「私が中国を屈服させた」と宣伝す

るには、これらの約束が選挙前までに実際に履行されつつあることを証明する、巨大なビジュアル・

イベントが必要でした。9月24日のホワイトハウス招待は、まさにその舞台装置だったのです。

習近平がホワイトハウスのレッドカーペットを踏む場面。CNNのカメラが捉える二人の首脳の握手。

それ自体が、トランプの外交的・経済的業績を完成させるイメージとなります。習近平は、意図し

たかどうかにかかわらず、11月選挙直前の「最高位の選挙キャンペーン支援者（Campaign

Surrogate）」の役割を担うことになるのです。

一方、習近平の視線はまったく別の方向を向いていました。中華人民共和国第15次5ヶ年計画（

2026̃2030）の完遂。2027年の第21回中国共産党全国代表大会における体制安定。DeepSeek

（ディープシーク）が示したように、米国の半導体規制をソフトウェア・イノベーションで突破し、

独自のAIエコシステムを構築すること。世界のレアアース加工の90%以上を握っている手。習近平

には急ぐ理由がありませんでした。

トランプが全世界への生中継の前で9月24日という日付を口にした瞬間、彼は「私は9月にあなたが

切実に必要だ」と、自分の手札をみずからさらしてしまったのです。交渉の主導権は中南海（中南

海）へ移りました。

Foreign Policyはこの状況を「米国の外交政策が、習近平のワシントン訪問を実現させるための人質

になった」と評しました。誇張ではありませんでした。

9月24日が既定事実となった瞬間、トランプ政権はその日まで習近平の機嫌を損ねるような大型の

対外強硬策を打ち出せなくなります。台湾への武器売却、新たな懲罰的関税、追加のAIチップ規制。

9月に習近平がホワイトハウスに来るためには、これらすべてが凍結されなければなりませんでした。

もしトランプがこの軌道を外れて北京を刺激した場合、習近平は声明一枚で答礼訪問をキャンセル

できます。「米国が建設的戦略安定関係の約束を破棄したため、訪米を中止する」。この一文で済

むのです。

そうなったら何が起きるか。トランプが北京で勝ち取ったと自慢した12ヶ月の関税休戦とレアアー

ス輸出規制猶予措置が即座に破棄されます。中間選挙を目前に控えた時点で米国株式市場が暴落し、

農産物の輸出ルートが再び閉ざされ、F-35戦闘機の生産ラインが止まるのです。トランプは選挙直

前にこのような破局を受け入れることができません。

この巨大な罠の中で、最も痛ましい犠牲者がいます。台湾です。
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140億ドル（約2兆1,000億円）規模の台湾向け武器売却承認案が、トランプ大統領の署名を待って

いました。机の上に置かれたまま埃が積もっていた、という表現のほうが正確でしょう。2025年

12月の110億ドル分の承認に続く、核心的防衛資産で構成されたこの書類に、トランプはインクを

つけませんでした。

北京会談の密室で、習近平はトランプに向かって言いました。「台湾独立と台湾海峡の平和は、水

と火のように混じり合うことはできない（台独分裂与台海和平水火不容）。」歴代最高水準の警告

でした。米国が台湾問題を適切に処理しなければ「衝突と対抗（Clashes and Conflicts）」も辞さ

ないとしたのです。トランプはこれに反論しませんでした。174語のホワイトハウス声明文（

Readout）から「台湾（Taiwan）」という単語そのものが削除されていました。中国外交部の長文

readoutには習近平の台湾関連発言が詳細に記されていたのに、米国側の174語にはその痕跡すらな

かったのです。沈黙がそのままメッセージでした。

台湾のある高官が語っています。「我々が最も恐れているのは、台湾が習近平とトランプの交渉メ

ニュー（Menu）に載ることだ。」BBCが報じたこの発言は、恐怖が現実になったことを示していま

した。9月のホワイトハウス会談が終わるまで、台湾は毎日海峡の中間線を越えてくる中国戦闘機の

轟音の中、米国に見放されたまま息を殺さなければならない状況に追い込まれたのです。人質（

Hostage）。この言葉が、外交的修辞ではなく状況の正確な描写となりました。

CEPA（欧州政策分析センター）はこの状況を分析し、トランプが中間選挙用の勝利のために台湾と

いう安全保障資産を凍結した結果、第一列島線（First Island Chain）全体の抑止力が弱体化したと

指摘しました。この指摘が日本とフィリピン、そして韓国にとってどのような意味を持つのか。日

本の読者にとって、これは決して対岸の火事ではないのです。

9月24日のホワイトハウス答礼訪問は、経済的取引を確認する場ではありません。それは、中国が

北京会談を通じて全世界に宣言した新たな覇権の枠組み、「中米建設的戦略安定関係（中美建�性

�略�定�系、Constructive relationship of strategic stability）」が米国の心臓部で最終的に批

准（Ratification）される儀式となります。

この名称を分解してみる必要があります。中国官製メディアの長文声明は、米国を世界唯一の指導

国家ではなく、中国と対等に世界秩序を二分して責任を担う「パートナー」として位置づけました。

習近平は天壇（天壇）公園、かつて皇帝が天に祭祀を捧げたあの舞台の上で「中米両国はツキディ

デスの罠を超えなければならない」と語りました。「東昇西降」、東洋は昇り西洋は衰退するとい

う世界観を視覚的に演出したのです。新華社とCCTVはこの場面を繰り返し放映しました。

習近平が掲げる「安定（Stability）」という言葉の実体はこうです。米国が関税爆弾や技術制裁（

デカップリング）を通じて中国の核心的利益、すなわち台湾とAI覇権を打撃できないよう足枷をは

める盾。「安定」という名の現状維持要求にほかなりません。

この用語が初めて登場したのは、今回の北京会談における中国側のreadoutでした。米国側の174語

のreadoutにはこの表現がありませんでした。同じ会談をめぐって双方が出した文書の非対称性その

ものが、物語を語っていました。中国は新秩序の名前をつけ、米国はその名前について沈黙した。

沈黙は拒否ではなかったのです。拒否していたなら反論声明が出ていたはずですから。



86

米国が北京で174語の沈黙を選んだことを越えて、9月のワシントンでもこの物語に従うのか。トラ

ンプがホワイトハウスのオーバルオフィスに習近平を座らせ、農産物の契約書とフェンタニル取り

締まりの領収書だけを振りかざして歓声を上げるなら、それは米国大統領みずからが「建設的戦略

安定関係」という中国主導の新秩序を受け入れたことを、全世界の同盟国に宣言する格好になるの

です。

第一列島線上の恐怖

日本の高市早苗首相の執務室が、真っ先に緊張しました。米国のスコット・ベセント（Scott

Bessent）財務長官が北京へ向かう直前に高市首相と会い、アジア同盟の結束を協議しましたが、

肝心のトランプは商業的取引のために同盟の利益をいつでも中国に差し出しうることを、北京の国

宴会場で見せつけたのです。NHKは、日本の保守右派陣営が9月24日の日程を「災厄の日付」とし

て見ていると報じました。台湾の頼清徳政権も同じ視線でした。

韓国の座標はどこにあるのか。朴元坤（パク・ウォンゴン）梨花女子大学教授はこの時期の分析で、

台湾有事の際の米韓同盟の自動介入の有無と在韓米軍の転用可能性が韓国の安全保障における核心

的変数だと指摘しました。世宗研究所は、トランプが台湾問題を取引の対象とする行為が繰り返さ

れる場合、米韓同盟の信頼基盤そのものが揺らぐと警告しています。140億ドルの武器売却が凍結

された状態で台湾が孤立すれば、次に孤立しうるのはどこか。地図を広げれば見えてきます。日本

にとっても、尖閣諸島や南西諸島の防衛線が同じ構造的リスクにさらされていることを意味するの

です。

5月13日、北京会談の前日。ベセント財務長官と何立峰（ホー・リーフォン）中国副総理がソウル

で李在明（イ・ジェミョン）大統領を1時間間隔で表敬訪問した後、仁川空港の貴賓室で最後の実務

交渉を終えました。2025年10月の釜山APECで米中首脳が初めて顔を合わせて以降、韓国が米中事

前協議の舞台として定着しつつあるという事実は、外交的資産であると同時に負担でもあります。

二つの大国が韓国を「便利な舞台」として使っている側面を、韓国国立外交院の内部分析は見逃し

ませんでした。

韓国外交部は会談期間中、朝鮮半島問題が言及されたとするCCTVの報道に対し「準備はほとんどな

されていないものと理解している」と述べました。トランプ訪中を契機に米朝首脳会談の可能性が

取り沙汰されましたが、具体的な内容は発表されていません。米中が北朝鮮問題で協調すれば朝鮮

半島における戦略的空間が狭まり、米中が対立すれば北朝鮮がその隙を突いて入り込んできます。

この二重の圧力が、9月まで続くのです。

12ヶ月の時限爆弾のカウントダウンは、すでに始まっていました。ウォール街の機関投資家たちは、

北京で締結された関税およびレアアース規制猶予措置の時計が2027年5月に止まるという事実を見

抜いていたのです。中国は17種のレアアース元素のうち12種に対する輸出規制を撤廃したのではあ

りません。期限付きで止めただけです。米国が独自のサプライチェーン（Mine-to-magnet）を構築

するには最低5年から10年かかるのに、トランプはわずか1年の時間を得たことに歓声を上げました。

Bloombergはこれを「1年分の鎮痛剤」と呼びました。FTは「構造的脆弱性はそのまま残っている」

と分析しています。
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9月24日にホワイトハウスに到着する習近平は、手ぶらではないでしょう。その請求書の中身が見

えてきます。

イランに行使した静かな圧力、ホルムズ海峡の航行権保障を武器に米国経済のインフレを安定させ

てやった対価。その請求書の最上段には、エヌビディア（Nvidia）の次世代AIチップH200に対する

全面的な制裁解除が書かれているはずです。現在、米国商務省が承認だけしておきながら中国当局

が意図的に輸入を保留しているあのチップです。ファーウェイとDeepSeek（ディープシーク）に代

表される中国独自の技術エコシステムに対する米国の容認要求も続くでしょう。そして140億ドル

の台湾向け武器売却案の完全な廃棄を求める圧力。

トランプが中間選挙の勝利に酔って9月24日のホワイトハウスでこれらの要求を受け入れてしまえ

ば、それは米国の安全保障上のアキレス腱を恒久的に中国に譲り渡す取引となります。逆にトラン

プ政権内のタカ派、マルコ・ルビオ国務長官とピート・ヘグセス国防長官が反発して拒否すれば、

習近平は微笑みを消し、米国中間選挙直前の10月か11月初旬にレアアース輸出規制のバルブを再び

締めることができます。米国の株式市場とハイテク産業がパニックに陥り、選挙の板が揺らぐシナ

リオです。

どちらに転んでも、習近平にとっては悪くない局面なのです。

韓国の位置に話を戻します。レアアースの12ヶ月猶予は、韓国の自動車産業・電子産業にとって一

息つける措置ではあります。ポスコフューチャーエム、エコプロ、LGエナジーソリューション、サ

ムスンSDIの正極材調達ルートが12ヶ月間安定します。米国の対中関税の一部緩和も韓国の輸出に

はプラスですが、米国の対中圧力によって韓国が享受していた「代替需要」は縮小します。半導体

規制が緩和されれば、メモリ、装置、バッテリー、AIサプライチェーン全体に波及が及びます。す

べての合意項目に韓国産業の利害が絡んでいるのです。

日本の読者にとっても、この構図は無縁ではありません。日本の素材・部品メーカーもまた、米中

双方にサプライチェーンをまたがせており、レアアース規制の行方は日本のハイテク産業の命運に

も直結しています。

サムスン電子とSKハイニックスは、米国と中国に同時にサプライチェーンをまたがせている企業で

す。米国の対中半導体規制が緩和されれば中国市場へのアクセスが再び開かれますが、同時に中国

独自の半導体エコシステムが成長することで韓国企業の技術優位が縮まるという両面があります。

AIデータセンター向けの高帯域幅メモリ（HBM）需要は増え続けていますが、その需要が米国側か

ら来るのか中国側から来るのかによって、韓国半導体産業の地形は変わってきます。9月24日のホ

ワイトハウスでチップ規制に関してどのような合意が出るかによって、サムスンの西安工場とSKハ

イニックスの大連工場の運命が分かれるのです。

12ヶ月後、つまり2027年5月に猶予が満了したらどうなるのか。この問いに今答えられる人間は、

北京にもワシントンにもソウルにも、そして東京にもいません。

2026年5月14日の夜、人民大会堂の国宴会場でトランプの招待を聞いた習近平が、わずかに頷きな

がらグラスを持ち上げました。その場面をCCTVのカメラがクローズアップで捉えています。習近平

は正確に何を考えていたのでしょうか。
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9月24日にワシントンに現れるのか、現れるとすれば何を携えてくるのか、その場で何が起きるの

か。まだ何ひとつ確定していません。確定しているのはひとつだけです。トランプの時計は止まる

ことなく11月へ向かって走り続けており、習近平の時計はまだゼンマイすら巻いていないという事

実。

140億ドル分の武器は依然としてトランプの机の上に置かれたままであり、台湾海峡では今日も中

国の戦闘機が中間線を越えています。

引用出典一覧

A. 米国一次資料
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結びに：二人の巨人の危険な舞踏は続く

前の章

導入場面：1972年のニクソン＝毛沢東握手写真と2026年のトランプ＝習近平握手写真が並ぶワシ

ントン国立公文書館の廊下

引用出典：A. ホワイトハウス発表文、米国務省 / B. 中国外交部、新華社通信 / C. Foreign Policy、

CEPA、Lowy Institute / D. 世宗研究所、国立外交院、朴元坤（パク・ウォンゴン） / E. BBC、FT、

Bloomberg

ワシントン国立公文書館（National Archives）の2階廊下に、二枚の写真が並んでいます。左は

1972年2月21日、リチャード・ニクソンが毛沢東（マオ・ツォートン）の書斎で握手するモノクロ

写真。右は2026年5月15日、ドナルド・トランプが人民大会堂の赤い絨毯の上で習近平（シー・ジ

ンピン）と握手するカラー写真。54年の時差を隔てて撮られた二つの場面は、不思議なほど似てい

ます。微笑み、スーツ、握手の角度まで。ところが写真の下に添えられた説明文の温度はまるで違

います。1972年のキャプションには「Opening（開放）」と記されています。2026年のキャプショ

ンは、まだ白紙のままです。

空欄は偶然ではありません。2026年の北京で起きた48時間を何と名づけるべきか、ワシントンも

北京もソウルも、まだ決められずにいるのです。1972年のニクソン訪中は「雪解け」という一語で

片がつきました。冷戦の壁に最初の亀裂が走った出来事でしたから。2026年のトランプ訪中は、一

語では片づきません。雪解けでもない。決裂でもない。何か新しい時代の起点でもない。本書が13

の章にわたって解剖した48時間は、一言で表せば「名前のない時間」でした。

「管理された競争」という包装紙

トランプ大統領はエアフォースワンのタラップを上りながら「10点満点で12点だ」と言いました。

大統領専用機が北京首都国際空港の滑走路を離れるより先に、彼のトゥルース・ソーシャルのアカ

ウントには「歴史的勝利」という投稿が上がっていました。7,000マイル離れた北京では、新華社

通信が両国は「建設的戦略安定関係（Constructive relationship of strategic stability）」という

新たな軌道に入ったと報じていました。人民日報の1面には、習近平がトランプの肩に手を置き天壇

公園の回廊を歩く写真が載りました。二つの首都の宣伝機関が同時に動き出しましたが、語ってい

る中身はまるで別のものでした。

ウォール街はどちらの言い分も信じませんでした。S&P 500は会談直後に1.2%上昇し、二日で元の

水準に戻りました。Bloombergはこの動きを「relief rally followed by reality check」と要約し、

その表現が48時間の実態を正確に言い当てていました。安堵が先に来て、現実の確認があとに続い

た。

合意の内訳を広げてみると、立派な領収書のように見えます。ボーイング旅客機200機の購入、大 

豆2,500万トンの輸入再開、ホルムズ海峡の開放要求、フェンタニル前駆体の遮断協力、12か月間 

の関税および希土類輸出規制の猶予。第9章で取り上げた通り、シカゴのボーイング本社の会議室で 

は、この領収書を前に沈黙が流れました。200機は市場予想500機の半分にも届かず、ボーイング 

の株価は合意発表当日に3.7%下落しました。大豆輸入はライセンスが発行されただけで、船積みス
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ケジュールは未定でした。第8章で論じたホルムズ海峡の開放合意は、中国がイランを実際に圧迫で

 きるという前提の上に立っていますが、Foreign Policyの5月17日付分析は「Beijing's leverage 

over Tehran is real but narrow」と評価しました。領収書のインクが乾く前に、履行可能性に疑問 

符がついたのです。

決定的な疑問符は、12か月という数字にぶら下がっています。第11章で分析した通り、関税と希土

類の猶予満了が2027年5月であること、それが米国の中間選挙直後に当たることは偶然ではありま

せん。CEPAの分析が示す通り、習近平はトランプに選挙まで使える鎮痛剤を手渡しながら、有効期

限を自分の手で書き込みました。12か月が過ぎて薬効が切れれば、再び取引しなければなりません。

問題は、そのとき再交渉する際の条件が今より悪くなるという点です。中国は12か月の間に技術自

立を進めて対米依存度を下げ、米国は12か月の間に希土類の代替供給源を確保できない公算が大き

い。時間は北京の味方です。

世宗研究所の朴元坤（パク・ウォンゴン）教授は、この構造を「非対称的時間取引」と呼びました。

トランプは11月の中間選挙で使える3か月分の見出しを買い、習近平は第15次5か年計画の技術自

立スケジュールに必要な12か月を稼ぎました。同じ取引で、片方は四半期単位で時間を計り、もう

片方は年単位で時間を計っていた。この非対称こそが、2026年北京会談の本質です。第12章で比

較した両国の声明文（readout）の分量差がそれを物語っています。米国174語、経済的利益を強調。

中国は長文で「建設的戦略安定関係」を宣言。短い方が急いでいて、長い方に余裕がありました。

縫合されない活火山

本書の第1章から第13章を貫く二つの断層線があります。台湾と人工知能です。会談の場で、この

二つはいかなる合意にも至りませんでした。合意できるはずがなかった。構造が許さないからです。

習近平は会談の席上で「台湾問題は最も重要な事案であり、誤って扱えば衝突（Clashes）する」と

述べました。中国外交部の発表文にはこの発言が原文のまま掲載されています。一方、ホワイトハ

ウスの174語の公式声明文（readout）には「台湾」という言葉そのものがありませんでした。米国

史上、対中首脳会談の発表文として前例のない短さであり、前例のない多くの事項を省略した文書

でした。第7章で追跡した通り、習近平が「水火不容（水と火のように相容れない）」という表現ま

で持ち出したことは、現状維持の拒否であり武力統一の名分を公式化したものでした。

140億ドル（約2兆1,000億円）規模の台湾向け武器売却承認案は、ホワイトハウスの引き出しの中

に無期限で保留されています。希土類猶予と関税緩和の延長を得るには、台湾カードを切るわけに

いかないからです。FTはこれを「Taiwan as a bargaining chip, not a commitment」と表現しまし

た。トランプの商人的気質が台湾を交渉のメニューに載せたのです。第2章で分析した中国の3T（

Taiwan, Tariffs, Technology）防衛線のうち台湾が筆頭に置かれた理由がここで明らかになります。

習近平にとって台湾は譲歩できるカードではなく、テーブルそのものをひっくり返し得る起爆装置

です。

トランプの沈黙が台湾海峡のプレートの動きを止めることはありません。台湾は世界最先端半導体

の90%以上を生産するシリコン・シールド（Silicon Shield）であり、米国のインド太平洋戦略にお

ける第一列島線（First Island Chain）の要です。ペンタゴンと米議会の超党派は、トランプの取引

とは無関係に台湾関連法案を出し続けています。第13章で取り上げた9月24日の習近平によるホワ
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イトハウス答礼訪問、そして11月の中間選挙後という時間帯。この二つの時点で活火山が再び動く

可能性を、Lowy Instituteは「not if, but when」と評しました。

日本にとっても対岸の火事ではありません。台湾有事の際、在日米軍基地が使用される可能性、日

米安保条約の適用範囲の問題、日本の半導体産業へのサプライチェーン衝撃。韓国の国立外交院に

よる2026年4月報告書は「台湾海峡危機が朝鮮半島の安全保障環境に及ぼす直接的波及経路が最低

三つある」と分析しましたが、地理的に台湾に近い日本への波及経路はそれ以上に多いと見るべき

でしょう。日本政府が掲げる「自由で開かれたインド太平洋」構想が台湾危機の前で実際に機能し

得るのか、まだ一度も検証されたことがありません。第4章で描写した天安門広場の21発の礼砲が

鳴り響いた瞬間、東京の首相官邸でもモニターを見つめていたはずです。あの礼砲が歓迎の儀式な

のか、警告の序曲なのかを見極めながら。

並行宇宙へ分岐する技術覇権

二つ目の断層線は人工知能と半導体です。第10章で述べた通り、この領域では両国は合意に失敗し

たのではなく、合意を試みることすらしませんでした。それぞれの道を行くと、すでに決めた後だっ

たのです。

第6章の場面を思い出してください。トランプがエアフォースワンにエヌビディアのジェンスン・ファ

ンを乗せて北京に到着したとき、17人のCEO軍団のうちジェンスン・ファンは最後にタラップを上

りました。ティム・クック（アップル）、イーロン・マスク（テスラ）より後に。その順番がAIチッ

プ輸出規制緩和のシグナルのように読めました。ところが扉に錠を下ろしたのは米国ではなく中国

の方でした。習近平はファーウェイ製の国産チップの購入を企業に事実上強制し、独自の技術エコ

システム（Tech Stack）の構築を宣言したのです。

ディープシーク（DeepSeek）の事例がこの決定の背景を示しています。600万ドル。オープンAIが

数十億ドルを投じて作ったモデルに匹敵する性能を、この金額で生み出した。中国が米国のハード

ウェア封鎖をアルゴリズムの効率で迂回できるという証拠でした。密輸された旧型チップと独自の

アルゴリズム最適化の組み合わせが、ハードウェアの差を埋めたのです。第3章で扱った希土類の武

器化が米国の「チップ封鎖」に対する中国の物理的報復だとすれば、ディープシークは技術的報復

でした。

BBCはこの状況を「two tech superpowers building parallel universes」と形容しました。並行宇

宙。米国側ではエヌビディアH200チップとオープンAIのエコシステムがスタンダードであり、中国

側ではファーウェイ製チップとディープシーク、Qwen、ドウバオ（Doubao）がスタンダードです。

東南アジアと中東を経由するブラック・チップ（Black Chip）ネットワークが、二つの宇宙の間の

密輸ルートとして機能しています。2026年の北京会談で打ち出された「AI安全・ガバナンス対話」

は、拘束力のない外交的修辞にすぎませんでした。Foreign PolicyのScott Kennedyが「a

dialogue about having a dialogue」と評したのは的を射ていました。対話をするという対話。中身

のない殻だったのです。

技術覇権は取引で解決できる領域ではありません。国家の軍事的優位と直結するからです。米国も

中国もこの事実を承知しており、だからこそ双方とも妥協ではなく加速を選びました。日本の半導

体産業は、この二つの並行宇宙の交差点に立っています。韓国のサムスン電子やSKハイニックスと
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同様に、日本の半導体素材・製造装置メーカーも米中双方に供給する二重露出（dual exposure）の

状態にあります。ラピダスの先端半導体量産計画、東京エレクトロンやレーザーテックの対中輸出。

二つの宇宙のどちらに属するかを迫られる時が近づいています。両方に足を置いたままどれだけ持

ちこたえられるか、その限界を試す12か月が始まりました。

請願者と設計者

本書全体をひとつの問いに圧縮するなら、これです。2026年の北京で、誰が勝ったのか。

48時間の取引構造を分解してみると、トランプと習近平は対等な立場で向かい合ってはいませんで

した。トランプは請願者（Petitioner）であり、習近平は設計者（Architect）でした。

トランプには急ぎの事情がありました。第1章で描いたイラン戦争の泥沼で高騰するインフレ、11

月の中間選挙まで残り6か月、同盟国の疲弊。彼は北京へ来て、大豆、ボーイング、ホルムズという

三枚の領収書を受け取って帰りました。選挙戦で使える見出しでした。その代償として台湾を沈黙

に伏し、希土類猶予の期限を習近平に決めさせました。第5章で描写した天壇公園の散策がこの力学

を視覚的に示しています。トランプが習近平の案内に従って回廊を歩いた。道筋を定めたのは習近

平でした。天に祭祀を捧げた皇帝の空間で動線を仕切るのは主人の特権であり、トランプは客人で

した。

習近平には急がない理由がありました。12か月という時間。その間に中国は第15次5か年計画の技

術自立ロードマップを実行し、ファーウェイ中心の半導体エコシステムを固め、東南アジアと中東

のデジタルインフラへ影響力を広げます。100%関税の脅威は12か月間凍結され、希土類輸出規制

の手綱は依然として北京が握っています。何ひとつ恒久的に譲歩することなく、トランプが必要と

するものを期限付きリースで提供した。それが北京の手法でした。

Lowy Instituteの5月の分析報告書が、この力学を一文で要約しています。「Trump bought

headlines. Xi bought time.」見出しを買った者と、時間を買った者。次の取引でどちらがより有利

な位置に立つかは明らかです。

韓国はこの取引の事前協議の舞台でした。5月13日、米国のベッセント財務長官と中国の何立峰（

ホー・リーフォン）副総理が青瓦台で李在明（イ・ジェミョン）大統領と1時間間隔で面会した後、

仁川空港の貴賓室で最終実務交渉を済ませました。2025年10月の釜山APEC以降、韓国が米中の事

前接触の舞台として定着したのは外交的資産ですが、同時に二つの大国が韓国を「都合の良い舞台」

として使っているという意味でもあります。舞台は照明を浴びますが、脚本を書くことはありませ

ん。日本にとってもこれは他人事ではないでしょう。米中の事前調整が東アジアの同盟国を経由し

て行われる以上、東京もまたこの舞台装置の一部に組み込まれる可能性があるからです。

北朝鮮の変数もこの構図に絡んでいます。会談で朝鮮半島問題が言及されたとのCCTV報道がありま

したが、具体的な中身は公開されていません。韓国外交部は米朝首脳会談の可能性について「準備

はほぼできていないと理解している」と明らかにしました。米中が協調すれば朝鮮半島の戦略的空

間は狭まり、対立すれば北朝鮮がその隙間に入り込みます。日本にとっても、どちらの展開であれ

北東アジアの安全保障環境が揺らぐことに変わりはありません。
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東アジア各国の産業のタイムテーブルは、12か月という期限の上に載っています。猶予期間中、自

動車や電子産業は希土類供給という命綱を得ましたが、その命綱の長さを決めたのは北京であって

東京でもソウルでもありません。サムスン電子やSKハイニックスの対中半導体輸出、日本の半導体

素材・製造装置の対中供給。これらすべての将来が、2027年5月以降の米中関係にかかっています。

技術冷戦の輪郭

12か月の猶予が満了する2027年5月、テーブルの上には今より多くの請求書が積まれているはずで

す。関税、希土類、半導体輸出規制、台湾への武器売却、ホルムズ海峡、AIガバナンス。一度にす

べてが突きつけられた瞬間、「管理された競争」という包装紙は破れます。

CEPAはこのシナリオを「Techno-Cold War」と名づけました。技術冷戦。米ソ冷戦が核兵器を軸に

世界を二つに分けたとすれば、技術冷戦は半導体とAIを軸に世界を分けます。核の冷戦には相互確

証破壊（MAD）という抑止装置がありました。あなたが私を殺せば、私もあなたを殺す。その恐怖

の均衡が双方を押しとどめていた。技術冷戦には、それに相当する装置がまだありません。AI軍拡

競争で先制的優位を確保すれば、相手の防御体系そのものを無力化できるからです。核の時代の恐

怖は「双方が死ぬ」という確実性から生まれました。技術冷戦の恐怖は「片方だけが死に得る」と

いう不確実性から生まれます。

終わらない問い

本書は13の章にわたって48時間を解剖しました。第1章ホルムズ海峡のタンカーに始まり、第2章

5Bと3Tの同床異夢、第3章希土類と関税爆弾、第4章の21発の礼砲、第5章天壇公園の象徴、第6章

ジェンスン・ファンのエアフォースワン搭乗、第7章台湾という起爆装置、第8章ホルムズ密約、第

9章ボーイング200機の真実、第10章AI並行宇宙、第11章12か月の時限爆弾、第12章両国声明文

の非対称、第13章習近平の答礼訪問という試金石まで。領収書を裏返し、発表文の単語を吟味し、

舞台装置の政治学を読み解き、両国の弱点と思惑を明らかにしました。

その果てに確実に言えることがひとつあります。この会談は解決ではなく猶予でした。平和条約（

Treaty）ではなく期限付きの休戦（Truce）だったのです。

確実に言えないことが、もうひとつあります。

9月24日、習近平がワシントンに到着します。そのときテーブルの上には何が置かれているでしょ

うか。台湾への武器売却案は引き出しから出てくるのか、それともさらに奥へしまわれるのか。中

国は希土類猶予の延長と引き換えに何を要求するのか。日本はその場に呼ばれるのか、あるいは呼

ばれないことの方がより深刻な事態なのか。

朴元坤教授の言葉が耳に残ります。「今回の会談の本当の結果は9月に出る。5月の合意文ではなく

9月の履行状況こそが歴史に記録されるだろう。」

2026年5月15日の夕刻、人民大会堂を出たトランプの車列が北京の長安街を通り過ぎました。道路

の両側には二つの国旗が並んで掲げられ、車列が過ぎた後、国旗は撤去されました。

12か月後、あの場所に再び国旗が掲げられるかどうか、誰にもわかりません。
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